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は じ め に 

東大阪市は、全国でも有数の中小企業の一大集積地であり、活力ある「中小企業のまち」

として、また基盤的技術産業を中心に多種多様なモノづくり企業が集積した「モノづくりの

まち」として世界的にも名を馳せている。東大阪市の中小企業はそのほとんどが従業員 20

人以下の小規模企業者であるが、地域経済を支える本市の重要な存立基盤であるだけではな

く、市民の雇用やまちのにぎわいを創出する源として、重要な役割を担っている。 

これらの小規模企業者を中心とした中小企業の果たす役割の重要性に鑑み、東大阪市では、

中小企業の振興に関する基本理念及び施策等を定め、中小企業者、大企業者、市民、関係団

体及び市の責務等を明らかにし、中小企業の振興に関する施策を総合的に推進することによ

って、地域経済を活性化し、豊かで住みよいまちの実現に寄与することを目的とした東大阪

市中小企業振興条例が平成２５年４月１日に施行された。 

東大阪市では、東大阪市第 2次総合計画後期基本計画においてまちづくりの基本方針が示

され、その目標達成に向けた各般の施策が展開されているところである。特に東大阪市中小

企業振興条例では中小企業の振興を市政の重要な柱として位置付けていることから、市とし

て中小企業の振興に関する施策については総合的に推進、地域経済を活性化し、豊かで住み

よいまちの実現を目指している。東大阪市中小企業振興会議も本条例に基づき平成２５年７

月２９日に設置され、その後２年間に渡り、市が実施しているこれらの施策はもとより、今

後展開すべき中小企業支援施策等について議論を重ねてきた。 

 このたび、東大阪市中小企業振興会議の専門部会であるモノづくり支援施策のあり方検討

部会、地域商業の魅力と活力の再生検討部会、農業振興検討部会において議論を重ねてきた

内容を、東大阪市中小企業振興会議の提言として取りまとめた。東大阪市には、これまでの

中小企業振興会議における議論の過程で、委員各位より出された様々な意見や提案を真摯に

受け止め、実現可能なものから速やかに施策化を図っていただきたいと考えるものである。 

 最後に、東大阪市中小企業振興会議及び各部会において、終始熱心にご議論をいただいた

委員各位に衷心より御礼申し上げる。 

平成２７年７月 

東大阪市中小企業振興会議 

会  長  文 能  照 之 
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１ 東大阪市の中小企業の概要と動向 

（１） 市内中小企業の概要 

東大阪市は面積が 61.78k㎡で大阪府下の市町村別では第 9位（平成 27年 3月 6日国土交通省国土
地理院発表の大きさ）であるのに対し、事業所数は 26,285件（平成 24年経済センサス活動調査）従
業者数は 235,585人と大阪市、堺市についで 3位となっており、全国でも有数の産業集積地である。
 全事業所数のうち、製造業の事業所数は 6,546件で 24.9％、従業者数は 65,649人と 27.9％を占め
ており、ともに最も多い産業（大分類）となっている。（図表 1）事業所数を従業員規模別にみると、
「1～4人」規模が 15,346事業所と全体の 58.4％を占め、次いで「5～9人」が 5,223事業所（19.9％）
であり、従業者 9人以下の事業所が全体の約 80％を占めている。（図表 2）
ただ、経済センサス以前に実施されていた工業統計調査によると、製造業の事業所数は平成 20 年
の調査では、6,016件で、昭和 58年の 10,033件をピークに減少傾向にあり、この状況は今現在も進
行形であると思われる。
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業種分類 事業所数 構成比 従業者数 構成比

農林漁業 13 0.0% 56 0.0%
鉱業 0 0.0% 0 0.0%
建設業 1,542 5.9% 10,121 4.3%
製造業 6,546 24.9% 65,649 27.9%

電気ガス・熱供給・水道業 14 0.1% 921 0.4%
運輸・情報・通信業 1,027 3.9% 21,594 9.2%

卸売・小売業 6,259 23.8% 55,016 23.3%

飲食店等 2,944 11.2% 17,807 7.6%
金融・保険業 280 1.1% 4,109 1.7%
不動産業 1,868 7.1% 6,440 2.7%

サービス業ほか 5,792 22.0% 53,872 22.9%

総　数 26,285 100.0% 235,585 100.0%

(単位：件、人）

従業員規模 事業所数 構成比 従業者数 構成比

1～4人 15,346 58.4% 33,772 14.3%
5～9人 5,223 19.9% 34,088 14.5%
10～19人 3,114 11.8% 42,176 17.9%
20～29人 1,126 4.3% 26,605 11.3%
30人以上 1,396 5.3% 98,944 42.0%
派遣従業員のみ 80 0.3% 0 0.0%

総　数 26,285 100.0% 235,585 100.0%

製造業の事業所数・製造品出荷額 

規模別事業所数・従業者数（図表2） 

＜出典＞行政管理部「経済センサス活動調査」

※一部分類は省略し表記している。 

・運輸・情報・通信業（情報通信業+運輸業、郵便業） 

・サービス業ほか（学術研究、専門・技術サービス業+生活関連サービス業、 娯

楽業+教育、学習支援業+医療、福祉+複合サービス業+サービス業） 

製造業の事業所数・売上の推移（図表１） 

＜出典＞行政管理部「工業統計調査」 「経済センサス活動調査」
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（２）市内中小企業の景況感

市内企業の景況感は、国の経済政策である「大胆な金融政策」、「機動的な財政政策」、「民間投資を

喚起する成長戦略」のいわゆる「三本の矢」を背景とした円安・株高等の流れを受け緩やかに改善、

平成２６年１月から３月期には、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要等により、景況DIはリーマン

ショック以降の最高値を記録した。しかしながら、平成２６年４月以降、消費税率引き上げに伴う駆

け込み需要の反動等により、景況DIは悪化。今後は、先行きに持ち直しを見込むも、慎重な見方が続

いている。

※DI とは、好況（増加、上昇、好転）と回答した企業の比率から不況（減少、下降、悪化）と回答した企業の比率を引いた
数値であり、判断の目安となる指数である。売上高などの実数値の上昇率を示すものではなく、強気・弱気などの景気感の相

対的な広がりを意味する。

※１ 平成 20年以前は工業統計調査、平成 21年は経済センサス基礎調査、平成 24年は経済センサス活動調査
※2 平成 21年経済センサス基礎調査、平成 24年経済センサス活動調査は、事業所・企業の補足範囲を拡大している等の理由によ
り、平成 20年以前の調査とは時系列比較はできない
※3 平成 20年以前の調査は出荷額のみ、平成 24年は売り上げで出荷額以外の収入も含む
※4 平成 24年の売り上げは「外国の会社」及び「法人でない団体を除いた 5,451件の合計額

＜出典＞経済部「東大阪市動向調査」
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２ 東大阪市中小企業振興会議及び部会の設置 

平成２５年７月２９日に東大阪市中小企業振興条例に基づく「東大阪市中小企業振興会議」が設置

され、市内中小企業の現況や課題等を踏まえ、本市中小企業の施策の推進について審議を行うことと

なった（【図１】参照）

また、中小企業振興会議における検討テーマを選定するため、平成２５年８月２６日に「東大阪市

中小企業振興会議検討テーマ選定部会」を設置。同部会において、市内中小企業の現状と課題の抽出・

整理を行い、「事業継承、後継者問題、事業転換等を念頭に置いた中小企業集積の持続に関する検討」

を振興会議全体のテーマとすることとし、本テーマを念頭に置きながら、市内中小企業が抱える課題

の解決について、より詳細に議論を行うため、中小企業振興会議のもとに、「モノづくり支援施策のあ

り方検討部会」「地域商業の魅力と活力の再生検討部会」「農業振興検討部会」の３つの部会の立ち上

げを決定した。（【図２】参照）なお、「労働雇用に関するあり方の検討」に関しては、製造業や商業と

の雇用マッチングや雇用環境と密接に関係するが、今回は特に「モノづくり支援施策のあり方検討部

会」の中で議論を進めた。また、「観光行政に関する検討」については「地域商業の魅力と活力の再生

検討部会」の中で議論を進めた。

課題

中小企業振興会議の進め方

中小企業の振興に関する施策の総合的な推進によって、
地域経済を活性化し、豊かで住みよいまちを実現

市

長

条例の改廃、施策の実施等に関する事項、その他の中小企業の振興に係る
重要事項について審議 ⇒ 市長に意見

意見
方向性

施策情報

中小企業
振興会議

【抽出】 【集約】
基礎資料

新たな
基礎資料 新

た
な
事
業
展
開
・
予
算
化

工業、商業、農業、サービス、流通、建設、金融、労働など各産業について議論
⇒学識経験者・有識者、事業者、関係団体、行政、公募市民により構成

中小企業振興条例 ・・・・・・・

【施策情報等のフィードバック】

問題提起

課題提示

課題
対策

対策

【図１】
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３ 東大阪市の中小企業振興に関する提言の概要 

はじめにでも述べたとおり、東大阪市では東大阪市第2次総合計画後期基本計画においてまちづくりの基

本方針が示され、その目標達成に向けた各般の施策が展開されているところである。また平成２５年４月か

ら施行された東大阪市中小企業振興条例は、中小企業の振興を市政の重要な柱として位置付け、市として中

小企業の振興に関する施策については総合的に推進することによって、地域経済を活性化し豊かで住みよい

まちの実現を目的としている。振興会議としても、市の総合計画とこれを推進する後期基本計画及び中小企

業振興条例のそれぞれの理念、目的を踏まえ、市が実施している各般の施策はもとより、今後展開すべき中

小企業振興のための施策等について議論を重ねてきた。 

モノづくり支援施策のあり方検討部会では、小規模企業にきめ細かく光をあてた支援とモノづくり支援策

を“つなぐ”橋渡しの強化の２つのコンセプトを再設定。①高付加価値化に向けた支援の強化 ②モノづく

り人材の育成・確保、事業承継の促進 ③操業環境の維持・確保 ④販路開拓支援の充実 をモノづくり支

援施策の４本の柱として重点施策を位置づけた「モノづくり支援再興戦略」を取りまとめた。

地域商業の魅力と活力の再生検討部会 では、商店街と地域との連携のあり方に関し、地域における課題

や特性に応じて様々なスタイルで関係者をつなぎ連携機能を強化することで、商業集積地の魅力と活力の再

生を図ることを支援のポイントとして、その具体的な支援策を提言している。また、地方における観光によ

る経済活性化に関しては、商業への経済波及効果の高い観光振興を通じ、縮小する地域内需を補う外需を取

り込むために必要となる対策について提言している。

農業振興検討部会では、高齢化する農家、減少する農地、増える休耕地からどう農地を守り、振興につな

げられるかや休耕地の活用、農産物のブランド化、ラグビーワ－ルドカップ 2019 開催に向けた、農の取組

みをテーマに検討を進め、①東大阪の農を特徴づける農産品とファームマイレージ運動によるエコ農産物を

更に推進し本市の魅力をアピール ②ファームマイレージ運動、農業振興啓発事業の更なる拡充・発展 ③

農地の保全、休耕地対策として菜の花・レンゲの栽培と防災農地制度の確立・推進 ④援農ボランティア養

成講座 ⑤(仮称)農家サポーターバンクシステムの構築 の５つの施策方向とその今後の取り組みについて

提言している。

振興会議が提言するこれらの内容は、市が実施している施策のさらなる推進と中小企業振興のための新た

な展開を可能とする内容となっている。よって、市がこれら実現可能なものについて速やかに具体的な施策

を構築・推進することが、中小企業振興条例が目的とする「地域経済を活性化し豊かで住みよいまち」と総

合計画後期基本計画における「活力ある産業社会を切り拓くまちづくり」を実現するとともに、第２次総合

計画がめざす将来都市像「夢と活力あふれる 元気都市・東大阪」の実現へとつながるものであることから、

今後の市の取り組みが大いに期待されている。 
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審 議 経 過 

平成25年度

中小企業振興会議

第1回(平成25年7月29日) 
（１）東大阪市中小企業振興会議の進め方について

（２）東大阪市の中小企業の現状について

（３）経済施策について

（４）検討テーマの設定について

（５）会議の公開について

第2回(平成25年9月26日) 
（１）東大阪市中小企業振興会議部会の設置について

第3回(平成26年3月12日) 
（１）各部会における中間報告について

（２）平成26 年度中小企業の振興に関する施策（案）について

平成26年度

中小企業振興会議

第1回(平成26年8月6日) 
（１）各部会における進捗報告について

（２）H25中小企業振興施策に関する実施状況の報告について

第2回(平成26年11月26日) 
（１）各部会における進捗報告について

第3回(平成27年3月2日) 
（１）各部会における報告等について

平成27年度

中小企業振興会議

第1回(平成27年7月14日) 
（１）中小企業振興会議最終報告案について

（２）H26中小企業振興施策に関する実施状況の報告について

資料１
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東大阪市中小企業振興会議委員名簿

平成２７年７月現在

会長・部会長  文能 照之  近畿大学経営学部教授  

副会長・部会長 粂野 博行  大阪商業大学総合経営学部教授  

部会長     中嶋 嘉孝 大阪商業大学総合経営学部准教授 

部会長     上田 秀樹 大阪樟蔭女子大学健康栄養学部 健康栄養学科准教授  

委員      阿児 加代子 オフィス・ＡＫＯ 特定社会保険労務士  

委員      大西 由起子 東大阪観光協会会長  

委員      大本 仁 大阪東信用金庫東大阪営業部部長  

委員      加來 千佳子 大建プラスチックス株式会社代表取締役社長   

委員      角井 勝美 光輝物流株式会社代表取締役社長   

委員      角本 律子 前東大阪商工会議所東支所所長 

委員      倉貫 智之 東大阪市大型小売店舗連絡協議会会長  

委員      小杉 栄 公募委員   

委員      園田 浩一 前東大阪市産業創造勤労者支援機構事務局長 

委員      西田 尚子 布施公共職業安定所所長  

委員      髙田 久司 グリーン大阪農業協同組合常務理事  

委員      髙橋 由紀子 東大阪ブランド機構理事  

委員      田中 聡一 公募委員   

委員      寺尾 昇三 センター建設株式会社代表取締役会長  

委員      西松 あゆみ 西松税理士・中小企業診断士事務所所長  

委員      平井 良彦 前東大阪市小売商業団体連合会会長代行  

委員      丸谷 賢司 公募委員   

委員      森田 園子 元大阪樟蔭女子大学学芸学部ﾗｲﾌﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞ学科教授  

委員      矢沢 文浩 株式会社商工組合中央金庫東大阪支店支店長  

委員      吉田 久 株式会社日本政策金融公庫東大阪支店中小企業事業統括 

委員      脇田 恒夫 公募委員   

（順不同、敬称略）

検討テーマ選定部会委員名簿

平成２５年８月現在

部会長     文能 照之 近畿大学経営学部教授 

委員      上田 秀樹 大阪樟蔭女子大学学芸学部健康栄養学科准教授 

委員      粂野 博行 大阪商業大学総合経営学部教授 

委員      中嶋 嘉孝 大阪商業大学総合経営学部准教授 

委員      森田 園子 大阪樟蔭女子大学学芸学部ﾗｲﾌﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞ学科教授 

（順不同、敬称略）

資料２
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東大阪市中小企業振興条例

緑豊かな生駒山のふもとに位置する本市のモノづくりの起源は古く、すでに弥生時代には、銅鐸や銅剣な

どの青銅器鋳物が盛んに造られていました。その歴史と経験に培われた情熱と技術は、大和川の付替えや新

田開発などを経て、河内木綿産業や今に続く伸線産業などの地場産業を発展させ、およそ２，０００年後の

現代に受け継がれました。やがて本市には、多くの製造業が集積することとなり、それが商業、農業、建設

業、運輸業その他の産業の活性化にも大きな影響を与えてきました。そして、本市は、我が国の経済の発展

をも支える多種多様な小規模企業者が集積する、活力ある「中小企業のまち」・「モノづくりのまち」として、

全国的にも確固たる地位を築きあげてきました。 

このように、小規模企業者を中心とする本市の中小企業は、地域経済を支える本市の重要な存立基盤であ

るとともに、熟練の技術を引き継ぎ、産業を活性化させ、市民の雇用やまちのにぎわいを創出する源です。 

本市が「夢と活力あふれる元気都市」として発展し続けるためには、中小企業者、大企業者、市民、関係

団体そして市が、中小企業の果たす役割の重要性を理解し、協働して、本市の中小企業の振興に総合的に取

り組むことが必要不可欠です。 

ここに、中小企業の振興を市政の重要な柱として位置付けるとともに、本市の中小企業の振興に関する基

本理念及び施策等を定め、もって地域経済を活性化し、豊かで住みよいまちの実現に寄与するため、この条

例を制定します。 

（目的） 

第１条 この条例は、小規模企業者を中心とした本市における中小企業の果たす役割の重要性に鑑み、中小

企業の振興に関する基本理念及び施策等を定め、中小企業者、大企業者、市民、関係団体及び市の責務等

を明らかにすることにより、中小企業の振興に関する施策を総合的に推進し、もって地域経済を活性化し、

豊かで住みよいまちの実現に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において「中小企業者」とは、中小企業基本法（昭和３８年法律第 

１５４号）第２条第１項各号に掲げるもので、市内に事務所又は事業所を有するものをいう。 

２ この条例において「小規模企業者」とは、中小企業基本法第２条第５項に規定する小規模企業者で、市

内に事務所又は事業所を有するものをいう。 

３ この条例において「大企業者」とは、中小企業者以外の事業者で、市内に事務所又は事業所を有するも

のをいう。 

４ この条例において「関係団体」とは、経済団体、金融機関、大学等、特定非営利活動法人その他の中小

企業の振興に関係する団体をいう。 

（基本理念） 

第３条 中小企業の振興は、中小企業者自らの創意工夫及び自主的な努力のもとに推進されなければならな

い。 

２ 中小企業の振興は、中小企業者、大企業者、市民、関係団体及び市が、中小企業の果たす役割の重要性

を理解し、協働して推進されなければならない。 

３ 中小企業の振興は、大都市圏に立地する産業集積の拠点という本市の地域特性を生かした施策により推

進されなければならない。 

４ 中小企業の振興は、国、大阪府その他の公共団体（以下「国等」という。）との連携を図りながら、推進

されなければならない。 

（中小企業者の努力） 

第４条 中小企業者は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、自主的な経営基盤

の強化、雇用機会の確保、人材の育成、従業員の福利厚生の充実等を図るとともに、第９条に定める施策

（以下「施策」という。）を積極的に活用し、その推進に協力するよう努めるものとする。 

２ 中小企業者は、地域社会の一員として、豊かで住みよいまちの実現に配慮するとともに、地域社会に貢

献するよう努めるものとする。 

（大企業者の役割） 

資料３
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第５条 大企業者は、基本理念にのっとり、中小企業の振興が地域経済の活性化に重要な役割を果たすこと

を理解し、施策の推進及び中小企業の健全な発展に協力するよう努めるものとする。 

２ 大企業者は、地域社会の一員として、中小企業者との共存共栄のもとに、社会的責任を自覚し、地域社

会に貢献するよう努めるものとする。 

（市民の理解及び協力） 

第６条 市民は、基本理念にのっとり、中小企業の振興が地域経済を活性化し、豊かで住みよいまちの実現

に寄与することを理解し、施策の推進及び中小企業の健全な発展に協力するよう努めるものとする。 

（関係団体の理解及び協力） 

第７条 関係団体は、基本理念にのっとり、中小企業の振興が地域経済の活性化に重要な役割を果たすこと

を理解し、施策の推進及び中小企業の健全な発展に協力するよう努めるものとする。 

（市の責務） 

第８条 市は、基本理念にのっとり、中小企業の振興に関し、必要な調査を行い、施策を実施するものとす

る。 

２ 市は、中小企業の振興に関し、必要な財政上の措置を講ずるものとする。 

３ 市は、中小企業の振興に関し、国等との連携並びに中小企業者、大企業者、市民及び関係団体の協働の

推進に努めるものとする。 

４ 市は、市が発注する工事の請負、役務の提供又は物品の購入その他の調達に当たっては、予算の適正な

執行並びに透明かつ公正な競争及び契約の適正な履行の確保に留意しつつ、中小企業者の受注の機会の増

大に努めるものとする。 

（中小企業の振興に関する施策） 

第９条 第１条に定める目的を達成するために、本市が総合的に推進すべき中小企業の振興に関する施策は、

次のとおりとする。 

(1) 中小企業者の産業集積を活性化し、ネットワークを強化するための施策 

(2) 中小企業者の操業環境を確保し、市民の住環境との調和を推進するための施策 

(3) 中小企業者の販路を拡大するための施策 

(4) 中小企業者の経営資源を強化するための施策 

(5) 中小企業者の人材を育成し、事業承継を円滑化するための施策 

(6) 中小企業者の資金調達を円滑化するための施策 

(7) 中小企業者の創造的な事業活動を促進するための施策 

(8) 中小企業者のグローバル化を支援するための施策 

(9) 中小企業者の労働環境を整備するための施策 

(10) 中小企業者の魅力等の情報を発信するための施策 

(11) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める施策 

（振興会議） 

第１０条 本市に、東大阪市中小企業振興会議（以下「振興会議」という。）を置く。 

２ 振興会議は、この条例の改廃に関する事項、施策の実施等に関する事項その他の中小企業の振興に係る

重要事項を審議する。 

３ 振興会議は、前項に規定する事項に関し、市長に意見を述べることができる。 

４ 前３項に定めるもののほか、振興会議の組織及び運営に関し必要な事項は、市長が定める。 

（実施状況の公表等） 

第１１条 市長は、毎年度、施策の実施状況を取りまとめ、公表するものとする。 

２ 市長は、前項の実施状況について調査及び分析を行うものとする。 

（委任） 

第１２条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 
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東大阪市中小企業振興会議規則

（趣旨） 

第１条 この規則は、東大阪市中小企業振興条例（平成２５年東大阪市条例第４号）第 

１０条第４項の規定に基づき、東大阪市中小企業振興会議（以下「振興会議」という。）の組織、運営そ

の他振興会議に関し必要な事項を定めるものとする。 

（組織） 

第２条 振興会議は、委員２５人以内で組織する。 

２ 振興会議に、特別の事項を審議させるため必要があるときは、臨時委員を置くことができる。

３ 委員及び臨時委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

(1) 市内の中小企業者 

(2) 学識経験者 

(3) 公募に応じた者 

(4) 本市の職員 

(5) その他市長が適当と認める者 

（委員及び臨時委員の任期） 

第３条 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残

任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

３ 臨時委員の任期は、当該臨時委員に係る特別の事項の審議が終了するまでとする。

（会長及び副会長） 

第４条 振興会議に会長及び副会長を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、振興会議を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 振興会議の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 振興会議の会議は、委員の過半数が出席しなければ、開くことができない。 

３ 振興会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

（部会）

第６条 振興会議は、その定めるところにより、部会を置くことができる。

２ 部会に属する委員及び臨時委員は、会長が指名する。

３ 部会に部会長を置き、委員のうちから会長が指名する。

４ 部会長は、部会の事務を掌理する。

５ 部会長に事故があるとき、又は部会長が欠けたときは、あらかじめ部会長の指名する委員が、その職務

を代理する。

６ 振興会議は、部会の議決をもって振興会議の議決とすることができる。

７ 前条の規定は、部会の会議について準用する。この場合において、同条中「振興会議」とあるのは「部

会」と、「会長」とあるのは「部会長」と、「委員」とあるのは「委員及び臨時委員」と読み替えるものと

する。

（関係者の出席） 

第７条 振興会議は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求めて、その意見又は説明を聴くことが

できる。 

（庶務） 

第８条 振興会議の庶務は、経済部において処理する。 

（委任） 

第９条 この規則に定めるもののほか、振興会議の運営に関し必要な事項は、会長が定める。 

附 則 

１ この規則は、平成２５年４月１日から施行する。 

２ 第２条第３項の規定による委嘱又は任命後最初の振興会議の招集及び会長が選出されるまでの間におけ

る振興会議の運営は、市長が行う。

資料４
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５．東大阪市の中小企業振興に関する提言 
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東大阪市モノづくり支援再興戦略 

東大阪市中小企業振興会議 

モノづくり支援施策のあり方検討部会
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はじめに 

  東大阪市は、我が国でも有数の工業集積都市として知られ、ものづくり基盤技術産業を中

心に多種多様な製造業が集積し、それらの中小企業の有機的なネットワークが高い技術力を

生み出す源泉となっている。 

「モノづくりのまち東大阪」として全国的に名をはせている東大阪市では、都市経営的観

点からモノづくり都市の方向を明確化するため、平成１５年３月「東大阪市モノづくり経済

特区構想」を策定し、工場の立地・操業しやすい製造環境を提供すべく企業誘致関連施策に

本格的に取り組むなど様々な施策展開を進めた。その後、戦後最長の景気拡大、設備投資意

欲の増大など大企業を中心とした景気回復とこれに伴う地価の上昇等のマクロ環境の変化

を踏まえ、経済特区構想の基本理念は引き続き継承しつつ、市内製造業を取り巻く課題に対

応すべく、平成２０年２月「東大阪市モノづくり支援新戦略」が東大阪市中小企業振興対策

協議会により取りまとめられ、東大阪市へ提言された。 

しかし、新戦略の提言以降、平成２０年９月のリーマン・ショックによる未曽有の経済危

機による景気の大幅な落ち込み、さらに平成２３年３月東北地方を中心に甚大な被害をもた

らした東日本大震災等により日本経済に多額の経済損失もたらすなど、新戦略提言時から経

済・社会環境は著しく変化している。 

そこで本部会では、「東大阪市モノづくり支援新戦略」に継ぐ、今後のモノづくり支援施

策のあり方を「東大阪市モノづくり支援再興戦略」として取りまとめたものである。 

本戦略では、 

「① 小規模企業にきめ細かく光を当てた支援」 

「② モノづくり支援施策を“つなぐ”橋渡しの強化」 

の２つのコンセプトの再設定を行った。２つのコンセプトを今後のモノづくり支援施策の柱

として、従来の４つのフレームを活用し、今後講じるべき施策を提示した。限りある時間の

中での議論であったため、その詳細など行政担当者の検討に委ねなければならない点もある

が、今後、本戦略を基本的な指針とし効果的な支援施策が展開されることを期待したい。 

  最後に、本戦略の取りまとめにあたり、貴重なご意見をいただいた企業の皆様をはじめ、

終始熱心にご議論いただいた委員各位に深く感謝申し上げる。 

   平成２７年２月 

東大阪市中小企業振興会議 

モノづくり支援施策のあり方検討部会 
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Ⅰ 東大阪市モノづくり支援新戦略（提言）以降の経済・社会環境の変化 

１ 東大阪市モノづくり支援新戦略 

 平成１５年に特区構想策定 

東大阪市（以下「市」という。）は、ものづくり基盤技術産業を中心に多種多

様な製造業が集積し、それらの企業が有機的な分業システムにより柔軟な生産ネ

ットワークを築き上げていることで全国的に知られている「モノづくりのまち」

である。 

しかし、市の製造業事業所数は、経済のグローバル化の進展などにより昭和５

８年の約１万事業所をピークに減少傾向をたどってきており、大規模工場の転出

や中堅企業の倒産等により発生した工場跡地が宅地に転用される例が散見され

るようになった。そうした場合、既存の近隣工場と新たな住宅に入居する住民と

のトラブルが発生し、結果的に既存工場の転出を促進させるように作用すること

となる。こうした事態が今後も続くとすれば、これまで誇っていた基盤技術産業

の集積が崩壊し、固定資産税の減収、雇用悪化など市民生活に対するマイナスの

影響が懸念された。 

そこで市においては、都市経営的観点からモノづくり都市の方向を明確化する

ため、平成１５年３月「東大阪市モノづくり経済特区構想（以下「特区構想」と

いう。）」を策定し、国際競争力のある高付加価値製品を作り出す苗床としての機

能的役割を果たすため、工場の立地・操業しやすい製造環境を提供すべく企業誘

致関連施策に本格的に取り組むなど様々な施策展開を進めた。 

 平成２０年に新戦略の提言 

平成１５年３月の特区構想策定以後、「いざなぎを超えた」と言われる戦後最

長の景気拡大期を享受し、設備投資意欲の増大など大企業を中心とした景気回復

とこれに伴う地価の上昇がみられたものの、市内企業の約９割を占める小規模企

業において景気の実感にほど遠く、なお厳しい小規模企業の実情、住工混在の一

層の進展に伴う操業環境の悪化、さらにはモノづくり人材の高齢化の中、後継者

問題をはじめとする人材不足が顕在化してきた。一方、国等による「クリエイシ

ョン・コア東大阪」のものづくり支援拠点が整備されるなど、特区構想策定時か

ら経済・社会環境も大きく変化した。 

そこで、特区構想の基本理念は、引き続き継承しつつ、なお厳しい小規模企業

の実情、モノづくり人材の高齢化、操業環境の悪化といった市内製造業を取り巻

く課題に対応すべく平成２０年２月「東大阪市モノづくり支援新戦略（以下「新

戦略」という。）」が東大阪市中小企業振興対策協議会1により取りまとめられ、

1 東大阪市中小企業振興対策協議会とは、本市商工業に造詣の深い学識経験者、関わりの深い中小企業者などから構
成され、本市の中小企業の振興を図るため、中小企業振興の関わる諸問題について調査研究、協議し、もって地域経済

の発展に資することを目的として東大阪市が組織したもの。
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提言を受けた。 

新戦略では、「①小規模企業の高付加価値化を強力に支援」、「②安心して操業

できる操業環境を確保」の２つをコンセプトに、以下の４つのフレームを掲げ、

重点的な施策展開を図ることとされ、以後、市のモノづくり支援施策は、新戦略

の提言に沿った形で展開されてきた。 

＜新戦略の４つのフレーム＞ 

 １ 高付加価値化に向けた技術支援の強化 

   グローバル化に乗り遅れた小規模企業は依然厳しい状況が続いている。小規模

企業では、新技術・新製品開発よりむしろ既存技術の改善・改良で高付加価値化

に取り組んでおり、こうした小規模企業を技術面・人材面から一層支援する。 

 ２ モノづくり人材の育成・確保、事業承継の促進 

   後継者難が深刻となっている小規模企業や技術継承の面で危機的な状況にあ

る中小・中堅企業の今後の中核を担う後継者や技術者等の育成・確保に向けた支

援を講じるとともに、優れた経営資源を持つ企業の事業承継を支援する。 

 ３ 操業環境の維持・確保 

   操業環境の悪化に対応し、高付加価値製品づくりの拠点となる良好な操業場所

を整備する。併せて、都市計画的手法の活用による操業環境の保全を図るととも

に、住工共生に向けたさらなる方策を検討する。 

 ４ 国内市場への販路開拓支援の充実 

   モノづくり企業は概して営業力に弱いが、これを強化することで取引先を拡大

させたいとする意向が強い。その営業先としては、海外市場より国内指向が極め

て高いことから、国内での販路開拓への取り組みに支援を重点化する。 

２ 東大阪市中小企業振興会議としての問題意識 

新戦略の提言を受けて以後、平成２０年９月のリーマン・ショックによる未曽

有の経済危機による景気の大幅な落ち込み、さらに平成２３年３月、東北地方

を中心に甚大な被害をもたらした東日本大震災が発生し、商品配送の国内流通

の停滞、国内自粛ムード等の消費マインドの低下、併せて地震の津波に襲われ

た福島第一原発の原子力事故による電力供給制約等により日本経済に多額の経

済損失をもたらした。また、同年以降の欧州政府債務危機や歴史的な円高傾向

により輸出産業の競争力を低下させた。他方、輸出を行っていない企業では、

取引先からのコスト引き下げ要請など単価切り下げ圧力による収益環境の悪化、
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加えて、平成２６年４月には消費税率が５％から８％に引き上げられる等、新

戦略提言時から５年が経過し、中小企業・小規模企業者を取り巻く経済・社会

環境は著しく変化してきている。 

さらに、我が国の今後の人口推移は、本格的な人口減少時代の到来とともに、

ますます高齢化の進展が予想される。経営者層の高齢化が進展する中、今後事

業承継を迎える企業が増加し、後継者不足を原因とする廃業数の増加が懸念さ

れる。加えて、グローバル化のさらなる進展に伴う海外製品と国内製品の競争

激化、東京一極集中による地域経済の低迷など、国内におけるモノづくり中小

企業の先行き不透明感が増している。 

政策環境においても、国は、平成２２年６月１８日に中小企業の歴史的な位置

付けや、中小企業の経済的・社会的役割などについての考え方を基本理念とし

て示すとともに、意欲ある中小企業が新たな展望を切り拓けるよう、中小企業

政策の基本的考え方と方針を明らかにした「中小企業憲章」を閣議決定した

（H22.6.18）。

さらに、国は、全国３８５万の中小企業、その中で９割を占める小規模企業の

地域経済や雇用創出における重要性に鑑み、小規模企業の振興に関する施策に

ついて、総合的かつ計画的に、そして国、地方公共団体、支援機関等が一丸と

なって戦略的に実施するため、政府が基本計画を閣議決定し、国会に報告する

等の新たな施策体系を構築するため、「小規模企業振興基本法」（H26.6.27 公布・

施行）を制定した。また、関係法令として、小規模企業に焦点を当てた中小企

業施策へと再構築を図り、小規模企業の意義を踏まえつつ、その事業活動を推

進するため「小規模企業の事業活動の活性化のための中小企業基本法等の一部

を改正する等の法律（小規模企業活性化法）」(H25.6.21 公布、9.20 施行)が、

さらには、商工会・商工会議所等を中核とし、地域ぐるみで小規模事業者を支

援する体制を構築するため「商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援

に関する法律の一部を改正する法律（小規模支援法）」（H25.6.27 公布、9.26

施行）も制定されるなど、小規模企業に光を当てた中小企業政策の再構築が進

められてきている。 

また、大阪府においても、中小企業の健全な発展に向けて、府の責務、基本方

針等を明らかにし、大阪経済の活性化、雇用機会の創出及び府民生活の向上に

寄与するため、「大阪府中小企業振興基本条例」（H22.6.15 公布・施行）が制定

された。 

さらに、平成２２年４月に大阪府ものづくり支援課がクリエイション・コア東
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大阪に入居し、市内モノづくり企業を含めた大阪府内の製造業を対象に地域密

着型の支援にあたってきている。平成２６年度からは新たな取り組みとして「変

革と挑戦」に取り組む、大阪府内のものづくり中小企業のビジネス環境（土壌）

を耕し、産学公民金の連携により、企業の自律的な経営革新を支援する地域経

済“賑耕”政策『大阪版エコノミックガーデニング（ＥＧおおさか）』に取り組

んでいる。 

一方、市においては、平成２５年４月１日に「東大阪市中小企業振興条例（以

下「振興条例」という。）」（H25.3.31 公布、4.1 施行）と、「東大阪市住工共生

のまちづくり条例（以下「住工条例」という。）」（H25.3.31 公布、4.1 施行）が

同日に施行された。 

振興条例は、その前文で、「小規模企業者を中心とする本市の中小企業は、地

域経済を支える本市の重要な存立基盤であるとともに、熟練の技術を引き継ぎ、

産業を活性化させ、市民の雇用やまちのにぎわいを創出する源です。」とし、「中

小企業の振興を市政の重要な柱として位置付けるとともに、・・」と高らかに宣

言している。また、「小規模企業者」についても規定し、「小規模企業者を中心

とした本市における中小企業の果たす役割の重要性に鑑み・・」といった表現

を活用し、小規模企業者の重要性について明文化している。このように振興条

例は、市の姿勢を内外に表明するものであるとともに、行政の姿勢の連続性を

担保するものでもある。そういった観点からも、「中小企業のまち」「モノづく

りのまち」として全国的に名を馳せている市が振興条例を制定・施行したこと

は非常に意義深く、今後、振興条例を活かして地域産業政策、モノづくり支援

施策をどのように発展させ、地域経済を活性化させていくのかが問われている

状況にある。 

なお、振興条例第９条にかかげる市が総合的に推進すべき中小企業の振興に関

する施策として１１項目の施策を列記している。 
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振興条例第９条（抜粋） 

（中小企業の振興に関する施策） 

(1) 中小企業者の産業集積を活性化し、ネットワークを強化するための施策 

(2) 中小企業者の操業環境を確保し、市民の住環境との調和を推進するための施策 

(3) 中小企業者の販路を拡大するための施策 

(4) 中小企業者の経営資源を強化するための施策 

(5) 中小企業者の人材を育成し、事業承継を円滑化するための施策 

(6) 中小企業者の資金調達を円滑化するための施策 

(7) 中小企業者の創造的な事業活動を促進するための施策 

(8) 中小企業者のグローバル化を支援するための施策 

(9) 中小企業者の労働環境を整備するための施策 

(10) 中小企業者の魅力等の情報を発信するための施策 

(11) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める施策 

一方、住工条例は、全国的にも先進的な条例であり、その前文で「職住近接

の中、モノづくり企業への市民の就業率が高く、モノづくり企業の集積は、地

域経済を支える本市の重要な存立基盤である。」とし、「市民の良好な住環境と

モノづくり企業の操業環境を保全し、創出することにより、住工共生のまちを

実現していく必要がある」と明言している。とりわけ、基本理念として住工条

例第３条では「住工共生のまちづくりは、誰もが安心で快適に暮らせるまち、

元気に働き活力あふれる経済活動が営まれるまち及びモノづくり企業が果たす

役割の重要性を理解し、市がモノづくりのまちであることに誇りを持てるまち

の実現を図ることを旨として・・」といった表現を活用して、モノづくり企業

の重要性やモノづくりのまちとしての誇りといったことについても明文化し、

市の地域特性を踏まえた市ならではの姿勢を高らかにうたっている。 
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Ⅱ モノづくり支援再興戦略に向けた「モノづくり支援施策のあり方討会」で

の議論 

１ 東大阪市中小企業振興会議で「モノづくり支援施策のあり方検討部会」を設置 

平成２５年４月１日に振興条例が施行され、平成２５年７月に組成した「東大

阪市中小企業振興会議（以下、「振興会議」という。）」では、前述のような新戦

略提言以降の経済・社会環境の変化を踏まえ、市におけるモノづくり支援施策

のあり方を再構築していく必要があるとの認識のもと、「モノづくり支援施策の

あり方検討部会（以下「部会」という。）」を設置した。 

当該部会においては、振興条例に掲げる「中小企業の振興に関する施策」を念

頭に、新戦略で打ち出された４つのフレームを基本的には踏襲しながら、今日

的なモノづくり支援施策のあり方について検討を進めるべく、①「モノづくり

人材の育成・確保、事業承継に向けた支援」、②「販路開拓に向けた支援」、③

「高付加価値化に向けた支援」、といったテーマに沿って、議論を深めることと

し、「操業環境の維持・確保」の観点については、別途市が設置している「東大

阪市住工共生まちづくり審議会」における議論等を報告する形式で、新たな支

援施策に組み入れていくこととした。 

２ 部会での主な意見 

平成２５年７月の振興会議において部会の設置が決定され、以後、同年１０月

に第１回の部会を開催して以来、計７回にわたる部会の開催による活発な議論

と２回にわたる学識経験者・有識者会議を通じ、アンケートの設計、分析など

を進めてきた。 

このような議論の過程で部会において、各部会委員から寄せられた主な意見の

論旨は以下のとおりである。 

＜モノづくり支援施策のあり方検討部会＞ 

第１回（平成２５年１０月２３日（水）開催） 

主なテーマ：この間のモノづくり支援施策と今後のあり方検討の必要性

・東大阪といえば「まいど１号」が大きい。東大阪のものづくりのネットワ

ークが崩壊しつつあるのでは。 

・いろいろな補助金・事業があるが、知らない中小企業が多い。税理士、社

労士など企業と行政の間に立つ専門家への情報提供があれば、各種支援施

策についてもっと周知できるのではないか。 

・アンケート調査についてだが、１９９９年にやった全事業所実態調査のイ

ンパクトが大きい。調べたいことはたくさんある。しかし、コンサルに丸
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投げとなると結果的に時間がほとんどないと思われる。それであればＡ４

裏表程度のアンケートでいいので、直接回っていただきたい。

第２回（平成２６年１月２９日（水）開催） 

主なテーマ：中小企業支援施策について（人材育成・確保、技術支援、事業承継）

・日本の技術力が高いのは、小規模な事業所によるところが大きい。そうい

う事業所は世間に知られていない。大田区のような従業員が少ないところ

を表彰する事業はいいものである。小規模零細だけど技術力を持ったとこ

ろにもっと光を当てるべき。 

・人材育成・確保などは、どの機関でどのようなことが実施されているのか、

わからない。整理する必要がある。 

・一つ一つはきめ細かな施策であるが、全体的な流れがわからない。 

第３回（平成２６年５月２７日（火）開催） 

主なテーマ：中小企業支援施策について（販路開拓）

・国内の専門の展示会の出展補助はないのかとの相談がよくある。国内の展

示会の出展補助は可能なのか。 

・昔ながらの職人気質の人がホームページも持たず営業もできず困っている

のではないか。そのような方々の高い技術力などを技術交流プラザで情報

発信できないか。 

・インターネット上の情報発信と展示会の出展は共にやっていくことが重要

だと思う。 

第４回（平成２６年６月２４日（火）開催） 

主なテーマ：中小企業支援施策について（高付加価値化）、アンケート調査について

・支援施策のメニューは非常に充実しているが、支援施策をうまく利用して

もらえていないということが問題ではないか。うまく機能させるためには

どうすれば良いかというのが、重要ではないか。

・情報の発信側と受信側にギャップがあるのではないか。施策メニューは充

実しているにもかかわらず、使い手側はどのように利用、活用してよいか

がわからないのではないか。このギャップを埋めていく仕組みをつくれば、

進んでいくと思う。

・どんな内容でも相談を受付し、適切な支援機関、部署へコーディネートで

きる窓口が必要ではないか。 
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第５回（平成２６年１０月２８日（火）開催） 

主なテーマ：アンケート調査結果の概要について、モノづくり支援再興戦略（仮称）

の中間骨子について

・小規模企業に対して光を当てた施策というのは、非常に興味があり、大事

な部分である。 

・小規模企業の問題は、自社の強みをアピールできていないことである。自

社の強みをきっちりアピールできれば、仕事につながり、後継者もできる

のではないか。中堅企業も小規模な企業が無くなると仕事に差し障るとい

う考えを持っている。 

・現場に赴くことについて、訪問して聞いたことは残していかないといけな

い。企業のノウハウなどを細かい情報を拾い上げて情報を共有することは

実現してほしい。 

第６回（平成２７年２月４日（水）開催） 

主なテーマ：モノづくり支援再興戦略（仮称）の最終報告（案）について

・待ちの姿勢ではなく、攻めの姿勢で人を介して情報提供をしていくことは

非常に効果的だと思われる。一方、人ではなく、施策全体の流れを一目で

見て分かりやすいツールも求められている。 

・モノづくり企業からは、事業所数の減少より、技術がどう承継されていく

かが重要である。 

・事業が承継され、技術が継承されることが一番の理想であるが、事業は続

けられないが技術は承継される形もあるのではないか。 

・事業者数の減少がフォーカスされていたが、技術が消えてしまっている現

状にフォーカスすべきである。今回、技術継承が入ったのは、非常にあり

がたい。 

・モノづくりのまちのイメージアップは、全ての委員が関心を抱いている。 

・人材確保のため、女性の活用を行い、男性にない視点で感じてもらえるモ

ノづくりは非常に魅力がある。 

第７回（平成２７年５月２５日（月）開催） 

主なテーマ：モノづくり支援再興戦略等について（自由討議）

・本戦略は、今まで検討部会で出てきた問題点は網羅できている。 

・報告書を作るに当たり、アンケートにより現状を分析した手法については非常

に効果的であったと思う。今後は、小規模企業にきめ細やかに対応するとのこ

となので、これらの施策が多くの企業の方の目にふれて、実際に実施されるこ
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とを期待していきたい。

・絵に描いた餅に終わらせないよう、いかに中小企業の方々の目にふれるか

を考えていかなければいけない。結果にコミットすることがこれからの課

題だと思う。 

・零細企業を表彰するような制度について、議論になったにもかかわらず、

再興戦略で触れられていないのが残念である。 

・再興戦略を作って、ここからがスタートである。せっかく良い施策がある

ので、東大阪市の企業に知っていただき活用してもらうことで、もっとも

っと元気になっていただきたい。 

・中小企業の一番大きな課題は販路拡大である。特に、小さな企業では、自

社の何が売れるのかを分かっていない。自社の技術を第 3者に客観的に評

価をしてもらえると、販路に対して自信を持って、こういう事をやりたい

となるのではないか。 

・施策を実体験していただき、自社にとってプラスになったと実感する経営者が

増えることである。せっかくできた良いモノをいかに浸透させるのかが大きな

課題である。 

・暑い中、職員の皆さんが企業に直接足を運ばれたこともあって、企業が行政に

望んでいる「もっと知ってほしい」ということに少しでも近づけたのではない

かと思っている。 

・中小企業のネットワーク作りを行政が支援することである。技術交流プラザが

技術に特化せずに横断的な支援をできないか。 

・東大阪市にとって、技術の面でも地域社会の面でも重要な小規模企業にスポッ

トをあて、その支援について検討したことが意義深い。 

・総合相談窓口の設置など、直接、企業とつながっていこうとしている姿勢

が評価できる。 

・インターシップや工場見学など、教育の面でもモノづくりや中小企業の関

わりが多いので、部局横断的な取り組みが必要であると思う。 

・施策をどう伝えていくのかが重要である。企業やモノづくりにもデザイン

を求められているが、行政にも今ある施策をどう見せるかなどデザイン性

が求められている。 

・中小企業の各団体で、説明会など様々な会合があると思うので、会合時にチ

ラシを配布したり、施策について説明していただくなど市から各団体に啓発を

訴えかけていくことが大事ではないか。市で全て実施するのは無理である。
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Ⅲ モノづくり支援施策ニーズアンケート調査「市内モノづくり企業の発展に

向けて」 

１ アンケート調査の趣旨・目的 

市では、前項で見てきたように平成１５年３月に特区構想を策定し、工場が

立地・操業しやすい製造環境づくりに取り組んできた。その後、特区構想が示

した基本理念は継承しつつ、平成２０年２月に東大阪市中小企業振興対策協議

会より新戦略の提言を受け、新戦略に基づき施策を展開してきた。 

この間、平成１９年米国発のサブプライムローン問題に端を発し、世界的な

景気後退局面を迎え、平成２０年９月のリーマン・ショックによる未曽有の経

済危機、さらに平成２３年３月の東日本大震災や同年以降の欧州政府債務危機

等、新戦略提言時から中小企業・小規模事業者を取り巻く環境は著しく変化し

ている。 

     そこで、市内モノづくり企業（本市の区域内において、製造業を営んでいる

ものをいう。）の現状や情報入手・発信、販路開拓、高付加価値化への取り組

み状況とそれらに対する支援施策のニーズを把握し、今後のモノづくり支援施

策のあり方を検討するための基礎資料とすべく本調査を実施した。 

２ アンケート調査の概要 

 （１）調査名称 「市内モノづくり企業の発展に向けて」 

 （２）調査方法 郵送によるアンケート調査

※調査査期間中に未回答事業所の一部の事業所を市職員が個別訪

問し、アンケート調査の協力依頼を要請 

 （３）調査期間  平成２６年８月１日(金)～９月８日(月) 

           （８月１８日（月）に協力依頼はがきを発送） 

 （４）調査対象 市内モノづくり企業  ２，８１６件 

（市が平成２５年度に実施した「住工共生のまちづくりの推進に関

するアンケート調査」に回答協力いただいた企業） 

           ＊アンケート結果の分析にあたっては、前年度に得られたデー

タを一部活用している。 
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製造業事業所 

従業員規模別 

本調査 
平成24年経済センサス 

活動調査 

件数（件） ％ 件数（件） ％ 

１～４人 1,328 47% 3,290 50% 

５～１９人 1,044 37% 2,514 39% 

２０人以上 444 16% 742 11% 

合 計 2,816 100% 6,546 100% 

(５)回答状況 

    ① 回答結果

項  目 件 数（件）  

市内モノづくり企業（アンケート対象） ２,８１６ ① 

あて先不明等返送数 ３４ ② 

有効配布数 ２，７８２ ③ 

回答数 ８０３ ④ 

（回答率） （２８．９％） ③／④ 

    ② 従業員規模別回答結果

従業員規模別 回答数（件） 構 成 比 

１ ～ ５ 人 ３８８ ４８．３％ 

６ ～ ２ ０ 人 ２８３ ３５．２％ 

２ １ ～ ４ ９ 人 １０２ １２．７％ 

５ ０ ～ ９ ９ 人 ２３ ２．９％ 

１００～３００人 ７ ０．９％ 

合  計 ８０３ １００．０％ 
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３ 調査結果から見た市内モノづくり企業の現状と分析 

（１） モノづくり企業の現状 

①小企業・小規模企業と規模の大きな中小企業の間で、経営状況に大きな格差 

今回のアンケート調査結果からモノづくり企業の現状を概観していく。なお、こ

こで小規模企業とは、中小企業基本法が定める「小規模企業者」の範囲、すなわち

製造業にあっては、常時使用する従業員の数が２０人以下の事業者を小規模企業、

また、小規模企業振興基本法が定める「小企業者」の範囲、おおむね常時使用する

従業員の数が５人以下の事業所を小企業と呼ぶこととする。 

   アンケート結果によると、従業員規模別の経営状況は、従業員 21 人以上の企業

では「やや順調」、「とても順調」を合わせた割合が総じて 50%以上を占めている反

面、従業員 6～20 人の企業では「やや不調（22.9%）」、「とても不調（7.7%）」の割

合が 30.6%、従業員 1～5 人の小企業では「やや不調（25.5%）」、「とても不調

（26.3%）」の割合が 51.8%となり、従業員規模が小さくなるほど経営状況の厳し

さに明確な格差がみてとれる。近年の国内モノづくりの構造変化への対応の遅れか

ら、景気の実感を程遠いものにしている遠因となっているといえる。＜図１＞

＜図１＞従業員規模別 経営状況 
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②小企業の問題は、受注単価の低下。従業員規模が大きくなる程、投資に問題意識 

   次に、現在の困っている問題を見ていく。従業員 1～5人の小企業では、「受注単
価が安い（37.8%）」が最も高いが、従業員規模が大きくなるにつれて、「良い人材
が確保できない・育たない」、「設備の老朽化」の割合が増加している。＜図２＞

さらに、経営状況別では、「やや不調」、「とても不調」の企業では、「受注単価が

安い（43.4%）」が最も高く、「やや順調」、「とても順調」の企業は、「良い人材が
確保できない・育たない（43.9%）」が最も高くなっており、従業員規模が大きく、
経営状況が順調になるにつれて、設備の老朽化及び人材の確保といった今後の投資

に対しての問題意識がうかがえる。＜図３＞

＜図２＞従業員規模別 困っている問題 
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＜図３＞経営状況別 困っている問題 

③小企業・小規模企業は、「下請け製造又は賃加工」が多い 

   生産形態を見ると、従業員 1～5人、6～20人の小企業・小規模企業では「下請
け製造又は賃加工」が多いが、従業員規模が大きくなるにつれて、「自社製品主体

の製造」が多くなっている。＜図４＞

＜図４＞従業員規模別の生産形態 
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④強みは、「技術力・製造精度」「短納期」「小ロット生産」 

   モノづくり企業の“強み”を尋ねたところ、「技術力・製造精度（48.4%）」、「短
納期（40.9%）」、「小ロット生産（39.2%）」を強みに答える企業が多く、次いで「品
質管理（24.2%）」、「製品開発力・企画力（12.1%）」となっている。＜図５＞ 

＜図５＞モノづくり企業の強み 
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これを従業員規模別にみると、「技術力・製造精度」が全ての従業員規模で最も

高い点では共通しているが、小企業・小規模企業ほど「短納期」、「小ロット生産」

を強みとする企業が多いのに対し、従業員規模が大きくなるのに比して「製品開発

力・企画力」、「品質管理」が高い結果になっており、従業員規模に応じたそれぞれ

の強みを用いて、技術力強化及び生産性向上に取り組んでいる。＜図６＞ 

＜図６＞従業員規模別 モノづくり企業の強み 
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⑤注力している経営課題は、「市場（販路・受注）拡大」と「技術・製品の高付加価値化」 

   今回のアンケート調査では、各モノづくり企業が注力されている経営課題につい

て、その優先順位を答えていただいた。

調査結果から、企業が注力している経営課題のトップに挙げたのは、「市場（販

路・受注）拡大（32.8%)」、次に「技術・製品の高付加価値化(32.2％)」、「人材の
育成・確保(28.5%)」、「コスト削減(14.8%)」であった。＜図７＞ 

＜図７＞注力している経営課題１位 
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さらに、注力されている経営課題は、従業員規模別に違いはあるのだろうか。調

査結果から、規模を問わず「技術・製品の高付加価値化」の割合が高くなっている

が、他方、従業員 1～5人の小企業では「市場（販路・受注）拡大」、従業員 6人以
上の企業では「人材の育成・確保」をトップに挙げる企業が多くなっている。中小

企業が技術競争力を維持していくためには、技術を継承できる若手人材の育成・確

保が最大の課題である。＜図８＞ 

＜図８＞従業員規模別 経営課題１位 

以上のことから、従業員 1～5人、6～20人の小企業・小規模企業は、「下請け製
造又は賃加工」の生産形態を主とし、「技術力・製造精度」、「短納期」、「小ロット

生産」を強みに、技術開発及び生産性向上に取り組んでいる。しかし、経済・社会

情勢等の外部環境の変化や、受注単価の低下などから、経営状況は規模の大きい企

業に比べ厳しく、景気回復効果が十分に表れていない。 

地域経済の活性化といった観点からは、外需を引き寄せてくる中堅・中核企業が

元気になることで、域内の小企業・小規模企業を活性化するという施策に加え、今

後のモノづくり支援施策のあり方は、市地域経済の担い手である小企業・小規模企

業へきめ細かく光をあてた施策を再構築し、その事業の持続的な発展へつなぐこと

ができる支援施策を展開していく必要がある。
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⑥今後の経営方針は、小企業・小規模企業は現状維持。規模の大きい企業は規模拡大 

  続いて、従業員規模別の今後５年間の経営方針を見ると、従業員規模の大きい企

業ほど「現事業の規模拡大」を狙う企業が多い。小企業・小規模企業は「現状維持」

とする企業が過半数以上を占める反面、「現事業の規模拡大」を視野に入れる小企

業・小規模企業も存在する。地域経済を担う小企業・小規模企業の技術向上やノウ

ハウの蓄積、安定的な雇用の維持等を含む企業の持続的発展を図る、新たな支援体

系を構築することにより、地域経済活性化ひいては、“モノづくりのまち東大阪”

の活性化へ繋げていくことが期待される。＜図９＞

＜図９＞従業員規模別 経営方針 
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⑦事業承継に課題を抱えるモノづくり企業は３割強

事業承継について尋ねたところ、全体では、問題となっていないとする回答が４

割弱あったものの、「問題であるが検討していない（10.9%）」、「どのように進めれ
ばよいかわからない（3.8%）」、「継承するつもりはない（18.2%）」と、事業承継に
かかる課題があると考えられる事業所は 30％強となっている。＜図１０＞

＜図１０＞モノづくり企業の事業承継に対する考え 
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上記の事業承継にかかる課題があると考えられる事業所を従業員規模別でみると、

従業員が少ないほど高い数値となっており、特に、「継承するつもりはない」と回答

した事業所のほとんどが５人以内の事業所である。これらの事業所が事業承継せず

に廃業等となれば、近い将来、市における小規模企業層を中心に製造業集積事業所

数が大幅に減少する懸念があり、何らかの手立てを講じる必要がある。＜図１１＞ 

＜図１１＞従業員規模別 事業承継に対する考え 
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経営状況別にみると、ここで「やや順調」、「とても順調」を順調グループ（以下、

順調Ｇ）、「やや不調」、「とても不調」を不調グループ（以下、不調Ｇ）とする。順

調Ｇでは「問題であるが検討していない（9.3%）」、「どのように進めればよいかわ
からない（1.8%）」、「継承するつもりはない（8.4%）」と、いずれも全体の数字を下
回っており、経営状況と事業承継に関する課題は何らかの関係があると考えられる。

＜図１２＞

＜図１２＞経営状況別 事業承継に対する考え 
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（２） 情報入手・発信の取り組み

①情報入手方法の第１位は、「市政だより等の広報誌」 

  次に、公的機関等の支援施策情報の入手方法を見てみると、「市政だより等の広

報誌（36.4%）」、「ホームページ（21.8%）」、「取引先・同業者（20.4%）」の割合が
高くなっている。他方、「入手していない」モノづくり企業も２割強存在している。

＜図１３＞ 

＜図１３＞モノづくり企業の支援施策の情報入手方法
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  これを経営状況別でみると、順調Ｇでは、ホームページやメールマガジンにより

能動的に情報を入手しようとする姿勢が、不調Ｇでは市政だよりなどの回答のほか、

入手していないといった回答も 27.3％にのぼっている。＜図１４＞

＜図１４＞経営状況別 支援施策の情報入手方法 
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  また、従業員規模別では、小規模企業ほど「市政だより等の広報誌」が多くなっ

ている一方、従業員規模が大きくなるほど「ホームページ」を情報入手方法として

活用していることがわかる。ただし、小規模企業では「入手していない」が比較的

高い数字となっており、市の支援施策情報が届いていない可能性が高い。このこと

は、後述する「施策ニーズ」を見ても「特にない」という回答が小規模企業ほど多

くなっており、支援施策について認知されていないために特に施策ニーズとしても

明示されていないのかもしれない。＜図１５＞

＜図１５＞従業員規模別 支援施策の情報入手方法
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②情報発信で求める方法は、「市政だより等の広報誌」「ホームページ」「ＦＡＸ」が多い 

  ここで、市に対して求める情報発信方法を尋ねてみると、「市政だよりの掲載

（39.6%）」、「ホームページで分かりやすい広報（38.0%）」、「ＦＡＸによる情報発
信（30.5%）」の割合が高く、現在の入手方法では割合の低かったＦＡＸによる情
報発信のニーズが高くなっている。＜図１６＞ 

＜図１６＞市に求める情報発信

51



従業員規模別にみると、「ホームページで分かりやすい広報」は従業員規模が大

きくなるほど高く、「市政だよりの掲載」や「ＦＡＸによる情報発信」は従業員規

模が小さいほど高くなっており、情報発信ツールも多様な組み合わせが求められる

状況であると考えられる。＜図１７＞ 

＜図１７＞従業員規模別 市に求める情報発信 
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③自社の強みの発信は、「できていない」と考える企業が多い 

自社の情報発信という観点では、「できていない」、「ややできていない」が５割

強を占めており、“強み”の発信に問題を抱えているモノづくり企業が多い。＜図

１８＞ 

＜図１８＞自社の強みの発信 
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これを経営状況別でみると、順調Ｇは「できている（16.7%）」、「ややできている
（32.5%）」と考えている企業が約半数に達しているものの、不調Ｇでは「できて
いる（2.8%）」、「ややできている（14.0%）」と考えている企業が２割にも達してお
らず、大きな違いがみられる。＜図１９＞

＜図１９＞経営状況別 自社の強みの発信 
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また、従業員規模別でみると、従業員規模が大きくなるほど「できている」や「や

やできている」との回答が多くなっている。＜図２０＞

＜図２０＞従業員規模別 自社の強みの発信
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特に、従業員 1～5人の小企業のうち、経営状況が順調Ｇの事業所については、「でき
ている（14.3%）」となっており、自らの情報発信ができていると考えている事業所の方
が、経営状況は順調と考えられる。＜図２１＞

＜図２１＞小企業の順調Ｇと不調Ｇ別 自社の強みの発信

これらのことから、小規模企業ほど情報発信ができていない状況が垣間見え、市

のウェブサイトである「東大阪市技術交流プラザ」について現状より一歩踏み込ん

だ積極的な利活用を促しながら、自らの強みを積極的に情報発信していく契機とす

べきではないかと考えられる。
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④「技術交流プラザ」の認知と登録数増加とともに利活用強化に課題 

ここで、市のウェブサイト東大阪市技術交流プラザ（以下、「技術交流プラザ」

という。【コラム１】）の認知、登録状況を見てみよう。「知っているが、登録して

いない（24.3%）」、「知らない（49.5%）」が７割強を占めており、認知、活用とも
に十分でないことが分かる。＜図２２＞ 

＜図２２＞技術交流プラザの登録状況
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他方、経営状況が順調な企業ほど技術交流プラザを「知っており、登録している」

割合が高くなっているとともに、不調である企業ほど「知らない」割合が高い。＜

図２３＞ 

＜図２３＞経営状況別 技術交流プラザの登録状況 
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また、従業員規模別でみると５人までの小企業で「知らない（60.8%）」となって
おり、とりわけ小さな事業所での認知度が低い状況にある。技術交流プラザは、企

業の技術情報にかかるデータベースを搭載したサイトであり、この魅力は情報の信

頼性と情報量（有効なデータベース）であると考えられることから、登録企業数増

加と機能強化という課題とともに小規模企業への積極的な利活用を促す方策が期

待される。＜図２４＞ 

＜図２４＞従業員規模別 技術交流プラザの登録状況
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また、既に登録している企業は、さらなる事業の発展のため「受発注先の企業を

探す（42.9%）」、「市等の補助金等の支援施策やイベント情報発信（39.8%）」、「市
内企業の情報発信（30.1%）」などの技術交流プラザの機能強化を求めていること
がみてとれる。＜図２５＞ 

＜図２５＞技術交流プラザで強化・新設して欲しい機能（技術交流プラザ 登録者のみ）
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一方、「知らない」と答えた企業も登録を「希望する」、「内容によっては希望す

る」が５割を超え、潜在的な登録希望者が多数存在している。＜図２６＞ 

＜図２６＞技術交流プラザへの登録希望者（技術交流プラザ 未登録者のみ） 

従って、モノづくり企業が持っている“強み”の情報発信を継続的、効果的に行

い、取引先・同業者からの受注とともに、口コミ誘発という好循環を生み出すため

にも、技術交流プラザへの登録企業数増加と機能強化が課題である。 
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東大阪市技術交流プラザのトップページ

～ コラム１ ～ 

東大阪市技術交流プラザ

「モノづくり企業の技術・強みを見える化」

東大阪市技術交流プラザは、市内製造業者の情報発信・販路開拓支援のひとつ

として、東大阪市が運営している市内製造業検索サイトです。市内製造業の高い技

術力をデータベース化して掲載し、インターネットで企業を検索することができ、加工

依頼、部品調達、試作品作りなどビジネスパートナー探しに活用できます。 

発注案件について、複数の企業に一括して問合せする機能やワンストップサービ

スのコーディネーターに問合せする機能など、要望に応じた発注先探しをサポートす

る機能を備えています。 

また、セミナーや商談会等のイベント情報をお届けするメールマガジンを定期配信

しており、市内製造事業者に対して支援施策等の情報発信を行っています。 
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⑤相談窓口の設置ニーズは、高い

様々な相談に応じる窓口の必要性について見てみると、全体では、「必要で活用

していきたい（20.3％）」、「必要だと思うが、活用するか不明（52.1%）」で、「不要
（5.4%）」との回答を大きく上回っている。＜図２７＞ 

＜図２７＞総合相談窓口の設置ニーズ
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これを従業員規模別にみると、概ね従業員規模の小さな企業ほど「不要」の回答

は少なく、「わからない」が多くなっている。＜図２８＞ 

＜図２８＞従業員規模別 総合相談窓口の設置ニーズ 

様々な課題を抱える市内モノづくり企業が、気軽に相談できる環境や窓口を用意

しつつ、様々な専門家等を擁する支援機関と適切に連携しながら課題解決につなげ

ていくことが重要ではないか。
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（３） 市場(販路・受注)への取り組み 

①「取引先・同業者等からの口コミ」での販路・受注が多いが、従業員規模別に違いも 

ここでは、販路開拓の現状について見てみると、アンケート結果からは、「取引

先・同業者等からの口コミ（55.4%）」、次いで「自社ホームページの活用（27.6%）」、
「外回りによる営業（27.2%）」が高くなっている。＜図２９＞ 

＜図２９＞モノづくり企業の販路開拓の現状 
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従業員規模別では、従業員 1～5 人、6～20 人の小企業・小規模企業では「取引

先・同業者等からの口コミ」が５割を超えるとともに、「特に取り組んでない」も

比較的高く、受動的な営業スタイルが特徴である。他方、従業員規模が大きくなる

につれて、「外回りによる営業」、「見本市・展示会等の出展」の割合が増加し、能

動的に自ら売込み、販路拡大を図っている。＜図３０＞ 

＜図３０＞従業員規模別 販路開拓の現状 
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自社の“強み”を尋ねた回答結果から、「営業力（3.9%）」が極めて少ない。（Ｐ

１４＜図５＞）概して、製造業は、営業力が弱みと言われるが、とりわけ小企業・

小規模企業では、その様子が顕著にうかがえる。 

②重要視しているのは、短納期・小ロット対応や口コミ 

次に、「市場(販路・受注)拡大」を図る上で、重要視している点について尋ねて

みた。その具体的な内容を見ると、「短納期への対応（35.4%）」、「小ロット対応
（33.2%）」と多く、次いで「口コミ（30.2%）」と続いている。＜図３１＞ 

＜図３１＞重要視している販路開拓
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さらに、深掘りしていくと従業員規模別では、従業員 1～5 人、6～20 人の小企
業・小規模企業は、前述のとおり「短納期への対応」、「口コミ」、「小ロット対応」、

「中小企業ネットワーク」で強みを活かす一方、従業員規模が大きくなるにつれて、

「企画提案型営業の強化」の割合が増加し、加えて「営業強化による国内取引先の

拡大」が２割を占めている。＜図３２＞ 

＜図３２＞従業員規模別 重要視している販路開拓
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③従業員規模によって、求める販路開拓支援は異なっている 

次に、求める販路開拓支援策について尋ねたところ、「大手・中堅企業との商談

会（15.2%）」、次いで「ウェブサイトによる企業情報の発信（13.4%）」、「国内展示
会への出展支援（補助金など）（13.2%）」となっている。＜図３３＞ 

＜図３３＞求める販路開拓支援策 
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続いて、従業員規模別で見てみると、従業員 1～5 人の小企業では「特に必要な

い（62.4%）」が約６割を占めている。これは、小企業は、情報入手していない企業

が多いことから、そもそも販路開拓支援の施策情報を知らないことに、起因してい

るかもしれない。他方、従業員 6～20 人、21～50 人の企業では、「大手・中堅企業

との商談会」、「ウェブサイトによる企業情報の発信」の割合が高い。さらに、従業

員規模が大きい企業では「国内展示会への出展支援（補助金など）」が多く回答さ

れている。＜図３４＞ 

＜図３４＞従業員規模別 求める販路開拓支援策 
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一方、総じて「海外見本市・展示会等の出展支援（補助金など）」の割合は低く

なっている。これは、国内市場の縮小や人口減少の脅威に対して、新興国を中心と

した旺盛な需要の獲得が図れる反面、海外展開には地政学的リスクや為替レート、

日本との文化の違い等さまざまなリスク対応の存在が、中小企業・小規模企業の海

外展開を躊躇させる要因となっていることは否定できない。 

以上から、従業員規模を細分化基準とした、販路開拓支援策の構築が考えられる。

従業員 1～5人の小企業には、販路開拓支援策に関する情報をしっかりと届けるこ
と、従業員 6～20人の企業には、市や支援機関等が主導で企業を集い、大手・中堅
企業との商談会や大型展示会への申込みの事前準備から、売込までの一貫した出

展・商談支援というアプローチも考えられる。さらに、従業員規模の大きい企業に

は、自社のニーズ、ターゲット顧客にマッチした展示会への出展費用等を支援する

施策などである。
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（４） 高付加価値化への取り組み 

①「既存技術の改善・改良」、「新技術・新製品開発」で高付加価値化を促進 

現在、技術・製品の高付加価値化を図る際に、どのような点を重要視しているか

を尋ねてみたところ、「既存技術の改善・改良（55.2%）」、「設備・機器の更新・拡
充（38.5%）」、「取引先・親企業との連携（35.2%）」の割合が多くなっているのが
わかる。＜図３５＞ 

＜図３５＞重要視している高付加価値化への取り組み 
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次に、従業員規模別に見てみると、中小企業の特性どおり「既存技術の改善・改

良」のプロセスイノベーションに取り組む企業が従業員規模を問わず高い。他方、

従業員 1～5人の小企業は、「取引先・親企業との連携（39.5%）」が高くなっており、

既存技術の改善・改良に取り組みながら、取引先・親企業との連携を強化し、高付

加価値化へ取り組む姿勢がうかがえる。他方、従業員規模が大きくなるにつれて「新

技術・製品開発の促進」が高くなることから、次の柱となる技術・製品の開発に邁

進している。＜図３６＞ 

＜図３６＞従業員規模別 重要視している高付加価値化への取り組み 
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自社内での取り組みを積極的に進める一方、中小企業・小規模企業では人、設備

等の経営資源に限りがあることから、大学や公設試験研究機関、異業種等の外部企

業の連携には課題を残している。 

②従業員規模によって、求める高付加価値化支援施策は異なっている 

ここで、高付加価値化を図る上で、モノづくり企業が求める支援施策を尋ねたと

ころ、「新製品、新技術開発等への支援（補助金など）（27.2%）」、次いで「企業間
の連携、マッチング支援（19.0%）」、「技術の実技研修、講座（13.3%）」となって
いる。＜図３７＞ 

＜図３７＞求める高付加価値化への支援策 
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従業員規模別にみると、1～5 人の小企業では「新製品、新技術開発等への支援

（18.0％）」、「企業間の連携、マッチング支援（18.0％）」「技術の実技研修、講座

（12.7％）」となっており、6～20 人の規模層では、「新製品、新技術開発等への支

援（32.2％）」、「企業間の連携、マッチング支援（20.7％）」、「環境、医療等の成長

分野への参入支援（16.1％）」、「技術の実技研修、講座（15.3％）」となっている。 

＜図３８＞

＜図３８＞従業員規模別 求める高付加価値化への支援策 
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さらに、「技術・製品の高付加価値化」を経営課題トップに掲げている企業の求

める支援施策は、「新製品、新技術開発等への支援（補助金など）（33.5%）」、「企
業間の連携、マッチング支援（20.3%）」の割合が高くなっている。この層が、今
後の高付加価値化支援策のメインターゲットと考えられるだろう。＜図３９＞ 

＜図３９＞主な経営課題１位（高付加値化） 求める高付加価値化への支援策 
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③市立産業技術支援センターの認知度向上のため、ＰＲ強化が大きな課題 

最後に、市で有する技術の地域診療所である市立産業技術支援センター（以下、

センター。【コラム２】）について見てみる。アンケート結果では、センターの認知

度が低いことがみてとれる。＜図４０＞ 

＜図４０＞市立産業技術支援センターの認知度 
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他方、「利用中」、もしくは「利用したことがある」企業の評価は、「大変良い

（30.4%）」、「ある程度良い（47.8%）」が８割弱を占め、利用した企業からは高い

評価の声が多い。＜図４１＞ 

＜図４１＞利用中、又は利用した企業の市立談業技術支援センターに対する評価 

これは、そもそもセンターの認知度が不足しているため、何をしているのか、

何ができるのか、どのような技術相談、技術指導を受けることができるのか等、

市内モノづくり企業へセンターの充実した機能が十分把握されていないことに起

因する。今後、充実した機能を備えるセンター利用を促し、高付加価値化への取

り組み支援の一助とするためには、センターの認知度向上が大きな課題である。 
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東大阪市立産業技術支援センターのホームページ

～ コラム２ ～ 

東大阪市立産業技術支援センター

「地域に密着した技術支援を目指して」

東大阪市立産業技術支援センターは、昭和４９年９月大阪府立工業研究所東大

阪分所として竣工され、平成８年に大阪府から無償譲渡を受け、平成９年４月に地

域の活性化を図るため地域に密着した様々な技術支援を行う施設として、オープン

しました。 

「技術の地域診療所」として各技術分野の技術相談員が、モノづくり企業の製品

の品質向上やトラブルの対応策等の技術的な課題を解決するため、多種多様な測

定機器等を設置し、相談に応じたり、低廉な使用料で中小製造業等の利用に供する

など、中小製造業等の技術支援に取り組んでいます。また、研究会、測定機器等の

利用技術講習会等を定期的に実施し、中小製造業等に対する技術支援等により、

産業の育成及び振興を図っています。 
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Ⅳ モノづくり支援再興戦略の基本的な考え方と重点施策の方向 

１ モノづくり支援再興戦略の基本的な考え方

市において振興条例は、中小企業振興施策を進める上でのよりどころであり、住

工条例は、モノづくり企業の操業環境の維持・確保を図るための方向性等を明示し

たものである。これら２つの条例は、市のモノづくり支援に向けた施策方向の根幹

である。 

このことを念頭に置きながら、新戦略で構築・展開された具体的施策の４つの基

本フレーム、「①高付加価値化に向けた技術支援の強化」、「②モノづくり人材の育

成・確保、事業承継の促進」、「③操業環境の維持・確保」、「④国内市場への販路開

拓支援の充実」は、今もなおモノづくり支援施策の事業戦略フレームとして有効で

あることから、経済・社会環境の変化に対応したモノづくり支援施策のあり方とし

て、部会の意見及び前述のアンケート調査結果を踏まえ、新戦略の４つの基本フレ

ームは大枠として継承しつつ、モノづくり支援施策における２つのコンセプトを新

たに再設定し、「モノづくり支援再興戦略」を取りまとめることとする。 

２ モノづくり支援再興戦略の“２つのコンセプト” 

振興条例の理念を踏まえ、地域の経済社会・雇用を支える市内モノづくり企業、

とりわけ約９割を占める小規模企業の重要な役割を認識し、小規模企業の活力が最

大限に発揮されることの必要性に鑑み、さらに無限に秘める成長可能性を発掘する

ため、小規模企業層を中心に光を当てるべく、販路系のコーディネーターなどがモ

ノづくりの現場に赴き、販路開拓支援にあたるとともに、市などの施策情報の提供

を行う。また、アンケート調査結果の総合相談窓口設置ニーズが高いことを踏まえ、

様々な経営課題等を抱えているモノづくり企業が気軽に相談できる総合相談窓口を

設置し、適切な支援施策、支援機関への誘導等に努めるなど、小規模企業等のニー

ズにきめ細かく対応し、その事業の持続的な発展を図る。 

市では、他市と比較しても充実した支援施策が行われているにも関わらず、アン

ケート調査結果から、小規模企業では支援施策を「入手していない」が比較的高い

数字となっており、本市の支援施策情報が届いていない可能性が高い。加えて、自

社の強みの発信は、「できていない」と考える企業が多いというアンケート調査結果

も踏まえ、情報の受信、発信を双方向に行えるようポータルサイト「東大阪市技術

交流プラザ」の機能強化を図るとともに、モノづくり企業と支援機関、またモノづ

くり企業間、さらには、多様なモノづくり支援施策を“つなぐ”橋渡しの強化を図

る。 

１ 小規模企業にきめ細かく光を当てた支援 

２ モノづくり支援施策を“つなぐ”橋渡しの強化 
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３ ４つの基本フレームと重点施策の位置づけ 

１ 高付加価値化に向けた支援の強化 

中小企業・小規模企業の医療等成長分野への参入支援や経営資源を有効に組み

合わせた企業間及び産学公民金連携を推進し、生産性の向上とともに更なる高付

加価値化に向けた取り組みを強化する。 

【重点施策】 成長分野への参入と企業間等の連携支援を強化 

○ 中小企業・小規模企業の医療等成長分野への参入支援を実施 

○ 異業種、同業種の企業間及び産学公民金連携への取り組みを支援 

２ モノづくり人材の育成・確保、事業承継の促進 

今後、企業の中核を担う中堅人材や技術者等の育成を強化する。企業が有する

技術、ノウハウ等の貴重な経営資源を引き継ぐため、事業承継にかかる支援施策

を検討・実施する。 

  【重点施策】 モノづくり人材育成の強化と円滑な事業承継支援策の検討・実施

○ 企業の中核を担う中堅人材育成のための技術研修強化 

○ 円滑な事業承継に向けた支援施策の検討・実施 

３ 操業環境の維持・確保 

住工共生のまちづくりの実現に向け、各種優遇制度の適切な運用を図るととも

に、永続的な工場用地の確保に資する規制の導入に向けた検討を進める。 

  【重点施策】 住工共生のまちづくりの更なる進展に向けた優遇策等の充実 

○ 都市計画法の活用による永続的な工場用地の確保に向けた検討 

○ 住工共生のまちづくりの更なる進展に向けた優遇策の充実

４ 販路開拓支援の充実 

    モノづくり企業、特に小規模企業に向けて、販路開拓を見据えた一貫した支援

を強化するとともに、多様化するニーズに対応するため、国内外の販路開拓支援

を充実する。 

  【重点施策】 モノづくり企業に対する販路開拓の一貫した支援 

○ 国内外の販路開拓支援の強化 

○ 技術交流プラザの強化 
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グローバル化が進展する中、「既存技術の改善・改良」により高付加価

値化を実現しようとするモノづくり企業が多く、施策ニーズも「新製品、

新技術開発への支援」「企業間の連携、マッチング支援」「環境、医療等

の成長分野への参入支援」などが高い。これらの施策を総合的に講じる

ことにより市内モノづくり企業の生産性の向上とともに更なる高付加価

値化を促進する。 

Ⅴ 今後講じるべき施策 

１ 高付加価値化に向けた支援の強化 

（講じるべき施策） 

市内モノづくり企業の施策ニーズ等を踏まえ、今後講じるべき施策として高付加

価値化に向けた支援策を例示すると以下のとおりである。 

・医療等成長分野への参入支援 

将来にわたって成長が期待できる分野（環境・エネルギー、健康・医療等） 

へ中小企業・小規模企業が参入していくため、セミナーや現地見学会などを通 

じた情報提供を進めるとともに、必要に応じて、企業間等の連携を促進するな 

ど、よりスムーズな新市場参入に向けた支援を行う。 

・企業間及び産学公民金連携に向けた取り組みを支援 

中小企業・小規模企業は、経営資源（人材、資金、設備等）に限りがあるた 

め、企業間はもとより、大学や公的試験研究機関等、様々な機関との連携を促

進すべく、連携体の取り組みに対し研究開発等にかかる補助金などの優遇措措

を講じることで効果的・効率的な新製品・新技術開発等を促進する。 

また、大阪府が推進している「大阪版エコノミックガーデニング（ＥＧおお

さか）」に市としても積極的に参画し、産学公民金の連携により、企業の自律

的な経営革新を支援することが重要である。 

・新製品、新技術開発促進に向けた支援 

企業単独に加え、企業間連携による取り組みに対しても支援を行うとともに、

医療等成長分野にかかる開発案件については、重点的な支援を講じていく。 

・産業財産権の取得に向けた支援 

市内モノづくり企業が知的財産を創造・活用することを推進し、製品の高付

加価値化や技術の高度化などを支援するため、特許権、実用新案権、意匠権及
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モノづくり企業が注力している経営課題として従業員６人以上の企業

では「人材の育成・確保」をトップにあげるところが多くなっている。

また、事業承継にかかる何らかの課題がある企業は全体で３割強である

が、特に従業員規模が小さいほど高くなっている。 

東大阪のモノづくり人材の育成・確保とモノづくり企業の円滑な事業承

継に向けた支援策は、モノづくりのまち東大阪にとって重要であり、人

材育成・確保のため産業技術支援センターの測定機器等の充実を図り、

その利活用を促進する取り組みを進めるとともに、事業承継や技術継承

に向けた効果的な施策を展開していく必要がある。 

び商標権の取得にかかる支援策を講じる。 

・魅力あるデザイン製品づくりを促進 

市内モノづくり企業が製品デザインで競争力を備えるため、著名な工業デザ

イナーによる、啓発やアドバイスなどの活動を通して、魅力あるデザイン製品

を創出する。 

２ モノづくり人材の育成・確保、事業承継の促進 

（講じるべき施策） 

市内モノづくり企業の施策ニーズ等を踏まえ、今後講じるべき施策としてモノづ

くり人材の育成・確保、事業承継の促進に向けた支援策を例示すると以下のとおり

である。 

・市立産業技術支援センター機器整備事業 

市立産業技術支援センターでは、設置機器を活用した実習と専門家の講習な

どを組み合わせ、中堅人材を育成するような取り組みが進められるなど、産業

技術支援センターの機器は、単に市内モノづくり企業の技術支援にとどまらず、

モノづくり人材の育成にも寄与しており、検査・分析機器を中心に新たな機器

整備を積極的に進めていく。 

・次世代モノづくり啓発事業 

小学校でのモノづくり体験教室の実施や少年少女発明クラブの支援により、

次世代を担う子どもたちのモノづくりに対する興味や関心を高め、将来の産業

を担う人材を育成する。 
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市では、平成２５年４月に住工共生のまちづくり条例が施行されて以

降、住工条例に規定する「モノづくり推進地域」（準工業地域の９割強の

エリアと工業地域全域）を指定するとともに、各種優遇制度を創設・拡

充する一方、条例に基づく義務規定の運用も進められており、住工混在

から住工共生に向けた取り組みが本格的に動き出したところである。こ

のような取り組みは、まちづくりの観点からのものであり、住工共生の

まちづくりの実現に向け、各種優遇制度の適切な運用を図るとともに、

永続的な工場用地の確保に資する規制の導入に向けた検討を進めていく

必要がある。 

・モノづくりのまちイメージアップ事業 

市内モノづくり企業の優秀性やモノづくりの魅力を学生・女性等に向けてわ

かりやすく発信し、学生・女性等の市内中小企業への就職意欲やモノづくり企

業への理解を増進させることにより、モノづくりのまち東大阪のイメージを高

める。 

・ビジネスセミナーの開催 

中小企業・小規模企業の人材育成のため、Off-JT 支援として、営業・経営・

法律・IT 等のビジネスセミナーの開催・充実を図るとともに、創業を考えて

いる創業希望者向けに創業支援セミナーを実施する。 

・円滑な事業承継及び技術継承に向けた取り組み 

経営者の高齢化及び後継者不足により事業承継は、事業所減少につながる大

きな課題である。さらに、市内モノづくり企業が保有する高度な技術及び有機

的ネットワークを維持していくための技術継承も大きな課題のひとつである。

これら事業承継や技術継承について、今後、更なる深掘調査などを行い、それ

らを踏まえた適切な施策展開を進める。 

３ 操業環境の維持・確保 

（講じるべき施策） 

市にとって重要な存立基盤の一つである製造業の集積維持や継承に向けた環境づ

くりを積極的に推進しつつ、良好な住環境を確保することで、活力あふれる経済活

動と快適な生活環境の両立を目指すべく、住工共生まちづくり審議会において、以

下のような支援策が提示されている。 

84



・工場移転支援補助の実施 

工業系の用途地域以外に立地している製造業を営む企業がモノづくり推進

地域もしくは工業専用地域に当該工場（機械設備等）を移転して操業を継続す

る場合に、移転にかかる経費の一部を補助する。 

・相隣環境対策支援補助の実施 

工場から発生する騒音又は振動に関して近隣住宅の居住者等から苦情を受

け、その対策として建築物、施設、設備等の新設、改築、増築、交換などを行

うモノづくり企業に経費の一部を補助する。 

・住工共生コミュニティ活動支援補助の実施 

モノづくり企業が地域住民等の広い参加を促して住工共生のコミュニティ

の活性化につながる営利目的ではないイベント等を行う場合に、その経費の一

部を補助する。 

・事業用地継承支援対策補助の実施 

モノづくり推進地域における製造業集積の維持につなげるため、従前、製造

業を営んでいた一定の面積以上の土地を製造業用途の事業者に売却する場合

に、当該土地所有者に対して補助金を交付する。 

・住工共生まちづくり活動支援補助の創設 

住工条例に基づき認定した「住工共生まちづくり協議会（高井田まちづくり

協議会を想定）」が、住工共生のまちづくりの推進を図ることを目的に行う取

り組みに対して支援を行う。 

・モノづくり立地促進事業の実施 

 市内の工業専用地域やモノづくり推進地域で新たに一定規模の延床面積を

活用し製造業を営む場合や、新たに工場を建設する場合等に、土地・家屋にか

かる都市計画税及び固定資産税相当額の一定割合を補助することで、工場立地

に際しての企業のイニシャルコストの低減を図り、モノづくり企業の市への立

地促進につなげる。 

※ なお、永続的な工場用地の確保に資する規制の導入に向けた検討を進める

過程において、住工共生のまちづくり条例第 11 条第２項に「補助その他必

要な措置を講ずるよう努める」との努力義務規定があり、必要に応じて優

遇措置を講じるものとする。 
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４ 販路開拓支援の充実 

（講じるべき施策） 

市内モノづくり企業の施策ニーズ等を踏まえ、今後講じるべき施策として販路開

拓に向けた支援策を例示すると以下のとおりである。 

・総合相談窓口の開設 

様々な課題を抱える市内モノづくり企業が気軽に相談できるように、小規模

企業の支援といった役割を担う商工会議所と連携して、総合相談窓口を開設

し、適切な支援施策、支援機関への誘導等に努めるなど、小規模企業等のニ

ーズにきめ細かく対応し、その事業の持続的な発展を図る。 

・モノづくりワンストップ推進事業 

販路系コーディネーターが小規模企業層を中心にモノづくりの現場へ赴き、

販路開拓支援を行うとともに、技術交流プラザなど市等の施策情報を提供し、

利活用を掘り起こしていく。また、技術系コーディネーターが発注案件を市内

モノづくり企業へとつなぎ、受注拡大を図る。 

・東大阪市技術交流プラザ事業 

市内モノづくり企業の情報発信・販路開拓を支援するため、企業検索などが

できるサイト「東大阪市技術交流プラザ」を運営する。また、小規模企業を中

心に積極的な利活用を促す方策を確立し、登録企業割合の増加につなげていく。 

・総合的な情報発信 

市政だよりや技術交流プラザを通じたメール配信、中小企業だよりというＦ

ＡＸによる情報発信、さらには、販路系コーディネーターを通じた施策情報の

提供など、市として実施可能な様々なツールを活用して、モノづくり支援施策

経営課題のトップにあげられる「市場（販路・受注）拡大」。施策ニー

ズなどから、小企業には販路開拓支援策に関する情報をしっかりと届け

ること、従業員 20 人までの小規模企業には、商談会や展示会の申し込

みの事前準備から出展に至るまできめ細かなサポート、比較的従業員規

模の大きな層には、展示会の出展費用を補助するなど、現状及びニーズ

に応じた様々な取り組みを展開するとともに、技術交流プラザの利活用

の促進を通じて市内モノづくり企業の営業力を補完していく取り組み

を強化する。
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の分かりやすい情報発信に努める。 

・東大阪ブランド推進機構補助事業 

市内製品の多様性と集積を「東大阪ブランド」という都市ブランドの下、広

く認知されるようにＰＲ活動を行い、東大阪ブランドに認定された製品の販路

拡大をめざすとともに、都市イメージを向上させるなどに取り組んでいる「東

大阪ブランド推進機構」の活動を支援していく。 

・国内外販路拡大事業 

市内モノづくり企業、とりわけ小規模企業に向けた販路開拓への一貫した支

援を行うとともに、多様化する企業ニーズに対応した国内外の商談や交流の機

会を設ける。 
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おわりに ～東大阪市モノづくり支援再興戦略の提言にあたり～ 

  部会では、市における「モノづくり支援施策のあり方」の再構築を目的として、①

「モノづくり人材の育成・確保、事業承継に向けた支援」、②「販路開拓に向けた支

援」、③「高付加価値化に向けた支援」、といったテーマに沿って、議論を進めてきた。 

本戦略の提言にあたり、多くの意見や深化させてきた議論を総括的にまとめたい。 

第１に、モノづくり支援施策の主体は行政であっても、グローバル化の流れの中で

ダイナミックに変化する経済環境や非常に複雑性を増している企業活動に対して、行

政だけの力では限りがあり、産学公民金が協働、連携し、支援にあたることが重要と

なってくる。 

２つ目に、限りある行政資源の有効活用のため、ターゲットを明確に（①小規模企

業にきめ細かく光を当てた支援）、何を行うのか（②モノづくり支援施策を“つなぐ”

橋渡しの強化）、の２つのコンセプト明確に設定した。 

このコンセプトの設定に際して、モノづくり企業の実態ニーズをくみ上げるアンケ

ート調査（「市内モノづくり企業の発展に向けて」）を実施したが、本調査では結果だ

けでなく、その調査プロセスも重要視した。事務局である市職員がモノづくり企業を

直接訪問し、アンケート調査票の回収を行うことである。このように、モノづくり企

業と市職員、支援機関等が直接、顔が見えるつながりをさらに強化していただき、  

モノづくり企業、とりわけ小規模企業に分かりやすく、届きやすい支援施策の発信方

法等の仕組みづくりの構築に努めていただきたい。 

３つ目に、本部会の残された課題をまとめておく。昨今の景気回復基調に伴う労働

需要の増加や雇用のミスマッチ等を要因として、モノづくり企業の人材不足感は強ま

ってきている。モノづくり企業の重要な経営資源である人材、特に新規雇用者や中核

となるべき人材、工匠たる技術者等の育成や確保ができなければ企業の健全な成長、

存続が危ぶまれる。以上から、市内中小企業の雇用の実態ニーズの把握とともに、本

部会では具体的な施策提言までいたらなかった、「モノづくり人材の育成・確保、事

業承継の促進」という、事業を“つなぐ”事業承継や技術を“つなぐ”技術継承への

支援施策である。 

  最後に、本戦略をもとにモノづくり支援施策振興の新たなるスタートを切っていた

だきたい。「モノづくりのまち東大阪」を次世代へとつなげていくためにも、「活力あ

る産業社会を切り拓くまちづくり」1の実現に向けて、大きな一歩を踏み出されるこ

とを期待する。 

1 東大阪市第 2次総合計画後期基本計画 部門別計画より
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商店街と地域との連携のあり方 

平成２６年８月 

東大阪市中小企業振興会議  

地域商業の魅力と活力の再生検討部会 
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１、東大阪市における中小小売商業の現状 

  まず東大阪市の小売構造を、経済産業省「商業統計調査」、東大阪市・東大阪商

工会議所編「東大阪市の小売商業の現状と主要商店街の規模・構造」、経済産業省

「事業所・企業統計調査」を使い、小売構造を概観する。小売構造とは、地域の

小売流通の全体的な姿や性格を形成しており、代表的な要素として、小売業の規

模・業種・空間の各条件により考察できる1。なおこの商業統計表は平成 19 年(2007
年)を最後に行われていないが、新しい形の調査形態である「経済センサス基礎調

査―商業統計調査―」が本年に実施されている。

① 規模構造

小売業の店舗数は、4,423 店であり、平成 3 年(1991 年)をピークに減少し続けて

いる。規模構造は、本市において 80％占める 10 人未満の小零細小売業の店舗数

は、昭和 57 年(1982 年)をピークに減少し続け、3,794 店になっている。

本市において、小零細小売業が多くを占めている要因として、次の 4 点があげ

られる。

第一に購買行動面である。これは後述する食料品店の割合にも影響するが、こ

れまで主婦を中心に生鮮食料品店に代表される鮮度を重視した購買行動が支配的

であり、保管スペースの制約もあり、家の近くでの最寄品の多頻度小口購買が一

般的だった。この要因により、食料品店を中心に小零細規模の店舗が多数存在で

きたといえる。

第二に、経営面である。小零細小売業は、土地・建物が自己所有である場合は、

地代や家賃が不要で、家族労働に依存する場合は、副業としても存立できるから

である。特に本市の商店街でも多く見られる例である。

第三に、家電や化粧品などに代表される流通系列化があげられる。これらのメ

ーカーは小零細小売業を足かがりに、川上から川下までの垂直統合を図ってきた

ことである。

第四に、政府規制の存在である。大規模小売店舗法、酒税法、食糧管理法、た

ばこ事業法、薬事法等の規制のよって、いわゆる「何屋」である業種店が存在で

きたといえる。

② 業種構造

業種構造は、飲食料品店が 35.7％、その他 33.9％、織物・衣服等が 15.7%、家

具・じゅう器が 8.6%、自動車・自転車が 5.7%、その他商品が 0.3%になっている。

このことは前掲の購買行動と業種では括れない、業態店の増加を現している。

139



③ 空間構造

小売業は一般に店舗を単位として地域的に分布しており、その分布の状態は空

間構造としてとらえられる。小売業の空間構造の把握は、商業集積の内容、すな

わち規模や業態を明らかにする必要があるといえる。その中で、本市と隣接する

大阪市、および大東市においては、スケールメリットを活かした店舗や百貨店を

核にしたショッピングセンターの出店が相次ぎ、広域商圏を想定した店づくりが

行われている。この広域商圏には、当然のことながら本市も含まれ、主として買

回品など、少なからず顧客流出の影響を受けていると推測される。

表１ 平成 22 年（2010 年）以降出店の周辺都市における主な大型店、SC（ショッ

ピングセンター）

開店年 店名、核テナント 場所 売場面積(㎡) 
2010 ポップタウン住道オペラパーク

京阪百貨店

大東市 38,000 

2011 高島屋増床、高島屋 大阪市中央区 84,000 
2011 大丸梅田店、大丸、東急ハンズ 大阪市北区 64,000 
2011 JR 大阪三越伊勢丹、JR 大阪三越

伊勢丹

大阪市北区 54,000 

2012 阪急百貨店梅田本店、阪急百貨店 大阪市北区 84,000 
2013 イオン大阪ドームシティ、イオン 大阪市西区 34,000 
2014 あべのハルカス、近鉄百貨店 大阪市阿倍野区 100,000 
出所) 週刊東洋経済臨時増刊『全国大型小売店総覧』、東洋経済新報社、2014 年を加

工。 

1998 年(平成 10 年)から始まる、中心市街地活性化法、改正都市計画法、大規模小

売店舗立地法の、いわゆる「まちづくり三法」、さらに 2006 年(平成 18 年)からの「新

まちづくり三法」の施行により、SC(ショッピングセンター)の出店が難しい状態が

続くと予想されていたが、上掲のように大型店にとってはむしろ出店に追い風が吹

いているといえる。
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表 2 主な大型店政策の変遷

年 内容 対象売場面積㎡（政令市）

規制強化期 1956 百貨店法施行 1,500（3,000） 

1974 百貨店法廃止、大規模小売店

舗法施行 

1,500（3,000） 

1979 改正大店法施行 500 

第一次規制緩和

期 

1989 日米構造協議で米が大店法

緩和を要請 

1990 出店調整処理期間を短縮化

（1年半以内に） 

第二次規制緩和

期 

1992 改正大店法施行（商調協の廃

止、出店調整処理期間を 1年

以内に） 

1994 運用基準の緩和 1,000 以下は自由に 

2000 大店法廃止、大規模小売店舗

立地法施行 

2007 改正都市計画法施行 10,000 以上は、出店地域を

限定。※ 

※出店可能地域は、「商業地域」、「近隣商業地域」、「準工業地域」に限定された。

出所）南方建明『日本の小売業と流通政策』中央経済社、2005 年、12 頁を加工。

出店状況の内訳について、総合スーパー業態（ＧＭＳ）の出店に比べ、食品スー

パー（ＳＭ）の出店が近年増えつつある。また、総合スーパーは衣料品部門の苦戦

と対象的に、近年食料品部門に力を入れており、小零細食料品への影響が大きいこ

とが理解できよう。 

一方で、撤退・退店の動きも注視していく必要がある。この出店と退店を合わせ

てみなければいけない理由がある。それは、大型店のみならずコンビニエンススト

アも実施する出店戦略として、スクラップアンドビルド戦略を進めていることであ
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る。この戦略は、駐車場が確保できない店を閉店、または小規模店を統廃合し、付

近に大型店を出店する戦略である。

以上の状況を鑑みると、東大阪市における中小小売店、そしてそれらの集積によ

り構成されている商業集積地（商店街）の現状は、大変厳しいものといえる。

それは、前掲の「東大阪市の小売商業の現状と主要商店街の規模・構造」調査に

おいて、今回の調査（平成 26 年度版）から、2 つの商業集積地域（俊徳道地域、森

河内地域）が調査の対象外となったことからも伺えよう。
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2、東大阪市における消費者行動の変化 

東大阪市において消費者行動は、大きく変わろうとしている。消費者である人口

は、50 万人規模は保っているものの、微減傾向にある中、世帯数は増加している。

これは、核家族化、そして世帯人員の減少を意味している。その中で消費者は、従

来の多頻度の購買ではなく、ライフスタイルに合わせた購買に変化している。それ

は購買場所、購入商品の変化に現れている。 

第一に、従来まで地元商圏を熟知した中小小売商業は、食料品、日用品において

強みを発揮できる分野であったが、食品専門スーパー、総合スーパー、ホームセン

ター業態が台頭してきている。平成 25 年(2013 年)の東大阪消費者意識調査2による

と、主な買物場所として食料品は、総合スーパー50.5%(前回調査平成 20 年(2008 年)、

47.6%)、食品専門スーパー29.9%(31.8%)、商店街 7.3%(8.8%)になっている。日用品

は、総合スーパー33.7%(40.8%)、ホームセンター26.0%(22.5%)、ドラッグストア

24.0%(21.2%)となっている。また買物をする際に重視する項目として、食料品・日

用品の両方に、価格、品揃えが上位にきている。これら消費者の視点は、経営規模・

売場面積で中小商業を上回る大手小売業が優位に働くものであり、この傾向が顕著

になっている。 

第二に商品構成の変化であり、中食市場の成長である。中食とは、レストラン等

の外食でなく、また家庭で調理する内食でない、惣菜など調理したものを家に持ち

帰るなどして食べる形態である。この中食市場には、百貨店・食品スーパーはもち

ろんのこと、弁当店、惣菜店、飲食店のお持ち帰りなどさまざまな業態から参入し

ている。また高齢者世帯に向けた食材の配達などもこの市場に含まれ、従来までの

食材を売るのでなく、加工し価値を加え、小分け販売など一工夫しないと売れなく

なっている。 

消費者行動の変化を促す要因にインターネットの普及があげられる。この傾向は、

1990 年代後半から続いていたが、従来までのパソコンの他に、タブレット、スマー

トフォンの普及と光回線や携帯電話回線の高速化により、インターネットはますま

す身近な存在になっている。インターネット上の店舗は、既存の店舗に匹敵するほ

どに成長し、翌日配送はもちろんのこと、当日配送や無料配送など充実させている。

2013 年の取扱高は、野村総研によると 11 兆 5,000 億円を超え、対前年比 13％増加

している3。取り扱われる商品は多岐にわたり、ダウンロード型と呼ばれる物流が必

要ない音楽配信から、本、食品、衣服、家電、中古車まで拡がっている。同時に価

格に関しても全国、世界中の店舗と比較が簡単にでき、買い回ることが容易になっ

ている。そこで買回品4を中心に盛んになっているショールーミング現象である。こ
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れは、実際の商品を店舗で確かめ、商品知識を得て、購入はネット上で安い店を捜

し、行うものである。これによって実際の店舗は、対抗上ネット価格に合わせざる

を得ず、インターネット上と比較して店舗運営コストも負担し、利益が圧迫される

現象が多く見られるようになってきている。 

また、飲食料品小売業を脅かす業態の一つに、ネットスーパーがある。東大阪消

費者意識調査によると、食料品の購買比率は低いものの、ネットスーパーは、確実

に浸透しつつある。このネットスーパーは、生鮮を含む食料品を中心に品揃えし、

当日注文そして配達も行うもので、全国に広がっている。本市では、イトーヨーカ

堂、イオン、西友、イズミヤ等実際の店舗と併用する形を中心に展開されており、

旧来からの生協なども含め、競合状況にある。 

また、ヤフーは東京都江東区の一部において「すぐつく」サービスを試験的に開

始した5。このサービスは、いわば会員制の御用聞きのようなもので、２時間以内に

自宅付近の店で買い物をし、店頭価格と５００円の手数料のみで届けるものである。 

このように本市でも、高齢化社会の進展やインターネット通販の増加などによっ

て、実際の店舗への顧客サービスの要求はさらに高まることが予想できる。それは

前掲の東大阪消費者意識調査では、「買い物場所への巡回バス運行」、「買い物代

行サービス」、「商品の移動販売サービス」を今後の期待するサービスとして買物

場所が遠くて不便と感じた人のうちの 8割の消費者が回答していることからも伺え

よう。よってこうした傾向は、さらに進んでいくと思われ、中小小売商業も対抗策

が急がれているといえよう。 
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3、地域商業の魅力と活力の再生検討部会設置の目的 

これまで見てきた現状を踏まえた上で現在の本市の中小小売商業が当面する主な

課題を整理すると 

①経営基盤の近代化の遅れと消費者のライフスタイルやニーズへの不適合による

小規模店の減少 

②経営者の高齢化と後継者難による廃業に伴う空き店舗の増加 

③商店、商店街の集積力・組織力の低下 

④異業種、異業態の進出 

⑤商業集積地域への来街者数、年間商品販売額の減少 

⑥大型商業施設出店や退店による商業環境の変化 

⑦市内商業者間の受注機会の減少              に大別される。 

これらの課題に対して、地域商業を活性化し、持続可能なものとするため、ま

た、商業者間の連携や行政支援施策の再構築などを検討の方向性とした議論を行

うため、当部会を設置した。 

とりわけ、本市商業振興ビジョン（平成 22 年 2 月策定）において、「地域商業

振興施策」としての「商業集積地域の支援」を基本軸に据えており、商業振興の

主要対象である商業集積地（商店街）支援については、まちづくりの視点が必要

となっている。このことは、駅勢圏と商圏が概ね一致する本市商業集積地の立地

特性を踏まえると、魅力ある商業集積地づくりが地域住民を含む消費者にとって

便利な買物場所の提供につながるに留まらず、地域生活の拠点である「まちづく

り」にも寄与することによる。 

一方で、後継者不足や販売額の減少による空き店舗の増加など、商店街組織自

身による推進力が低下する現況を鑑みると、商店街内の人材確保と担い手の育成

はもちろんのこと、これからは地域社会を構成する多様な主体（大型店、大企業、

異業種、金融機関、教育機関、NPO 法人、農業者、電鉄会社等）とのネットワーク

づくりや連携強化により商店街の機能強化を図っていくことが重要な視点である。 

なかでも、過去には商売敵であった大型店、コンビニエンスストアや、異業種

である飲食店など、業態や業種の垣根を越え、対等の立場での連携することで地

域貢献や共存共栄の方向性を確立する必要性があるといえることから、本部会で

は、商業集積地（商店街）と地域社会でのニーズや影響度の大きい多様な主体（大

型店とコンビニエンスストア業界、まちなかバルと飲食店）と地域連携のあり方

や手法等に焦点をあて、今部会の全体テーマを「商店街と地域との連携のあり方」

に決定し、議論を進めてきたところである。
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４、本部会での議論の流れ 

第 1 回 地域商業の魅力と活力の再生検討部会 

―商店街と大型店との連携についてー 

第１回の部会（2014 年（平成 25 年）11 月 5 日開催）では、中小商業は、今まで

の保護政策や補助政策に頼ることでなく、積極的に他の業態・業種との連携が必要

になるはずであるとし、実際に中小商業（商店街）と大型店との連携が進んでいる

布施地域の「布施商店街連絡会」の理事をお招きし、布施商店街連絡会と大型小売

店（近鉄百貨店等）の連携・協働について、過去から現在までの状況や取り組みの

ポイント等をご説明いただいた。 

 双方が連携するに至った端緒は、昭和 50 年代初頭の布施駅高架化に伴う、近鉄百

貨店東大阪店の出店から始まったものであるが、お互いの意識の違いが勉強になり、

切磋琢磨し、共存共栄のもと布施地区全体の繁栄や集客を考えるようになり、議論

の場である布施商店街連絡会の設立に至った。この意識の違いとは、中小商業の商

売人と百貨店の経営者との意識の差であり、お互いの相違点から学ぶべきものが多

くあった。また、地理的に南北に拡がり、東大阪市最多の店舗数を誇る最大の商業

集積地である布施地区の商店街を束ねる受け皿である布施商店街連絡会なる組織が

立ちあがったことは、「一国一城の主」など揶揄される中小商店主をまとめることに

もつながっていったといえる。その後 GMS（総合スーパー）の現イオン布施駅前店

なども巻き込みながら、35 年以上続いている。この連携が示唆していることは、中

小商店・大型店双方の立場から「街を活性化させたい」との意識の高さが自ら協議、

連携する「場」をつくり、共同販促や合同催事、まちづくり事業、各種イベントな

ど（盆踊り大会、プレミアム付共通商品券発行事業、歳末大売り出し等）を積極的

に展開し、集客につなげているといえる。連携先となりうる大規模小売店舗立地法

に基づく届出係る施設は資料１のとおり布施以外の地域にも数多くある。

しかし今日、中小商店側の後継者不足、高齢化、大型店側の人事異動や突然の撤

退等により、「協議する場」あるいは「連携する場」の構築あるいは継続は、大変難

しい状況である。この「場の構築」を行政が支援し、両者間に入り、コーディネー

ト（潤滑油）の役割を担えば、布施地区のように大規模な商店街、百貨店のみなら

ず、中小商業の集積である商店街が大型店と一体となり、様々な形で地域連携を育

んでいくことは可能であると考える。
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第 2回 地域商業の魅力と活力の再生検討部会 
―商店街とコンビニエンスストアとの連携について―

前掲の大型店の出店傾向を大きく超える増店を見せるのが、コンビニエンススト

アである。全国の店舗数は、5 万店6を超えており、飽和状態に近づきつつあるとい

える。

コンビニエンスストアは、本市の各商店街やロードサイドにも数多く立地し、日々

の買物機能に留まらず、ATM、公共料金の収受サービスや宅配サービス、AEDの設
置など、地域コミュニティにとってなくてはならない存在、そして社会・生活イン

フラの一部となしており、特に東日本大震災以降は社会的責任（CSR）や存在価値
がより一層増している。

これらのことから、第 2回の部会（2014年(平成 26年)1月 29日開催）では、前
回の大型店との連携同様に、商店街（中小商業者）とコンビニエンスストアとの連

携のあり方を検討した。しかし、一方でコンビニエンスストアの多くは、直営店を

展開し同一資本のもとに展開するレギュラーチェーン方式ではなく、フランチャイ

ズチェーン方式により運営されている。フランチャイズチェーンとは、本部と加盟

店間において契約を結び、本部が統一的な商号や商標、経営マニュアルを使用し事

業展開する権利を与え、店舗展開を行う小売形態である7。この運営方式は、本部と

加盟店間における契約が前提になり、さまざまな制約を受け、そこでは個々の加盟

店による独自性の発揮や、商店街等の地域社会への貢献・協力がスムーズにいかな

いケースも見受けられる。

そこで、本部会に㈱ファミリーマートの開発担当者をお招きし、議論を行った。

そこではフランチャイズ方式には、契約はあるが、各加盟店のオーナーの裁量もあ

り、商店街全体の催しなどの活動への参加の判断は各店に任せているとのことであ

り、例えば布施商店街においても、ファミリーマートは商店街活動に参加している

との回答を得た。

この事例は、コンビニエンスストア側も商店街活動において、中小商業との連携

は可能であり、品揃え面でも商店街内で不足している業種を補うことも可能である

と考え、来街者の増加に寄与するものでる。

また、今回の議論を通じて、中小商業者とコンビニエンスストアの連携以外に、

自治体とコンビニエンスストアの連携（包括協定の締結等）も提唱したい。コンビ

ニエンスストアを社会インフラとしてとらえる動きは全国的に広がっており、①地

域産品の活用、②地域情報の発信、③地域の安全安心、④子供・青少年の健全育成、

⑤高齢者・障害者の支援、⑥健康増進・食育、⑦地域活性化等に広がっている。ま

147



た社会インフラとして災害時の救援物資の提供や避難場所の使用も想定している。

例えば、㈱ファミリーマートは政令指定都市である神戸市と「包括連携に関する

協定」を平成 25年 12月に締結し、神戸市の広範囲にわたる事業（神戸市にちなん
だオリジナル商品開発、小型家電リサイクル回収実験等）を協働で包括的かつ積極

的に取り組んでいくことを宣言している。

また、中堅コンビニエンスストアの㈱ポプラは、鳥取県・琴浦町、赤崎町漁業協

同組合と「中山間地見守り活動協定」を結んでいる8。この協定は買物弱者支援のた

め、移動販売車を走らせ、高齢者の健康状態を確認するものである。

本市においても 24時間営業を行い、市内各所に点在する「近くで便利な」コンビ
ニエンスストアを社会インフラととらえ、災害時や地域活動の協定等、市民サービ

スの拠点としての活用はもちろんのこと、出店・退店情報の提供も視野に行政側も

検討すべきではないかと考える。
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第 3回 地域商業の魅力と活力の再生検討部会 
―商店街と飲食店（まちなかバル）の連携について― 

 第 3回の部会（2014年(平成 26年)6月 4日開催）は、商店街を構成する一つの
業種である飲食店との連携について、布施地区で「布施えびすバル」を実行する経

営者をお招きし、議論を行った。

まず全国各地で行われている「バルイベント」とは、全国 200 か所で開催されて
飲み歩きイベントである9。わが国では、北海道函館市において、2004 年(平成 16
年)に「函館西部地区バル街」から始まったとされる。「函館西部地区バル街」は、
地域のスペイン料理店が自慢の料理一皿とワンドリンクを用意し、お客さんがそれ

らのお店を安価ではしごする飲み・食べあるきするものであり、当初 25 店舗からス

タートしたが、徐々に拡大し 76 店舗になるまで成長を遂げている。参加者は、はじ

めに 5 枚 1 綴りで構成される回数券のようなチケットを購入し、一枚ずつまたは複

数人で、実施期間中に、ワンドリンクと一皿のセットに引き換えることができるも

のである。また期間内に未使用となったチケットは、開催後に参加店で使用可能な

金券としても利用できる。このチケットにより、複数の飲食店を回ることにより、

あらためて飲食店、街を知り、活性化につなげる「地域活性化のツール」である。

このバルイベントは、本市では、布施地区の「布施えびすバル」、小阪・八戸ノ里

地区の「なのはなバル」という名称で開催されている。このイベントはあくまでも

食べ歩きイベントであり、物販店は直接関与しない仕組みとなっている。しかしな

がら「街へ集客することによる顧客の開拓」という側面においては、物販店による

販売促進イベントと同様の目的であることには変わりない。 

そこで「布施えびすバル」では、飲食店経営者と布施商店街連絡会との間で人的

交流を活発化させ、バル当日に参加された飲食店への顧客を物販店へ、物販店の顧

客を飲食店へという相乗効果を狙った取り組みのために議論を行っている。この取

り組みは、飲食店中心のイベントに物販店も参加し、使いきれなかった金券の対応

店として打ち出せば、新規顧客の開拓も期待できるものである。飲食店と物販店を

つないだこのバルは、広告宣伝、チケット販売、当日の運営、参加飲食店の在庫状

況の把握等、運営面で課題を多く抱えている。

しかしながら他地域ではこれらを克服し、集客力を発揮しているバルがある。

関西において、いち早くバルを導入した、兵庫県伊丹市の「伊丹まちなかバル」

は、NPO法人伊丹タウンセンターが中心となり、商工会議所、行政、交通機関等一
体となった組織ができ、参加者を退屈させない仕掛け（音楽ライブの推進）など、

年々進化を遂げ、すでに 10回開催されており、参加店舗も年々増加する傾向にある
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といえる。

また、三重県四日市市で開催された「四日市まちなかバル」では、商店街振興組

合、観光協会が中心となり、近鉄とタイアップし割引乗車券と組み合わせたセット

券を発売し、飲酒運転対策や名古屋、鳥羽など広域からの集客に貢献している。

これらバルイベントのように異業種や他機関をつないだイベントは、当日の来街

者が確実に増加し、地域内経済循環につながっているといえる。

そこで、今後は行政がこれらの異業種や他の機関にも積極的に関与し、つなぎ、

連携する場を設定し、バルイベントにかかる運営ノウハウの提供も担うことで、地

域ごとに魅力のある東大阪市独自のバルイベントを立ち上げることができよう。

５、おわりに（本部会のまとめ） 

本部会のテーマであった「商店街と大型店の連携」、「商店街とコンビニエンスス

トアの連携」、「商店街と飲食店（バルイベント）の連携」の議論を通じて共通して

いえることは、当事者が互いに対等な立場で協議・議論する「場」が必要であると

いうことであった。 

まず連携の仕組みを創り、それらこれらの「議論する場」を「協働する場」へ発

展させることによって、双方の信頼関係とパートナーシップが醸成され、そして地

域商業の活性化へとつながるものではないかと導きだした。 

しかしながら、連携するに際して、一方が連携を試みようとしても、これまで見

てきた事例のようにスムーズに事が進むケースはむしろ少ない方で、「連携候補先へ

のアプローチの方法がない」、「連携先となる相手が分からない」といった課題が当

然ながら浮上するであろう。 

その時は行政が相談窓口となってコンサルタント、コーディネーター的役割を果

たすことも必要となっており、連携先にアプローチした後に行われる議論の「場」

の設定も、どちらの側でもない行政をはじめとした第三者による側面的支援により

まずは運営されることが望まれる。 

これまで見てきた中小小売業（商店街）と大手小売業（大型店・コンビニエンス

ストア）・異業種間（飲食店）の連携や協定事例は、地域商業あるいは地域全体の活

性化を志向しているものといえる。

これらの連携推進には行政の存在、介在が不可欠で、中小商業者側からの行政活

用、そして行政から「人」・「もの」・「カネ」の経源を提供することのみならず、よ

り有用な情報を提供し、また情報発信を行う両者のマグネットとしての役割発揮を

期待するものである。

これらの連携に追い風になる法律である地域商店街活性化法が平成 21 年(2009
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年)に施行された。しかし、社会は人口減少、高齢化社会と進み、大手小売業の進出
が相次ぐ中、中小商業者は、このような法律や施策に頼るだけでなく、いち早く顧

客の変化を理解しながら、新しいことに挑戦することも重要である。そこでは、旧

来の考え方でなく、競争関係にある小売業や飲食店等の連携もやはり必要になる。

地域連携による商業活性化には地域の課題や特性に応じて様々なスタイルで関係

者(ステークホルダー)をつなぐコーディネーター機能が不可欠であって、この機

能・役割を行政機関が担うことを提唱する。 

1) 鈴木安昭・田村正紀『商業論』有斐閣新書、1980年、140－150頁。
2) 東大阪市経済部商業課・東大阪商工会議所『東大阪消費者意識調査』2005年、調査期間平成
24年 9月～10月、4,494世帯に郵送方式で実施、1,606世帯から有効回答
3) 『日本経済新聞』2014年 1月 12日。
4)買回品とは、 店舗間や売場の比較を通じて購買に結びつくような商品である。
5)『週刊ダイヤモンド 2014年 7月 5日号』ダイヤモンド社、2014年、
6)『日本経済新聞』2014年 7月 1日。
7) 出牛正芳編『新訂マーケティング用語辞典』白桃書房、2005年、185頁。
8) https://www.poplar-cvs.co.jp/ir/pdf/index/2014/news_140618.pdf 
9 )松下元則稿「函館西部地区バル街の概観：歩み・参加者行動・仕組み」『福井県立大学論集』
第 41号、福井県立大学、2013年、88頁。
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大規模小売店舗立地法第5条第1項に基づく新設届出の一覧

届出日 店舗の名称 店舗の所在地 建物設置者名 主な小売業者の名称 新設日
店舗面積
㎡

H12.12.22 希来里 岩田町四丁目３番及び４番
若江岩田駅前地区市街地再開発
組合

㈱万代ほか H13.9.20 4,295

H14.11.8
カルフール東大阪店
イオン東大阪店

荒本北３３番地の１の一部
荒本北３３番地の１

カルフール・ジャパン㈱
イオンリテール㈱

カルフール・ジャパン㈱ほ
か
イオンリテール㈱

H15.10.1 20,000

H15.6.10
（仮称）包東大阪石切店
パウ石切店

西石切町七丁目192番地の２
１ほか

㈱ドン・キホーテ ㈱ドン・キホーテほか H16.2.11 3,282

H15.11.7 （仮称）スーパーオートバックス高井田店 高井田本通四丁目７番１号 ㈱オートバックスセブン
㈱オートバックスセブンほ
か

H16.7.7 4,369

H16.2.4 ヤマダ電機テックランド東大阪店 元町一丁目６番５３号 ㈱日研工作所 ㈱ヤマダ電機 H16.10.5 3,909

H16.6.25 モリヤマスポーツ東大阪店 菱江二丁目１番４号ほか (株)ニシムラ (株)モリヤマスポーツ H17.2.25 1,371

H16.9.15 フレスポ東大阪
稲田新町三丁目９４４番１号
ほか

大和工商リース㈱
大和リース㈱

コーナン商事㈱ほか H17.5.16
16,529
17,470

H17.3.31
（仮称）ミドリ東大阪本店
ミドリ中環東大阪店

稲田三島町３番８８号ほか
稲田三島町８６番の２ほか

㈱ミドリ電化
㈱エディオンＷＥＳT

㈱ミドリ電化
㈱エディオンＷＥＳT

H17.11.30 21,688

H17.7.8
（仮称）ホームセンターコーナン東大阪弥
生町店

弥生町１３１９番地の１ほか 酒本商事㈱ コーナン商事㈱ほか H18.3.9 8,462

H19.6.1
（仮称）河内花園駅前再開発ビル
パザパはなぞの

吉田一丁目１番
吉田一丁目２７２０番地

河内花園駅前地区市街地再開発
組合
甲田一雄ほか９名

㈱ツタヤほか
㈱カノー

H20.2.1
1,300
1,064

H19.6.25
（仮称）ロックタウン東大阪
イオンタウン東大阪

東鴻池町一丁目２２２番１
ロック開発㈱
イオンタウン㈱

イオン㈱ほか
㈱光洋ほか

H20.2.26 5,000

H20.6.6
（仮称）ライフ東大阪太平寺店
ライフ太平寺店

太平寺二丁目４３番１ ㈱ライフコーポレーション ㈱ライフコーポレーション H21.2.7 1,676

H21.7.15 （仮称）関西スーパー永和店 永和二丁目４７番ほか ㈱関西スーパーマーケット ㈱関西スーパーマーケット H22.3.16 1,443

大規模小売店舗立地法に基づく届けに係る状況について 資料1

H21.7.15 （仮称）関西スーパー永和店 永和二丁目４７番ほか ㈱関西スーパーマーケット ㈱関西スーパーマーケット H22.3.16 1,443

H21.11.17 （仮称）コープ若江東
若江東町三丁目1203番６ほ
か

西岡エンタープライズ（有）
大阪いずみ市民生活協同
組合

H22.7.18 1,383

H22.7.21 （仮称）上新電機若江西新町店
若江西新町三丁目１２番１ほ
か

上新電機㈱ 上新電機㈱ H23.3.22 3,450

H23.3.4 （仮称）ニトリモール東大阪 西岩田二丁目１５番ほか ㈱ニトリホールディングス ㈱ニトリ H22.11.5 23,340

H23.3.30 （仮称）万代中小阪店 中小阪三丁目３７番１ほか ㈱万代 ㈱万代ほか H23.12.1 2,057

H23.9.29 （仮称）フレスポ長田（北棟） 長田中二丁目４４番 大和リース㈱ ㈱アルペン H24.5.30 5,153

H23.12.21

（仮称）ホームセンターコーナン東大阪菱
江店2号館
ホームセンターコーナン東大阪菱江店2
号館

菱江３７２番１ほか コーナン商事㈱ コーナン商事㈱ H24.8.22 2,906

H24.1.20 （仮称）フレスポ長田（南棟） 長田中二丁目１番ほか 大和リース㈱ ㈱ライフコーポレーション H24.9.21 3,922

H24.2.16
（仮称）万代下六万寺店
万代六万寺店

下六万寺町二丁目１０９６番１ ㈱万代 ㈱万代 H24.10.17 1,251

H24.8.9 ファッションセンターしまむら六万寺店
下六万寺町三丁目１１９４番３
ほか

（有）日成ホーム ㈱しまむら H25.4.10 1,187

H25.11.25 （仮称）ドラッグコスモス鴻池徳庵店 鴻池徳庵町１２５２番１ほか ㈱コスモス薬品 ㈱コスモス薬品 H26.7.26 1,372

下段は、変更後の名称等
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大規模小売店舗立地法附則第５条第１項

届出日 店舗の名称 店舗の所在地 建物設置者名 主な小売業者の名称

H14.3.13 関西スーパー日下店 日下町四丁目２番６７号 ㈱正聖会
㈱関西スーパーマーケット
ほか

H14.4.18 ライフ高井田店 高井田西六丁目４番ほか （有）昌利
㈱ライフコーポレーション
ほか

H14.4.25 山陽マルナカ東大阪店 西岩田三丁目１１５番地 (株)山陽マルナカ (株)山陽マルナカ

H14.9.26 天正第一ビル 下小阪五丁目２番３５号 天正㈱
㈱西友
合同会社西友

H14.12.12
サカエ瓢箪山店
グルメシティ瓢箪山

瓢箪山町３番２１号
瓢箪山町１１０番地の１他

㈱サカエ
㈱グルメシティ近畿

㈱サカエほか
㈱グルメシティ近畿

H15.2.17 新石切プラザ
弥生町２番４３号
弥生町1415番１他

摂津毛糸工業㈱
㈱マイヨールほか
㈱万代ほか

H15.3.10 近商ストア東花園店 吉田六丁目７１１番２ ㈱近商ストア ㈱近商ストアほか

H15.7.16 布施サティ 長堂三丁目３番３４号 みずほ信託銀行(株) (株)マイカル　ほか

H15.7.22 ㈱万代渋川店 渋川町三丁目９番２５号 ㈱万代 ㈱万代ほか

H15.9.4 ライフ玉串店 玉串東一丁目598番ほか ㈱ライフコーポレーション
㈱ライフコーポレーション
ほか

H15.11.7 イトーヨーカドー東大阪店
吉田下島１番２号ほか
吉田下島１番地１

平和不動産㈱
イトーヨーカ堂
イトーヨーカ堂ほか

H15.11.10 ヴェル・ノール布施 長堂一丁目８８５番地
㈱マイカルほか３３者
イオンリテール㈱ほか３０名

㈱マイカルほか

15,035

2,946

3,320

19,770

店舗面積
㎡

1,395

3,373

5,281

5,880

2,297

大規模小売店舗立地法施行時（平成１２年６月１日）以前から営業している大規模小売店舗が、最初の変更をする場合の届出です。（これによって既存店舗は本法の体系
に組み込まれることとなります。）

16,157

3,525

1,973

H15.12.10 (株)コノミヤ徳庵店 稲田上町二丁目２番１号 (株)コノミヤ (株)コノミヤ　ほか

H15.12.24 ㈱コノミヤ弥刀店 友井三丁目８番２号 ㈱コノミヤ ㈱コノミヤほか

H16.1.30 ㈱コノミヤ若江岩田店 岩田町三丁目９番１号 ㈱コノミヤ ㈱コノミヤほか

H16.2.17 近鉄Hearts 西岩田二丁目１５番地ほか 近畿日本鉄道㈱ ㈱湯川家具ほか

H16.3.19
（仮称）マックスバリュ小阪店
マックスバリュ小阪店

御厨栄町一丁目６番６号
御厨栄町一丁目２１２番地２

イオン㈱
イオンタウン㈱

イオン㈱ほか

H16.3.31
鴻池サティ
イオン鴻池店

鴻池町一丁目８６４番地の８
ほか

(株)マイカル
イオンリテール㈱

(株)マイカル　ほか
イオンリテール㈱ほか

H16.3.31 イズミヤ若江岩田店
瓜生堂一丁目１０番５２号
瓜生堂一丁目２０６番地１

中央三井信託銀行㈱
イズミヤ㈱

イズミヤ㈱ほか

H16.5.26 ライフ友井店 友井五丁目１番１０号 ㈱三協開発 ㈱ライフコーポレーション

H16.6.14
サカエ東鴻池店
グルメシティ東鴻池店

古箕輪一丁目１８番１５号
古箕輪一丁目１８１７番地１他

（有）キタヨシ企画
㈱サカエ
㈱グルメシティ近畿

H19.1.26 ホームセンターコーナン東大阪店
御厨中５０８番４ほか
御厨中二丁目５０８番４他

コーナン商事㈱ コーナン商事㈱

H22.4.7 ファミリータウン御厨
御厨栄町三丁目２７１番地１
ほか

日本有機化学工業㈱ ㈱万代ほか

H23.3.9 ホームセンターコーナン東大阪菱江店 菱江３３９番１ほか コーナン商事㈱ コーナン商事㈱ほか

下段は、変更後の名称等

18,107

14,075

14,486

2,366

1,146

2,356

1,937

2,553

1,994

2,362

9,933

5,000
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布施商店街連絡会の取組みについて

◎立地環境 

布施商店街は東大阪市の西端に位置する市内最大の商業集積地である。大阪市と隣接

し、繁華街である難波までワンアクセス（西へ約５ｋｍ）に位置する。大阪市内への顧

客の流失は、近鉄の難波延伸と東大阪市内の郊外大型店出店と相まって近年著しい。 

それにより、年を追うごとに空き店舗が増加し、周辺の商業環境が悪化し、過去に経

験のない大変厳しい経営状況下にある。 

大店法廃止に伴う規制緩和諸策のため、大型店舗の乱立により、大型店間の競争の激

化や、大型店舗の撤退による消費行動の混乱を招き、その歪みの皺寄せを受けた零細商

店街のより一層の低迷が現実のものとなっているが、布施商店街については、大型店舗

との共存共栄をはかるため古くから努力してきた。 

◎歴史・沿革 

１９８０年代に入って、近鉄布施駅高架事業による大型店舗の出店に伴い、当時とし

てはめずらしく商店街と大型店の合同体「布施商店街連絡会」（結成当時の加盟店数は

約６８３店舗）を結成した。 

その目的は、商業者が一体となり、布施地域の商業発展のための活性化策や地域住民

との連携事業、文化事業を通じて商業集積地の生き残りを賭けた各事業を展開するもの

であり、この理念は、現在まで引き継がれている。 

さらに、布施駅周辺の小売商業者が一致団結して、活性化を図るための事業を生み出

すことが重要であるとの共通認識のもと、平成１３年２月には布施商店街連絡会の法人

化組織「布施商店街事業協同組合」を設立した。※ 

ただ、母体組織である布施商店街連絡会は現在も健在であり、当該協同組合に参加で

きない大型店や中小店舗も包括し、「布施」という地域の存続および一体化のため、主

に販売促進事業を中心に事業を展開している。 

◎布施商店街連絡会のこれまでの取組み 

布施商店街連絡会は、主に販売促進に関わる事業を所掌し、次の事業を展開している。 

 ①商店街「おかみさん会」発足（平成 15 年度～） 

  ・商店街一店逸品運動 

・健康づくりを目的とした商店街「ウォーキングロード」の指定 

・戎福茶会（毎月 10 日） 

 ②布施戎神社を核にした商店街づくりを標榜し、「布施えびす市」の提唱と東大阪市小

売商業活性化先進モデル事業「えべっさんの街布施プロジェクト」の推進（平成 19

年度～） 

③布施戎神社協賛によるミス福娘コンテスト（布施商店街連絡会結成当時～） 

 ④盆踊り大会（当初は、各商店街内でも実施されたが交通広場整備後現在では、北口 

  交通広場で実施。地域と一体化した事業で、地域住民との交流及び商店街活性化に貢 

  献している。） 

 ⑤北口駅前警察官立ち寄り所（派出所）開設事業と防犯カメラ設置事業促進 による安全

資料２
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安心づくり事業等

 ⑥商店街マスコットキャラクター「ふせロボくん」プロジェクト

 ⑦プレミアム共通商品券事業「ニコニコえびす券」事業

 ⑧１００円商店街事業

 ⑨大型店（近鉄百貨店東大阪店ほか）との合同催事（歳末大売出しほか）

※布施商店街事業協同組合について 

設立以降現在まで今後の商店街のまちづくりのあり方と商業集積の生き残りをかけた

事業提案、企画、実現に向けた様々な研修を主に実施し、中心市街地型商業活性化を基

軸にした、まちづくりソフト事業等の実現可能性等についての検証を行っている。 

当事業協同組合の大きな事業成果としては、平成１６年７月に策定した「まちづくり

拠点運営事業」計画書において、商店街隣接の分譲マンションの一階区分を購入し、ま

ちづくり拠点事業とするプロジェクトである。布施の地域性や立地特性を活用し、地域

住民や消費者、商業者等が気軽に集い交流のできるコミュニケーションの場として、ま

たイベント等にも活用できる文化施設スペース（まちづくり発信拠点）として「街の駅 ク

レアホール・ふせ」整備に結実した。 
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集計世帯数 世帯人員 有業人員 世帯主の 消費支出 光　　熱 家　　　具 被　　服 交　　通 その他の エンゲル

年　 　齢 食　　料 住　　居 ・ ・ 及び 保健医療 ・ 教　　育 教養娯楽 係　　数

（ 世帯 ） （ 人 ） （ 人 ） （ 歳 ） 水　　道 家事用品 履　　物 通　　信 消費支出 （％）　１）

全国 平 成 23 年 7,676 3.08 1.33 56.8 282,966 66,904 18,874 21,954 10,070 11,382 12,691 36,509 11,630 29,063 63,889 23.6

東大阪市 平 成 23 年 35 3.26 1.42 51.8      301,567 76,527 17,848 23,749 10,559 13,684 12,740 32,079 12,230 31,165 70,985 25.4

大阪市 平 成 23 年 160 2.98 1.22 55.9      264,034 71,037 23,403 20,041 8,674 10,992 12,140 25,210 13,949 28,654 49,934 26.9

消　　費　　支　　出

実　　　　　　　　　　　額 　（ 円 ）

項　  　　目

主　要　指　標　　（ 二人以上の世帯　　全国 ・ 東大阪市 ・ 大阪市 ・ 堺市 ）

 家計　　調査 

資料３

堺市 平 成 23 年 93 2.97 1.21 58.2      263,025 67,324 11,541 22,188 9,483 9,956 11,592 35,191 7,967 29,168 58,604 25.6

【二人以上の世帯のうち勤労者世帯の所得（実収入）】

全国 平 成 23 年

東大阪市 平 成 23 年

大阪市 平 成 23 年

堺市 平 成 23 年

実収入（実額円）

510,149

470,781

452,149

470,249

資料 ： 総務省統計局 「家計調査」　　（注）　 １）　 エンゲル係数：食料÷消費支出×100　

1
5
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東大阪市における高齢者人口の推移

平成２年 平成７年 平成１２年 平成１７年 平成２２年

518,319 517,232 515,094 513,821 509,533

０歳～１４歳 86,463 75,656 72,750 70,990 62,228

比率 16.7% 14.6% 14.1% 13.8% 12.2%

１５歳～６４歳 381,117 381,319 366,297 345,873 309,366

比率 73.5% 73.7% 71.1% 67.3% 60.7%

６５歳～７４歳 29,652 37,014 47,431 58,827 68,801

区分

総人口

518,319 517,232 515,094 513,821 509,533

49,162 59,715 74,995
94,644

114,601

9.5%

11.5%

14.6%

18.4%

22.5%
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25.0%
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400,000

500,000

600,000

平成２年 平成７年 平成１２年 平成１７年 平成２２年

（人） （％）

総人口と高齢者人口の推移

総人口

６５歳以上人口

高齢化率

資料4

６５歳～７４歳 29,652 37,014 47,431 58,827 68,801

前期高齢者比率 5.7% 7.2% 9.2% 11.4% 13.5%

７５歳以上人口 19,510 22,701 27,564 35,817 45,800

後期高齢者比率 3.8% 4.4% 5.4% 7.0% 9.0%

６５歳以上人口 49,162 59,715 74,995 94,644 114,601

高齢化率 9.5% 11.5% 14.6% 18.4% 22.5%

資料：総務省統計局　「国勢調査」
各年１０月１日現在
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コンビニエンスストアの状況について 

■全国のコンビニエンスストアの店舗数推移 

 平成２５年１１月時点 

 店舗数   49,146 店 

 年間店舗売上高 9 兆 3860 億円（税別） 
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店舗売上高（税別）（単位：１０億
円）

※注記

・店舗数はその年の１２月のもの（ 2013年については１１月のもの）

・売上高についてはその年の１月～１２月までの年間売上高

・数値はいずれも全店ベース（営業中の店舗）

・調査対象はＪＦＡ正会員コンビニエンスストア１１社（ただし２

０１０年より㈱エイエム・ピ－エム・ジャパンを除く１０社）㈱コ

コストア、㈱サークルＫサンクス、㈱スリーエフ、㈱セイコーマー

ト、㈱セブン-イレブン・ジャパン、㈱ファミリーマート、㈱ポプラ、

ミニストップ㈱、山崎製パン㈱デイリーヤマザキ事業統括本部（㈱

デイリーヤマザキ）、㈱ローソン、㈱エイエム・ピーエム・ジャパ

ン 

・（社）日本フランチャイズチェーン協会ＪＦＡコンビニエンスス

トア統計調査月報より作成 

資料６ 
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■東大阪市内のコンビニエンスストア 

 １９２件（i タウンページ調べ） 

・ ローソン  ４７件 

・ セブンイレブン ４１件 

・ サークルＫ  １５件 

・ サンクス  １５件 

・ ファミリーマート ５０件 

・ ミニストップ   ９件 

・ その他   １５件  

■自治体とコンビニチェーン店の包括連携 

 包括的協定の主な内容 

 ①地域産品の活用②地域情報の発信③地域の安全安心④子供・青少年の

健全育成⑤高齢者・障害者の支援⑥健康増進・食育⑦地域活性化など 

 （具体例 大阪ミュージアム構想パンフレットの設置、帰宅困難者支援

など） 

 ○大阪府と包括的協定を結ぶコンビ二エンスストア 

・ 包括連携に関する協定  株式会社ローソン 

・ 連携と協力に関する包括協定 株式会社サークルＫサンクス 

・ 地域活性化包括連携協定 株式会社セブン-イレブン・ジャパン 

・ 包括連携に関する協定  株式会社ファミリーマート 
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飲食店と小売店等との連携について 

■飲食業数 

 ・商店数 

平成１９年商業統計調査 

  東大阪市内の小売業総数 4,423 店 

 ・飲食店数 

  平成１８年事業所・企業統計調査結果 

  東大阪市内の一般飲食店 2,173 店 

  東大阪市内の遊興飲食店 1,153 店 合計 3,326 店 

■飲食店と小売店等との連携事例 

 ○ディアモールカフェ（ディアモール大阪） 

  ディアモール内で 2,000 円のお買いものごとにチケットを発行し、利

用対象飲食店舗で使えるお得な特典（コーヒー、紅茶等）と引き換える

ことができる。 

 ○立川つまみぐいウォーキング（立川市商店街連合会） 

  市内の商店街の逸品、イチオシ商品をつまみながら、市内南北（東西）

に連なる商店街をまわりながら歩くイベントを実施。 

 ○街コン 

  複数の飲食店を借り切って、１００名以上の同数の男女が飲食店を食

べ飲み歩き、はしごをしながら、会話を楽しみ合コンするイベント。当

初は、飲食店や地域の活性化を目的に地元の商店主やまちづくり関係者

が中心に開催していたが、イベント業者等が主催するイベントも増加。 

 ○まちバル 

  地域の飲食店が自慢の料理一皿とワンドリンクを用意し、お客さんが

それらのお店を安価ではしごするという飲み・食べ歩き事業。 

 ・函館西部地区バル街【資料２】 

・伊丹まちなかバル【資料３】（説明資料動画上映 約１１分） 

資料７ 
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※物販店も参加するバル 

  ・もりやまバル（滋賀県守山市） 

 ※大阪府下でのバル（一部） 

1. 水都大阪フェス 2013 大阪水辺バル（天満橋、北浜・淀屋橋、中

之島 GATE、東横堀、道頓堀、大正） 

2013 年 10 月 12 日～26 日（土） 

2. 服部はっぴー！バル（豊中市） 

2013 年 11 月 9 日（土） 

3. たかつきバル（高槻市） 

2013 年 11 月 10 日（日） 

4. 天の川バル（枚方市） 

2013 年 11 月 14 日（木）～17 日（日） 

5. バルフェスタいばらき（茨木市） 

2013 年 11 月 23 日（土）、24 日（日） 

6. 八尾バル（八尾市） 

2014 年 3 月 1 日（土） 

7. ガジバル（堺市） 

2014 年 3 月 6 日（木）7 日（金）8 日（土） 

8. 野田・福島合体バル（大阪市福島区）  

2014 年 5 月 17 日（土） 

 ■市内で開催されているバルイベント 

○なのはなバル 

 開催場所：小阪駅・八戸ノ里駅周辺 

 開催日と参加店：第１回 2013 年 3 月 3 日（日） ４８店舗 

          第２回 2014 年 3 月 16 日（日） ６９店舗 

  チケット金額と発行数：第１回 3,500 円（前売 3,000 円） 

             1,000 冊 

第２回 3,500 円（前売 3,000 円） 

1,500 冊 

   あとバル・・・当時以降の日に飲食店と小売店等で券が使用できる 

○ワンコインバル（こさか JAZZ ストリート×なのはなバル） 

 開催場所：小阪駅・八戸ノ里駅周辺 

 開催日と参加店：2013 年 10 月 13 日（日） ３７店舗 

 参加方法：缶バッチ（１個 500 円）を購入するとバルに参加できる 
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○布施えびすバル 

  開催場所：布施駅周辺 

  開催日と参加店：2013 年 9 月 28 日（土） １００店舗 

  チケット金額と発行数：3,500 円（前売 3,000 円） 

                      2,000 冊（売上冊数 1,907） 

  みやバル・・・当日飲食以外に布施みやげを購入できる 

  結果 チケット回収数 8,748 枚【91.7％】（参考：1 冊 5 枚綴り） 

     来場者地域  

東大阪 60％ 大阪市 22.9％  大阪府下 8.3％  

奈良県 3.5％ 兵庫県 1.2％ 

認知方法  

口コミ 21.7％ 参加店舗 19.1％ ポスターチラシ 17.7％ 

ＨＰ9.1％ Facebook8.5％ 新聞チラシ 4.8％ ぱど 4％ 

その他 12％（友人紹介等） 

満足度  

大変満足 49.2％ 満足 46.5％ 不満 0.8％  

大変不満 0.3％ 未回答 3.2％ 

■バルの効果 

 ・店にとって、新規顧客獲得のチャンスの場。 

・街にとって、①大勢の人が集まる②お客さんが街を回遊する③まちの

一体感を生み出す④まちづくりの主役が若返る⑤まちのイメージアッ

プにつながる。 

 ・お客さんにとって、普段行かない店に入れる、色々なお店が回れる。 

参考図書：１００円商店街・バル・まちゼミ 長坂泰之編著 学芸出版社 
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函館西部地区バル街について

1. 経緯

平成１６年２月に開催された「２００４スペイン料理フォーラム in HAKODATE」

のイベントの一つとして飲み歩きの催しが行われた。函館市西部地区の２５店の飲食

店の協力で行われ、４００人を超す参加者により大盛況で終了した。再度、実施を希

望する声が多くあり、実行委員会が作られて第２回以降を単独イベントとして実施す

ることからスタートした。

2. 実施状況（開催日・参加店舗数）

第 １回 2004 年 2 月 16 日（月） ２５店舗

第 ２回 2004 年 10 月 15 日（金） ３７店舗

第 ３回 2005 年 3 月 9 日（水） ４１店舗

第 ４回 2005 年 9 月 27 日（火） ４４店舗

第 ５回 2006 年 4 月 16 日（日） ５０店舗

第 ６回 2006 年 9 月 12 日（火） ５３店舗

第 ７回 2007 年 4 月 24 日（火） ５６店舗

第 ８回 2007 年 9 月 9 日（日） ５９店舗

第 ９回 2008 年 4 月 18 日（金） ６０店舗

第１０回 2008 年 9 月 7 日（日） ６１店舗

第１１回 2009 年 4 月 19 日（日） ６４店舗

第１２回 2009 年 9 月 11 日（金） ６６店舗

第１３回 2010 年 4 月 23 日（金） ６３店舗

第１４回 2010 年 9 月 12 日（日） ７４店舗

第１５回 東日本大震災で中止（チャリティーイベントに切り替え）

第１６回 2011 年 9 月 9 日（金） ６５店舗

第１７回 2012 年 4 月 22 日（日） ７６店舗

第１８回 2012 年 9 月 7 日（金） ６９店舗

第１９回 2013 年 4 月 19 日（金） ６７店舗

第２０回 2013 年 9 月 8 日（日） ７２店舗

第２１回 2014 年 4 月 20 日（日） ７６店舗

3. 経費とその調達方法

 当初より行政からの支援（補助金）を受けずに実施

 収入：チケット換金差額

 費用：ポスター・マップ印刷費、アルバイト代、イベント用電車バス代金など

資料８
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4. 実施体制

・主催 函館西部地区バル街実行委員会

  １２名の有志メンバーとイベント時２０名～２５名のアルバイトで構成

5. その他

・マンネリ化への対策

    特に対策は講じていないが、新規参加店の開拓、地域外店舗の出店要請、協賛イ

ベントの受け入れなどに努めている。

・質の維持について

    参加の申請があれば、すべて参加できる訳でなく実行委員会の方で審査して判断

している。
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伊丹まちなかバルについて

1. 主催 伊丹中心市街地活性化協議会

2. 開催状況 第１回  2009年 10月 17日（土）
第２回  2010年 5月 22日（土）
第３回  2010年 9月 19日（日）
第４回  2011年 5月 21日（土）
第５回  2011年 11月 12日（土）
第６回  2012年 5月 19日（土）
第７回  2012年 10月 20日（土）
第８回  2013年 5月 18日（土）
第９回  2013年 11月 2日（土）
第 10回 2014年 5月 17日（土）

3. 参加店数と売上冊数

第１回 ５４店  1,500冊
第２回 ８０店  2,300冊
第３回 ８２店  2,400冊
第４回 ９３店  3,000冊
第５回 ９９店  3,100冊
第６回 ９１店  4,100冊
第７回 ９５店  4,400冊
第８回 １０７店 5,400冊
第９回 １０５店 5,000冊
第１０回 １１２店    資料作成時実施中

4. 経費とその調達方法

・収入 県の「まちのにぎわいづくり一括助成事業」より５０万円の助成（初回のみ）

マップは無料配布の為、売上があっても補助金返還対象とならなかった。

  チケット代金の一部を運営費（※１）として徴収。

   ※１ 次回のバル事業の経費にも充当している。

・支出 マップ・チケット・ちらし・ポスター印刷費、いたみタウンセンターの事務

費・広告宣伝費・オトラクの実施費用（第 1回目はなし）
・前回の換金差額で次回の運営費を捻出。２回目補助金等の金銭的支援を受けていな

い。

資料９
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5. 実施体制

「伊丹まちなかバル」は店主、NPO法人、行政、商工会議所が関わっている。伊丹市
中心市街地活性化協議会の事務局NPO法人いたみタウンセンター（事務局長とアルバ
イト２名）が実行委員会の事務のすべてを担う。市と会議所が会議の出席や準備の手

伝いを手分けして行うほか、前日には 4 名ずつ、当日には６名ずつ現場の運営に協力
している。その他、多くの市民ボランティアも活躍している。

6. バルサミットについて

2009年の伊丹での第 1回開催以降、近畿地区では多くの地域でバルに取り組まれてい
ます。そこで、バルを開催した地域、これから開催しようとする地域の相互の情報交

換を目的として、『近畿バルサミット』が開催され、『近畿バルネットワーク協議会』

を発足。

7. その他

・伊丹まちなかバルと同時に開催されるイベント

 伊丹オトラクな一日（音楽イベント）街角、軒先、店内等で演奏

・マンネリ化への対策

   音楽イベントの開催、お酒のふるまい、プレゼントが当たる抽選会の実施（第１０

回は伊丹の地酒１００本プレゼント）

・質の維持について

   参加店舗の審査なし 各店舗の料理の質は店へ直接帰ってくるので実行委員会とし

てはがんばってほしいと伝えている 店から相談があった時は助言を行っている

・兵庫県まちのにぎわいづくり一括助成事業補助金

▽補助要件

  ・補助対象地区（被災市内において、以下のどちらかの要件を満たす地区）

    ・補助対象者（被災地域内に活動の本拠を置き、まちのにぎわいづくりを主体的

かつ継続的に推進できると認められる団体）

    ・補助対象事業（地域の特色に応じたまちのにぎわいづくりにつながる新しい取

り組みであり、対象事業項目のいずれかにあたる事業）

   ア：地域内の複数の団体が連携し、地域全体を巻き込んで実施される事業

   イ：大学との連携、企業等の協賛が見込まれる事業

   ウ：地域の将来を考え、現状を変革するきっかけとなるような事業

   エ：少子・高齢化や環境問題等、地域の抱える課題の解決が期待できる事業

   オ：地域資源を掘り起こし、それを活用して地域の再生を図ろうとする事業

  ・補助限度額（1事業当たり 10,000千円）
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 東大阪市中小企業振興会議 

地域商業の魅力と活力の再生検討部会の開催経過 

平成２５年１１月５日（火）第１回地域商業の魅力と活力の再生検討部会 

    ○商店街と大型店の連携について 

平成２６年１月２９日（水）第２回地域商業の魅力と活力の再生検討部会 

    ○商店街とコンビニエンスストアとの連携について 

    ○「商店街と地域との連携のあり方」中間報告についての検討

平成２６年６月４日（水）第３回地域商業の魅力と活力の再生検討部会    

○商店街と飲食店（まちなかバル）の連携について 

平成２６年７月１６日（水）第４回地域商業の魅力と活力の再生検討部会 

○「商店街と地域との連携のあり方」最終報告書 (案)についての検討 
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平成２７年５月現在

役職 委員氏名 役職等

部会長 中嶋　嘉孝 大阪商業大学総合経営学部 准教授

委員 太田　浩司 株式会社近鉄百貨店東大阪店 店長

委員 大西　由起子 東大阪観光協会 会長

委員 角井　勝美 光輝物流株式会社 代表取締役社長　

委員 寺尾　昇三 センター建設株式会社 代表取締役会長

委員 平井　良彦 東大阪市小売商業団体連合会 会長代行

委員 矢沢　文浩 株式会社商工組合中央金庫東大阪支店 支店長

委員 脇田　恒夫 公募委員 

※順不同、敬称略

　東大阪市中小企業振興会議
　地域商業の魅力と活力の再生検討部会委員名簿
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「地方における観光による経済活性化」について 

平成２７年６月 

東大阪市中小企業振興会議  

地域商業の魅力と活力の再生検討部会 
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１．はじめに  

まず、現在の本市の商業が抱える主な課題として、 

●経営基盤の近代化の遅れと消費者ニーズへの不適合による小規模店の減少 

●経営者の高齢化と後継者難による廃業（地域商業の衰退） 

●商店の組織力の低下 

●異業種からの進出 

●商業集積地域への客足の減少 

●大型商業施設による商業環境の変化 

●市内業者の受注機会促進の必要性 

などが挙げられる。 

このような状況にある中、とりわけ人口減少と高齢化は、構造的かつ根幹的な問題と 

なっており、地域内需の縮小という大きな課題をもたらしている。 

（１）国内ならびに市内の総人口推移等について 

平成２２年以降の国内総人口の減少割合は拡大しており、東大阪市の人口について 

も、平成２２年に増加に転じてはいるが平成２３年以降減少傾向にある。（図 1,2） 

（２）国内総人口ならびに東大阪市の人口に占める老年人口の割合について 

ここでいう老年人口の割合とは、国内総人口のうち６５歳以上が占める割合を指す。 

平成２５年には、２５％を越え、４人に１人が６５歳以上という状態に入っている。

国内総人口と同様に、東大阪市も老年人口の割合は上昇傾向にあり、４人に１人が 

６５歳以上という状態になっている。(図 3,4) 

２．国内及び本市における観光動向について 

（１）国内旅行者数の動向について 

平成２５年においては、日帰り旅行は延べ 2億 1,155 万人、宿泊旅行については、 

１億 8,191 万人となっており、近年増加傾向にある。平成２５年の国民一人あたりの

国内宿泊観光旅行回数は、1.43 回、国民一人あたりの国内宿泊観光旅行泊数は 2.35 泊

となっている。(図 5,6) 

（２）観光の経済波及効果について（観光による経済活性化を検討する意義について） 

おりしも、平成 27年 3月には、本市の花園ラグビー場でのラクビーワールドカップ 

2019 の開催が決まり、国内はもとより国外からの来訪が増えることが予想される。 

観光庁が発表する「旅行・観光産業の経済効果に関する調査研究」（2013 年度版） 

によると観光産業がわが国にもたらす直接的な観光消費額はおおよそ 23.6 兆円とされ

ている。そして、この観光消費がもたらす経済波及効果は、国内全体で 48.8 兆円、付

加価値誘発効果 24.9 兆円、雇用誘発効果 419 万人にのぼるとされる。そして、産業別

の生産波及効果みると、商業は、旅館・その他宿泊所、飲食店に次ぐ、第３位となっ

ている。(図 7,8) 
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つまり、高い生産波及効果をもたらす観光産業

によって縮小する内需に対して、外需を取り込む重要な産業

図１：国内の総人口の推移

図２：東大阪市の人口の推移 

波及効果をもたらす観光産業のうち、商業分野は、人口減少・高齢化

によって縮小する内需に対して、外需を取り込む重要な産業の一つとなっている

＜総務省 統計局 人口推計 長期時系列データ＞

＜東大阪市統計書 各年１０月１日時点＞

は、人口減少・高齢化

となっている。 

長期時系列データ＞

各年１０月１日時点＞
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図３：国内総人口に占める老年人口の割合

図４：東大阪市の人口に占める老年人口の割合

図３：国内総人口に占める老年人口の割合

図４：東大阪市の人口に占める老年人口の割合

＜総務省 統計局 人口推計＞

＜東大阪市人口統計表 各年 9 月末時点＞

人口推計＞

月末時点＞
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図５：国内宿泊観光旅行の回数及び宿泊数の推移

図６：国内日帰り宿泊観光旅行延べ人数

国内宿泊観光旅行の回数及び宿泊数の推移

国内日帰り宿泊観光旅行延べ人数

＜観光庁 旅行消費動向調査 ※２０１３年は暫定値＞

＜観光庁 旅行消費動向調査 ※２０１３年は暫定値＞

※２０１３年は暫定値＞

※２０１３年は暫定値＞
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図７：観光消費がわが国にもたらす経済波及効果

（出典：「旅行・観光産業の経済効果に関する調査研究」（2013 年度版））

図８：産業別にみる観光消費の生産波及効果

（出典：「地域観光の地域自立型産業への展開に向けて」、２００４、（公財)日本交通社およ

び釧路公立大学地域経済研究センター）
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３．本部会での議論の流れ 

これらの考察をふまえ、「地方における観光による経済活性化」については、平成 25

年度より立ち上げた「中小企業振興会議 地域商業の魅力と活力の再生検討部会」の第 5

回検討部会（平成 27 年 2月 2 日開催）と第 6回検討部会（平成 27 年 5 月 21 日開催）の

2回にわたって検討をしてきたところである。 

第 5 回：「地方における観光による経済活性化」について① 

第 5 回検討部会（平成 27 年 2 月 2 日開催）においては、ラグビーワールドカップ 2019

の開催都市の決定が目前に迫っていたこと（平成27年3月2日に開催都市として正式決定）

や、平成 25年 4 月に大阪の観光を戦略的に推進する組織として、新たに大阪観光局が設立

されたこと、海外から来日した外国人旅行客の国内消費（インバウンド消費）に伴う内需

拡大への対応など、これからの地域商業の活性化を語るうえで密接不可分な関係になりつ

つある観光産業の動向と、それに伴う小売商業・地域商業の活性化についての注目度が高

まっていたことから、「地方における観光による経済活性化」を検討テーマに議論するこ

ととなった。 

第 5 回の部会においては、株式会社 JTB 西日本と一般社団法人大阪モノづくり推進協会

よりアドバイザーを招き、旅行業界から見た観光産業の動向や、外需獲得産業としての観

光ステータスの向上、訪日外国人客の動向とインバウンド観光の高い効果等の紹介を受け

た。 

JTB 西日本からは、旅行・観光消費動向調査（観光庁）結果を用い、日本の旅行の直接消

費額、生産波及効果額、雇用創出効果から、ツーリズム産業は旅行業、観光施設、それを

サポートする会社、小売業、農林水産業、広告業まで含まれる非常に裾野の広い産業であ

り、近年非常に注目を浴びている産業であるとの紹介があった。 

地域の側から見れば、客をいかに連れてくるか、吸引するかが課題であり、人口減少社

会において地域の人口が１人減ると消費も 1 人分減ることになるため、減った分を他地域

から引っ張ってくる、すなわち交流人口を増やしながら、なおかつ消費してもらえる仕組

みづくり、仕掛けづくりが極めて重要な視点となる。 

さらに、訪日外国人旅行者数が 2013 年に年間 1,000 万人を突破、2014 年には 1,300 万人

を超え、国の目標である「2020 年、2,000 万人」はかなり前倒しで達成できるのではない

かとの予測である。 

隣接市である大阪市においても、観光施設や中心商店街を含む商業施設、宿泊施設等に

外国人旅行客が年々増加していることや、ラグビーワールドカップ２０１９開催を控えて

いる本市の置かれている状況を鑑みると、今後旅行業だけに留まらず、小売業や飲食業な

どの商業関係者も外国人を受け入れる仕組みを早急に創っていく必要がある。 

大阪モノづくり推進協会からは、「モノづくり」と「人」を本市の最大の観光資源とと
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らえ、地域を元気にするモノづくり観光プログラムの立ち上げまでの紹介があった。 

町工場見学や修学旅行生を中心に事業を立ち上げ、今では 7,000 名が全国から来られて

おり、今後は「モノづくり」を軸に個人向け旅行商品や外国人向けのプログラム開発も企

画しており、積極的に発信していくとのことであった。 

他に、東大阪観光協会のイベント取組み等の事例も確認しながら、本市における観光の

魅力や観光振興の必要性、また、本部会のテーマである「商業への効果的な波及」方法等

について、委員間で情報交換、意見交換した。 

東大阪観光協会からは、市の魅力をアピールする、特産品を販売する情報発信拠点とし

ての機能を発揮するための東大阪物産観光まちづくりセンターや、ラグビーのファンづく

りを兼ね合わせた恋活イベントやまちあるきイベントの開催、観光資源を周遊するバスツ

アーの開催など、観光資源を活用した取り組み事例の紹介があった。 

東大阪市はいまだ相対的に観光地という認識が低いと思われているものの、先述のモノ

づくり観光推進協会や東大阪観光協会の取り組みに留まらず、花園ラグビー場や、金剛生

駒紀泉国定公園、石切神社や枚岡神社などの歴史的資源、観光資源を数多く有しており、

ラグビーワールドカップ 2019 開催を控えるなか、それらをどう掘り起こし、つなげ、アピ

ールするか、また、観光消費をどう市内地域商業へ波及させ、経済の好循環を構築してい

くための工夫が求められている。 

そのためには、まずは現状把握が重要であり、本市への来訪者の属性調査等、観光統計

データの蓄積が求められている。 

さらには、滞在時間や回遊性を高めるため、観光資源をつなぐ観光ルートの作成が必要

であり、観光振興を先導するカリスマ的な「人づくり」、観光に関連する事業者や関係者

を推進していく「組織づくり」、観光を本市産業振興の主要な軸のひとつに据える「ビジ

ョンづくり」が重要となってくる。 

とりわけ組織づくりにおいては、今ある観光関連団体を１つに束ねる必要はなく、当事

者が集えるプラットフォームを設け、コーディネート機能を行政が担っていくことが望ま

しい姿といえる。 
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第 6回：「地方における観光による経済活性化」について② 

第 6 回検討部会（平成 27 年 5 月 21 日開催）においては、第 5 回検討部会において出さ

れた意見をふまえて現状課題とされた、人口減少、高齢化による域内（内需）縮小による

外需取込みの必要性、ラグビーワールドカップ 2019 本市開催に向けての外国人対応の必要

性、観光振興に向けての戦略的ビジョンづくり、人づくり、組織づくりの必要性を解決す

るための地方における観光による経済活性化策として、観光消費額の向上と域内循環力強

化という二つの観点を軸に意見交換を行った。

域内循環とは、外需拡大の好影響をより多くの産業にもたらすための取組みで、観光客

が多くの消費を行ってもそれが地域外に漏出してしまえば経済波及は生まれないため、地

元産の食材使用（地産地消）や、地元産の土産の提供によって観光消費を効率的に地域経

済に結び付けるとともに、産業（1 次産業～3 次産業）間での連関力を高めていくことを目

的としている。

一般社団法人大阪モノづくり観光推進協会、瓢箪山中央商店街振興組合、東大阪市役所

から花園ラグビーワールドカップ2019推進室をアドバイザーとしてお招きし、花園ラグビ

ーワールドカップ2019推進室の「ラグビーワールドカップ開催によって期待される効果に

ついて（開催都市プロモーション効果、経済波及効果、地域活性化）」、瓢箪山中央商店街

振興組合が取組みを検討している「外国人対応環境整備による外需取り込みに向けた動き

について」、東大阪観光協会が取り組んでいる「イベント時の地元商店との連携や、『地

産地送運動』を通じた経済活性化に向けた取組みについて」、東京都大田区が取り組んで

いる「訪日外国人旅行者受入環境整備事業について」など、それぞれの団体が実施する観

光推進による具体的な経済活性化に向けた取組み事例の確認と委員間での意見交換等を行

った。 

観光消費額の向上と域内循環力強化のためには、ターゲットの明確化や細分化を通じた

訴求力の強化、個別に活動をしている各団体を行政が間に入って有機的につないでいく必

要性があること等を確認した。 

図９：観光消費の経済波及効果を構成する３つの指標
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（図９，１０出典：「観光消費を源とする地域経済活性化の道筋を探る」,2015,(公財)日本交

通社））

図１０：観光消費を基点とするお金の流れ

サービス業

（第三次産業：観光客のお金を直接受け取

る機会が比較的高い業種）

×

農林水産業

（第一次産業：原材料等調達先①）

×

製 造 業

（第二次産業：原材料等調達先②）
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４．おわりに（本部会まとめ） 

 本部会のテーマであった「地方における観光による経済活性化について」について、2回

の部会で議論した結果、観光による経済活性化のためには、まずビジョンづくり・組織づ

くり・人づくりが必要であることに加え、ターゲットの明確化や細分化を通じた訴求力の

強化、個別に活動をしている各団体を行政が間に入って有機的につないでいく等「マグネ

ット的役割」を行政が担う必要性があることを確認した。 

 本市の潜在的な観光客を図る参考数値として、毎年年末年始に花園ラグビー場で開かれ

る全国高等学校ラグビーフットボール大会があげられる。この大会には毎年平均で 8 万人

が来場している。これらの来場者を迎えるだけの資源が本市にはあることを再認識し、4年

後に迫ったラグビーワールドカップ 2019 に向けた観光の要素を取り入れた地域商業の活性

化が必要といえよう。 

５．その他参考について 

●資料 1：観光による商業活性化事例 

下の図１１のような旧来型の観光資源ではないものに着目した先進的な活性化事例につ

いて２つ紹介する。 

まず、人口規模、立地環境（大阪市の隣に位置）、鉄道が東西に通過するなど、本市と

似た環境にあるといえる兵庫県尼崎市の例ⅰである。 

尼崎市も本市と同様、観光資源に乏しい都市といえる。この尼崎市において、大きな力

を発揮しているのが TMO 尼崎と尼崎市である。 

TMO 尼崎は、尼崎中央・三和・出屋敷商業地区まちづくり協議会という商店街のまちづく

り組織からスタートした株式会社である。TMO 尼崎は、食品を中心に「尼崎で作られたもの、

尼崎でしか買えないもの、アマにこだわった製品や商品、技術や人」をコンセプトにさま

ざまなものを、「メードイン尼崎」として認定している。 

TMO 尼崎は、それらのメードイン尼崎の販売店(4 店、阪神尼崎店・JR 尼崎店・阪急塚口

店・三和商店街店)の運営、観光情報を盛り込んだガイドブックの作製、物産展の実施など、

尼崎市及び市の産品の情報発信と販路拡大のための活動を推進している。 

図１１：観光資源の分類 

自然資源 人文資源 人文資源Ⅱ(昭和以降) 

山岳、高原 史跡 近代建築物 

原野・湿原 社寺 近代景観 

湖沼・峡谷 城跡 近代橋・近代公園 

海岸・岬 歴史景観 動植物園・博物館 

動物・植物 年中行事・歴史的建築物・石碑 テーマパーク 

 出所)日本交通公社編『観光地経営の視点と実践』、丸善出版、2013 年、6頁。 
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写真１ メードイン尼崎ショップ 阪神尼崎店 

尼崎市は、TMO 尼崎の動きに反応し、2012 年からシティプロモーション推進部・都市魅

力創造発信課を開設している。この課は、毎年、観光ガイドブック「あまらぶ」の発行、

JTB 西日本や阪神電鉄とタイアップした尼崎市の紹介、アニメ忍たま乱太郎の作者が尼崎市

出身ということで登場人物のスタンプラリー等を実施している。また 2013 年には、尼崎市

と同様の条件におかれた市町村の観光振興を議論する「シティプロモーションサミットⅱ」

を実施し、積極的に学習活動も行っている。 

次に、既存の地域資源を観光資源に変えた大分県豊後高田市の事例を紹介する。 

豊後高田市は、大分県の国東半島の付け根に位置する人口 2万 3,000 人の都市である。 

この豊後高田市には、年間 30 万人超を集める「昭和の町」が存在するⅲ。「昭和の町」で

ある新町通り商店街は、1965 年(昭和 40年)に大分交通宇佐参宮線が廃止され、豊後高田駅

がなくなり、またモータリゼーションの発展により、急速に活気が失われた。 

そこで、豊後高田市は、大手広告代理店に依頼し、活性化案の策定を依頼したが、どれ

も箱モノばかりで、多額の資金を要するものばかりであった。そこでこの商店街の歴史を

見直すと、300 年の歴史を有していたが、お城の周辺に形成される城下町、または小京都や

門前町、寺内町などの風情はなかった。しかし商店街内の各店舗は、駅が廃止される前後

に建てられ、現在からみると少し昔のイメージすなわち昭和を連想される建築ばかりであ

った。これらに目をつけた 2000 年代から、建築物の保存に努め、かつての農業用倉庫を 2002

年には「昭和ロマン蔵」として改装し、駄菓子屋の夢博物館、絵本美術館、レストランと

して再活用し、集客を行っている。 

これらの取り組みは、中小企業庁により「がんばる商店街 77 選」に認定されている。 
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写真 2 豊後高田市新町通り商店街

●資料２：大阪府下における観光客数と東大阪市の観光客数との比較 

大阪府のデータによると、大阪府内各地域別観光客数の割合は以下である。

図１２：2010 年 大阪府内各地域別観光客数の割合

出所)大阪府府民文化部都市魅力創造局国際交流・観光課「平成 23 年版大阪府観光統計調査」

8 頁、2013 年。

http://www.pref.osaka.lg.jp/attach/3696/00000000/H22houkoku[HP].pdf' 

 大阪府全体の観光客数 1 億 5,683 万人のうち、本市も属する東部大阪地区(守口市、枚方

市、寝屋川市、門真市、大東市、四条畷市、交野市、八尾市、柏原市)の観光客数は 630 万

人である。この数値は大阪府下の他地区との比較においては下位に位置づけられている。

そのため、本市においては観光資源は乏しく、観光地と呼べるものは少ないとされていた。  

しかし近年では、東大阪観光協会等の観光振興団体が観光資源の掘り起こしを行い、地

域を回遊するまち歩きツアー等が盛んに行われている。

北大阪

9%

東部大阪

4%

南河内

3%

泉州

10%

大阪市

74%

北大阪

東部大阪

南河内

泉州

大阪市
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図１３：平成 26年度の東大阪観光協会実施イベント実績
日程 イベント名 参加人数

10月 11日 「ラグビーの聖地花園で恋活しませんか」

バスツアー

16人

11月 2日 「若江岩田まち歩き―大坂夏の陣跡を訪ねる―」 73人
12月 5日 「大坂夏の陣周遊バスツアー」 44人
2月 5日 「大坂夏の陣周遊バスツアー」 46人
3月 14・15日 「小阪・八戸ノ里周辺まち歩き―菜の花忌で春の訪れ

を楽しむ」

72人

出所)東大阪観光協会・東大阪市経済部商業課提供資料

このうち観光協会主催のまち歩きツアーについては、地元住民によるボランティアガイ

ドによって行われていることも大きな特徴といえる。このボランティアガイドは、観光協

会が地元住民を主な対象としてまちガイドボランティア講習を開催し、ガイドを養成して

いるもので、ガイドは、まち歩きイベントにおいて日々生活するまち、すなわち地元を、

イベントに参加した住民や他市からの来訪者に向けて案内している。これらのコースに地

元商店や飲食店を組み入れていることは、地域商業の活性化に貢献するものであるといえ

る。

また、本市の大きな特徴である、日本で最も集積しているといわれる中小企業を中心と

したモノづくりの現場を見て体験する「モノづくり観光（産業観光）」のとりくみがあげら

れる。

産業観光を日本に広めたといわれる元 JR 東海須田寛社長は、「産業観光は人文社会観光
に含まれる。産業文化財を収蔵・展示する博物館・産業資料館や工場などを含む産業施設

を中心とし、総合資源とされる都市・農山村やその景観など多岐にわたる。」としているⅳ。

 よって本市には多くの資源があるところであり、実際に先述のとおり一般社団法人大阪

モノづくり推進協会がモノづくり観光を積極的に推進しているところである。
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図１４：旅行市場区分

市場区分 定義 国内シェア％

観光レクレ

ーション

個人的な楽しみのための観光旅行。スポーツ旅行。旅行

会社のパック旅行に参加した場合も含む。

52.2 

帰省や家事

のための旅

行

帰省や冠婚葬祭関連の旅行 17.2 

組織が募集

する旅行

町内・農協・郵便局・サークルなどが募集する旅行 3.6 

出張や業務

旅行

打ち合わせや会議、視察目的の旅行 16.2 

会社がらみ

の団体旅行

職場旅行や招待、報償旅行 3.4 

出所)日本交通公社「旅行年報 2014」、2014年、日本交通公社、10頁。

産業観光は上記の区分においては、中高生向けの修学旅行はもちろんのこと、出張や業

務旅行、会社がらみの団体旅行に該当する。これらの分野は、まだ拡大の余地があるとさ

れるMICEとして注目されている。MICEは、Meeting(企業等の会議)、Incentive tour(企
業等が実施する報奨・招待旅行)、Convention(国際会議)、Event(イベント)の頭文字をとっ
たものである。これらの開催には、エクスカーションと呼ばれる日々の業務や研究などの

糧となるようなものを視察し、勉強するプログラムが実施されることが多く、これらの取

り込みを拡大する必要があるといえる。

i

i )尼崎市：人口 446,286人(2015年 5月 1日現在)、北から阪急神戸線、JR神戸線、阪神本
線が通過
ⅱ)第 2回を神奈川県相模原市、第 3回を青森県弘前市で開催予定。
ⅲ)『日本経済新聞』 2015年 3月 21日。
ⅳ)須田寛『新産業観光』交通新聞社、2009年、13頁。

188



参 考 資 料

189



全国の観光産業事業所の状況 資料1

（支払先地域）
・観光産業事業所（法人経営）による「仕入・材料費又は外注費」の支払先合計は３２．９兆円。
支払先地域構成を見ると、「事業所が位置する市区町村内」が２２．３％、「都道府県内」が３８．８％、
「他の都道府県」が３５．０％。

・特に、主な事業を「宿泊事業」と回答した事業所は市区町村内への支払先割合が５０．０％と高い。

（百万円）

市町村内 都道府県内 他の都道府県 海外（輸入） 不詳
全事業 32,864,031 7,319,215 12,765,992 11,496,097 546,335 736,392

構成比 100.0% 22.3% 38.8% 35.0% 1.7% 2.2%
小売業 25,570,229 4,787,888 10,608,210 9,350,797 406,588 416,745

構成比 100.0% 18.7% 41.5% 36.6% 1.6% 1.6%
旅客運送事業 1,378,085 437,294 197,176 539,778 1,903 201,934

構成比 100.0% 31.7% 14.3% 39.2% 0.1% 14.7%
駐車場事業 11,658 6,120 2,589 2,914 35 0

主な仕入・材
料費、外注費

支払先地域

観光産業事業所による仕入・材料費または外注費の支払先

駐車場事業 11,658 6,120 2,589 2,914 35 0
構成比 100.0% 52.5% 22.2% 25.0% 0.3% 0.0%

物品賃貸事業 148,561 61,332 74,002 13,227 0 0
構成比 100.0% 41.3% 49.8% 8.9% 0.0% 0.0%

宿泊事業 635,128 317,532 235,486 76,725 1,642 3,744
構成比 100.0% 50.0% 37.1% 12.1% 0.3% 0.6%

飲食サービス事業 3,383,190 1,310,254 1,130,697 847,765 82,332 12,141
構成比 100.0% 38.7% 33.4% 25.1% 2.4% 0.4%

生活関連サービス、娯楽事業 1,675,326 373,164 495,969 651,633 52,732 101,828
構成比 100.0% 22.3% 29.6% 38.9% 3.1% 6.1%

社会教育事業 61,855 25,630 21,864 13,259 1,103 0
構成比 100.0% 41.4% 35.3% 21.4% 1.8% 0.0%

＜観光庁 観光地域経済調査＞

1
9
0



平成 25年度 東大阪市の観光施策と利用者数及び宿泊施設
1. 東大阪市の観光施策

(ア)東大阪市観光大使の名刺作成
（東大阪市観光大使中村美律子氏のＰＲ用名刺）

(イ)観光情報発信業務委託料
（ホームページ、ＷＥＢカメラ維持管理費、観光パンフレット作成、東

大阪観光周遊バスツアーについて東大阪観光協会へ委託）

(ウ)ハイキングコース除草作業委託料
（生駒山ハイキングコース摂河泉展望コースの除草作業）

(エ)観光振興事業補助金
（観光関連団体等が実施する東大阪市のイメージアップ、地域経済の活

性化等につながる観光振興事業に対して補助金を交付）

(オ)物産観光まちづくりセンター運営補助金
（市内特産品の販売や観光情報を発信し、本市の魅力を市内外にアピー

ルし観光振興を図るために、東大阪観光協会が運営する東大阪物産観光

まちづくりセンター運営事業に対して補助金を交付）

2. 主な観光施設の利用者数（人）
Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４

鴻池新田会所 5,114 6,508 6,860 6,130 
埋蔵文化財センター 12,548 13,768 13,536 12,161 
旧河澄家 - - 4,849 4,137 
郷土博物館 5,171 5,269 5,095 5,504 
石切劔箭神社 790,000 - - - 
枚岡神社 405,000 370,000 - - 

3. 市内の宿泊施設
施設名 所在地 最寄駅 部屋数

ホテルセイリュウ 上石切町１丁目 石切駅徒歩５分 ５４

Ｕ・コミュニティホテル 御厨栄町１丁目 河内小阪駅３分 ２５２

リッチモンドホテル東大阪 長田中１丁目 長田駅１分 １５６

ビジネスホテルナカガワ 吉松２丁目 近鉄長瀬駅５分 １９

ビジネスホテルみやこ 中石切町４丁目 新石切駅１３分 １９

ビジネスホテルヨシムラ 足代２丁目 布施駅４分 １３

ビジネスホテル旅館志津可 足代北２丁目 布施駅４分 ８

（東大阪観光協会ＷＥＢサイト）

資料２
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平成２７年度地域商業自立促進事業（中小企業庁）概要 

Ⅰ．概要

 商店街等は、商業者の集積として地域経済において重要な役割を担うとともに、地域の

暮らしを支える生活基盤として多様なコミュニティ機能も担ってきました。 

 近年の社会構造の変化の中で、商店街等が中長期的に発展していくためには、商店街等

が地域住民の規模・行動範囲や商業量等の環境を踏まえつつ、地域住民が商店街等に求め

る機能に対応した取組を実施していくことが必要です。 

 本事業は、商店街等を基盤として、地域経済の持続的発展を図るため、地域住民等のニ

ーズや当該商店街を取り巻く外部環境の変化を踏まえ、地方公共団体と密接な連携を図り、

商店街組織が単独で、又は商店街組織がまちづくり会社等の民間企業や特定非営利活動法

人等と連携して行う、以下の 5つの分野に係る公共性の高い取組を支援する事業です。 

【支援対象となる 5つの分野】 

 1.地域資源活用 

 2.外国人対応※

 3.少子・高齢化対応 

 4.創業支援 

 5.地域交流 

※外国人対応の取り組み例 

①外国語コンシェルジェサービスの提供  

外国人観光客に対応できる案内窓口を設置し、商店街や地域等に関するコンシェ

ルジェ機能を持たせることで近年増加傾向にある外国人観光客の受入体制を整

備する事業 

②免税対応機器の導入  

免税一括カウンターの設置や免税処理の簡素化を図る各種機器（端末機器等）を

導入することで免税に係る手続きを効率化し、外国人観光客の誘客を促進する事

業

資料３
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Ⅱ．補助スキーム

●(1)自立促進調査分析事業、(2)

〔補助率〕 

 2／3 以内 

〔補助額〕 

 （1）自立促進調査分析事業 

  上限：500万円 

  下限：100万円 

 （2）自立促進支援事業 

  上限額：5億円 

  下限額：100 万円 

〔補助対象事業者〕 

 ○商店街組織 

  (1)商店街振興組合、事業協同組合等において組織される法人格を持った商店街組織

  (2)法人化されていない任意の商店街組織であって、規約等により代表者の定めがあり、

財産の管理等を適正に行うことができるもの

  ・(1)(2)に類する組織 

 ○民間事業者 

当該地域のまちづくりや商業活性化、コミュニティ活動の担い手として事業に取り

組むことができる者であり、定款等に代表者の定めがあり、財産の管理等を適正に行う

ことができる者 

(2)自立促進支援事業

商店街振興組合、事業協同組合等において組織される法人格を持った商店街組織

法人化されていない任意の商店街組織であって、規約等により代表者の定めがあり、

財産の管理等を適正に行うことができるもの

当該地域のまちづくりや商業活性化、コミュニティ活動の担い手として事業に取り

組むことができる者であり、定款等に代表者の定めがあり、財産の管理等を適正に行う

商店街振興組合、事業協同組合等において組織される法人格を持った商店街組織

法人化されていない任意の商店街組織であって、規約等により代表者の定めがあり、

当該地域のまちづくりや商業活性化、コミュニティ活動の担い手として事業に取り

組むことができる者であり、定款等に代表者の定めがあり、財産の管理等を適正に行う
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Ⅲ．補助対象事業

(1)自立促進調査分析事業

   商店街等において、商店街等の中長期的発展及び商店街等の自立化を図る新たな

取組を行うに当たり、その取組内容が、地域住民等のニーズや当該商店街を取り巻

く外部環境の変化を踏まえたものであり、当該商店街において自立的に継続して取

り組む事業として施設やサービスの利用者数、採算性等を確認するために必要な調

査・分析事業。 

(2)自立促進支援事業

   商店街等において、歩行者通行量の増加、売上増加等に効果のある事業であって、

自立促進調査分析事業の結果（同等程度のニーズ調査、マーケティング調査等を独

自に実施している場合は、当該調査結果を含む。）等の一定の根拠やデータを踏ま

えて行う、地域住民等のニーズや当該商店街等を取り巻く外部環境の変化に適合し

た新たな取組により、商店街等の中長期的な発展及び商店街等の自立化を促進する

事業。 
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 東大阪市中小企業振興会議 

地域商業の魅力と活力の再生検討部会の開催経過 

平成２７年２月２日（月）第５回地域商業の魅力と活力の再生検討部会 

    ○「地方における観光による経済活性化」について① 

平成２７年５月２１日（木）第６回地域商業の魅力と活力の再生検討部会 

    ○「地方における観光による経済活性化」について② 
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平成２７年５月現在

役職 委員氏名 役職等

部会長 中嶋　嘉孝 大阪商業大学総合経営学部 准教授

委員 太田　浩司 株式会社近鉄百貨店東大阪店 店長

委員 大西　由起子 東大阪観光協会 会長

委員 角井　勝美 光輝物流株式会社 代表取締役社長　

委員 寺尾　昇三 センター建設株式会社 代表取締役会長

委員 平井　良彦 東大阪市小売商業団体連合会 会長代行

委員 矢沢　文浩 株式会社商工組合中央金庫東大阪支店 支店長

委員 脇田　恒夫 公募委員 

※順不同、敬称略

　東大阪市中小企業振興会議
　地域商業の魅力と活力の再生検討部会委員名簿
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都市農業振興への提言 

平成２７年７月 

東大阪市中小企業振興会議 

農業振興検討部会 
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は じ め に 

東大阪市は、大阪府のほぼ中央東端に位置し、東は生駒山系を境にして奈良県に、

西は大阪市、南は八尾市、北は大東市に接している。本市の地形は東部の生駒山系と

中西部の平坦部に大別することができる。また、本市の主要河川は東部を南から北に

流れる恩智川や西部を北西に流れる第二寝屋川がある。 

東大阪市の農業は、水田を中心に、都市近郊という有利な立地条件を生かした軟弱

野菜、施設園芸作物、花き等の栽培による収益性の高い農業経営と基幹作物である水

稲栽培が混在し府・市民への生鮮農産物の供給と、緑地空間の提供という重要な役割

を果たしている。しかしながら、①土地区画整理事業の完了と都市化による、農地の

急激な改廃の進行②それに伴う農作物の生育に適した農業用水確保の課題や、ごみの

不法投棄、日照問題など、農業生産を取り巻く環境の悪化③農業後継者不足による担

い手の減少など多くの問題を抱えている。 

 このような状況の下で本市農業振興のため、平成２５年９月２６日開催の東大阪市

中小企業振興会議において、農業振興検討部会が設置され「農業振興施策」について

検討を進めてきた。ここに部会の論議を整理し、東大阪市中小企業振興会議 農業振

興検討部会における提案とするものである。 

平成２７年７月 

東大阪市中小企業振興会議 

農業振興検討部会 
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１．部会の議論で見えてきた課題 

（１）安全で安心できる農産物を求める消費者ニーズの高まり

東大阪市においては、都市域のなかの農業という立地条件にあり、地元の新鮮で安

全・安心な農産物を市民・消費者に提供でき、農地は貴重な緑地・防災空間機能など、

市民の農業への期待は高いものがある。部会の議論では、市民の目線からみた課題や

期待などから、検討を行い、

・休耕地の活用～以前に休耕地の様にみえる農地で、菜の花を栽培し油の収穫から

廃油キャンドルづくりを体験したが、この様な有効利用はできないか

・菜の花のブランド化～司馬遼太郎の「菜の花忌」と繋げ、菜の花を本市の観光資

源化にできないか、あるいは付加価値の高い農産物などの特産品はつくれないか

といった意見も示された。

現在、東大阪市も参画する東大阪市農業振興啓発協議会が「ファームマイレージ」

運動に取り組み、「消費者が安心できるエコ農産物の生産推進を行い、市民・消費者に

提供し、安全なエコ農産物の優先的な消費を促し、場合によっては生産者と消費者が

交流する」事業を展開しており、継続・推進する必要がある。

（２）都市農業経営が抱える課題

東大阪市における農業は、現在は消費地の中に点在する存在となっており、技術力・

生産意欲が高いものの、農地面積も小規模なものが殆どであり、市内で細々と農業を

行う状況になっている。また、昭和４０年代に都市化の進行により、整備された農業

用水利施設を始めとする農業生産基盤施設については、交通車両の大型化、地盤沈下、

経年劣化による損傷、農地が点在、農家が減少する中で水利団体の維持管理・改修費

用の応益負担には限界がある状況を迎えている。

全国的な人口減少、少子高齢化が進むなかで、本市農業も就農者の高齢化や後継者

の育成、農地の継承など、構造的課題を抱えるている。とりわけ都市農業においては

農地を維持・継承していく上で、相続による農地の細分化、相続税納税のための物納、

さらには、固定資産税などの税負担への対応は、都市農家が抱える課題となっている。

このような状況の下、農業を守り・育てる施策・事業の展開が求められるところで

あり、貸農園、防災農地など、緑の農空間、多面的機能の維持・保全に繋がる施策が

求められている。

（３）都市農業の振興を図るには

こういった生産者と消費者を繋ぎ、生産者には消費者ニーズにタイムリーに対応で

きる環境を創りだし、市民・消費者には本市農業への意識・関心を高めてもらう、食

育関係の事業との連携も大切にしながら、生産者・市民・消費者が共になって地場農

業を持続的に守り育てていくことを、目的とした支援等の事業が必要であると考える。
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２．部会での主な検討テーマと課題 

（１）高齢化する農家、減少する農地、増える休耕地から、どう農地を守り・振興に

つなげられるか 

【テーマ】

援農システムについて

【課題】

他市の例をみると農家と援農側のマッチングが非常に難しく、有効に維持されてい

るところ、効果がでている状況にはないのではないか

 また、農地をとりまく制度により制限もされる

【テーマ】

貸農園・福祉農園の多面的な市民利用について

【課題】

①農地をとりまく制度により制限される②日常の管理や栽培技術の指導などを担え

る体制がない状況にある

【テーマ】

農家側、市民・消費者側の双方が農作業に関わる支援を利用・参加できるシステム

の構築 

【課題】

農家の高齢化が進み、都市部の農地を取り巻く環境・制度が農業の持続性に制限が

かかる状況の中で、市民・消費者にとって、農業の大切さ・重要性を認識し、生産者

と共に、農を支える仕組みづくりが、今の都市農業には求められている。その一方で、

援農システムについては、すでに他市や府で取組まれた例があるが、両者のマッチン

グの困難さを抱え、システムの継続・維持面でも運営上の負担・難しさがあり、成果

もでにくい状況にある。

農家 ⇒ 援けて欲しいが、お金は払えない

市民・消費者 ⇒ 楽しく作業したい

＊栽培に関する技術と知識があり、農家の立場と気持ちを汲める人材が望まれる 

＊生産者、援農者がお互いに顔が見えるようなシステムが望まれる

＊運営組織のあり方等、検討課題はある中で、今後の起点となる施策の試験的な取組

み

（２）休耕地の活用について 

【テーマ】

休耕地の様にみえる農地で、市民グループが農地を借りて、菜の花栽培→菜種油の

収穫→廃油キャンドル作りなど、環境保全に配慮した事業が出来ないか

【課題】
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農家側で貸し出しの意向をもつ農家がない

①知らない人には中々貸したがらない

②農の栽培について知らない人が利用すると農地が荒れてしまう

③農地をとりまく制度により貸せない

（３）農産物のブランド化について 

【テーマ】

司馬遼太郎の「菜の花忌」と繋げて、菜の花を本市のブランドに出来ないか

 何か特産品はできないか

【課題】

①ブランドは歴史的・地域的なものであり上から作るものではないのではないか

②本市の農業の特色として 20～30ａ規模の小規模農家が多く、少量多品目栽培が特
徴であり、特定の産地として位置付けが困難

③ファームマイレージ運動の浸透によりエコ栽培農家の件数が府下でトップにある

もと、エコ農産物が本市の地域ブランドとして定着を進めている

（４）ラグビーワ－ルドカップ 2019 開催に向けた、農の取組みについて 

 【テーマ】

ラグビーワ－ルドカップの誘致が決定し、開催に合わせて、本市の農の魅力を内外

にアピールしていける事業は出来ないか

 【課題】

農産物直売施設を設けるとなれば、建設費、運営主体や、出荷農産物の確保、採算

性などの課題がある

３．５つの施策方向と今後の取り組みについて 

 この間の議論を踏まえ、５つの施策方向と、今後市が取り組むべき事業について以

下のとおり提案する。 

（１）東大阪の農を特徴づける農産品とファームマイレージ運動によるエコ農産物を

更に推進し、本市の魅力をアピール 

【意義・目的】

ラグビーワ－ルドカップ 2019 が開催されることに合せ、現在、本市が取組むファ
ームマイレージ運動・エコ農産物栽培の推進を更に高め、本市の農の魅力を内外に発

信する事業を推進する必要がある。

【事業案】
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○ラグビーワ－ルドカップ 2019 開催に向け、東大阪市の農産品として、ファーム
マイレージ運動の展開による、エコ農産物を市のブランドとしての更なる拡充・充実

と６次産業化の進展に向けた情報提供と支援。

 ○ファームマイレージ運動・エコ農産物を地域ブランドとして、より高め、生産者

と市民が共に、都市農業への理解と関心をひろめ、農の魅力を内外に発信する場とし

て、「道の駅」的な農産物販売施設設置の検討。

（２）ファームマイレージ運動、農業振興啓発事業の更なる拡充・発展 

【意義・目的】

市内における農業は、かつては都市に出荷するための産地として存在していたが、

現在は都市部の中に点在する存在となり、市場との繋がりも薄れ、技術力・生産意欲

が高いものの小規模な農業を行う状況になっている。そういった中で、平成２１年の

ファームマイレージ運動始動により、地元の農産物をその地域の人が購買・消費し、

市内農業への意識を高め、生産者と共に地場農業を守っていく取組は、大阪エコ農産

物の栽培認証件数が府下で１位を占める様に、非常に有効で成果が見られる。

また、本市の農業振興啓発協議会が取組む、農業振興啓発事業では、子供・保護者

を対象とした、食育の実践となる農業体験事業や、大人向けの農業体験プログラムの

取組みなど、都市農業に理解と関心を高めるものとなっている。

これらの事業を柱に、今後は、市民・消費者への本市農業への理解と周知を、より広

め、高める事業の構築が求められる。

【事業案】

○JA の直売所・朝市と関わりの少ない市民・消費者においては、地元の農産物が
買える場所があること、ファームマイレージ運動の取組みそのものを知らない層であ

り、浸透度・認知度を高めるための、創意工夫ある周知・啓発活動などの取組み。

 ○消費者として、ファームマイレージ運動に参加する市民を対象に、エコ農産物収

穫体験事業などの継続・推進により、市民・消費者自らが、農に参加する志向をもつ

様な、本市農業への関心・理解をより深め・高める事業の展開。

（３）農地の保全、休耕地対策として菜の花・レンゲの栽培と防災農地制度の確立・

推進 

【意義・目的】

農空間は景観、防災、環境などの多面的な機能を有する貴重な存在であり、農地の

保全、休耕地の様に見える農地の景観形成をめざすとともに、災害時の避難空間、仮

設住宅・資材置き場として使用できる防災農地を広める必要がある。

【事業案】

○災害時の避難空間として、農地が提供され、活用できる（仮称）防災農地制度の
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確立。

○（仮称）防災農地制度を推進するための施策として、現在、農政課が実施する「フ

ァーム花いっぱい咲かそう運動（平成 26 年度までの事業名「花とみどりいっぱい運
動」）」の補助金交付事業と連動して、休耕地の様に見える農地などへの、菜の花・レ

ンゲの栽培と、防災農地の登録をセットで申請された農家には、補助金交付基準を拡

充するなどの施策の検討。

（４）援農ボランティア養成講座

【意義・目的】

貸農園・福祉農園での栽培規模では満足できない層や、本格的な農業に参加したい層の市

民には、農業に参加したい・携わりたいというニーズは高いものがある。

農家サイドからすれば、援農サポーターの技術レベルは、実際の農地で栽培を行える、農

家の要請に応えられるレベルを必要としている。

また、農家、市民・消費者双方が農作業に関わる支援を利用・参加できるシステムを構築

した場合、その活用がより有効なものにするためには、農家への支援を希望する農家サポ

ーターの技術レベルの向上が不可欠であり、そのための講座を開設することにより、援農

希望者の育成を図る必要がある。 

【事業案】

 ○市が確保した農地で、指導は農家や農協、青年農業者グループ、あるいは外部講師等

と連携した養成講座の実施。
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（５）（仮称）農家サポーターバンクシステムの構築 

【意義・目的】

農業の大切さや、農に関心・理解を示す市民・消費者や、貸農園・福祉農園経験者

の、「農家・農業を支援したい、農に参加・協力したい」との思いは貴重であり、食農

教育とも併せ、大切に育成していく必要がある。

高齢化やケガ・病気により定植時期、収穫時期、出荷時期等に農作業が困難になる

農家が増加するもと、都市農業に関心があり農家の手助けをしたい市民・消費者との

双方が、（仮称）サポーターバンクに登録し、有効に農家を支援するシステムの構築に

より、生産者と市民・消費者が農に携わり、農地を守り・農を育てる施策が今後、重

要である。

【事業案】

○実際に手助け出来る人・団体に、作業技術レベル、希望作業などの、サポーター

情報を登録してもらい、サービスを希望する農家は、作業内容等の農家情報を登録す

ることにより、双方が情報を「見える化」し、この双方の「見える化」情報登録シス

テムを有効に活用することにより、農家を守り支援することに繋げるシステムの構築。
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【資料　１】

農地面積調べ（現況面積） 固定資産台帳より

東大阪市の農業に関する現状

本市の農地
本市の農地面積は、固定資産税台帳では２３９ｈａで市面積６１８１ｈａの３．９パーセ
ントにすぎない。
その農地面積のうち７６．６パーセント、１８３ｈａが市街化区域内の耕作地である。
市街化区域は都市計画上、市街化を促進すべき土地とされている。
また、市街化調整区域における農地は５６ｈａ（農地面積の２３．４パーセント）で、

都市計画法による市街化調整区域は、農林漁業建築物以外の開発行為が原則禁止され、優
良な農地として保存すべき土地とされている。
本市における市街化調整区域内農地は、主に池島、横小路、善根寺、東豊浦地区である。
市街化区域内の生産緑地面積は約１２０ｈａで東大阪市農地面積の概ね半分を生産緑地

が占める状態となっている。

市街地
4094.2ha

66%
普通緑地
430.1ha

7%

農地

232.2ha
4%

山林
1030.5ha

17%

その他
394.0ha

6%

土地利用状況東大阪市統計調

査 H23.4現在

総面積 6181ha

＊引用数値は都市整備部

資料のため固定資産税数値

とは異なる
市街化区

域宅地化

農地
62.83ha
26%市街化区

域生産緑

地指定農

地
120.36ha

51%

市街化調

整区域農

地
55.65ha
23%

農地内訳
H25.1現在（固定資産税台帳より）

総農地 238.84ha

農地面積調べ（現況面積） 固定資産台帳より

ｈａ

農地 約 ２３９ｈａ H25.1.1

筆数
768
1,188
1,018
2,974

農地 約 ２４２ｈａ H24.1.1

筆数
807
1,201
1,019
3,027

農地 約 ２４７ｈａ H23.1.1

筆数
836
1,216
1,024
3,076

0.90%
合　　　計 1,495,495 2,272 892,956 5,246 2,388,451 3.86%

市街化調整区域農地 418,127 380 138,422 1,398 556,549

1,904 628,284 1.02%
424,541 1,944 1,203,617 1.95%

筆数 　面積㎡
329,993

市街化区域
宅 地 化 農 地 298,291 1,136
生産緑地指定農地 779,077 756

平成２５年
地目別 田 畑 合計

面積割合
農地の区分 　面積㎡ 筆数 　面積㎡

市面積 6,181

1,396 556,561
1,209,616

合計

0.90%
合　　　計 2,420,233 3.92%

市街化調整区域農地 419,240 377 137,321
1,521,800 2,291 898,433 5,318

426,303 1,967 1.96%
334,809 1,955 654,056 1.06%

生産緑地指定農地 783,313

面積割合
農地の区分 　面積㎡ 筆数 　面積㎡ 筆数 　面積㎡

766

畑

136,542

平成２４年
地目別 田 畑

市街化区域
宅 地 化 農 地 319,247 1,148

　面積㎡
2,018 683,951

372

平成２３年
田

市街化調整区域農地

地目別

790,990
424,042 1,396 560,584

1.98%
0.91%

合計
筆数 　面積㎡
1,182 349,037

筆数

3.99%5,412 2,469,173

433,648
宅 地 化 農 地

　面積㎡
334,914

1,998 1,224,638

合　　　計 1,549,946 2,336 919,227

面積割合
農地の区分

市街化区域
生産緑地指定農地

1.11%
782
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農家数と農業者の現状

農家数及び農業就業人口の推移
農業センサス年
昭和55年
昭和60年
平成2年
平成7年
平成12年
平成17年
平成22年

＊2010農業センサスから、農家人口の集計がなくなり、販売農家の集計になっている。

　　　　　　をいう。

販売農家：経営耕地面積が30ａ以上又は農産物販売金額が50万円以上の農家をいう。

専業農家：世帯員の中に兼業従事者（調査期日前1年間に30日以上雇用兼業に従事した者又調査期日前1年間

　　　　　に販売金額が15万円以上ある自営兼業に従事した者）が1人もいない農家をいう。

（農家とは）調査期日現在の経営耕地面積が10ａ以上の農業を営む世帯又は経営耕地面積が10ａ未満であっ

　　　　　　ても調査期日前1年間の農産物販売金額が15万円以上あった世帯（例外規定農家）をいう。

本市の１５歳以上の労働力人口 218406人 100%

4,318

未調査

自給的農家：経営耕地面積が30ａ未満かつ農産物販売金額が調査期日前1年間で50万円未満である農家

753 533 220 42 2,733

7,811

689 497 192 69

954 ー - 97

2,149 ー - 122

821 507 312 38

1,698 ー

昭和５５年の総農家数は、２１４９戸（専業農家は１２２戸）、３０年後の平成２２
年には、総農家数が６８９戸、専業農家にいたっては６９戸であり、自給的農家が農家
数の７２パーセントを占めている。

総農家数（戸） 自給的農家（戸） 販売農家（戸）

1,366 ー - 205 6,371

専業農家（戸）

8,562
世帯員数（人）

3,722

- 104

本市の１５歳以上の労働力人口 218406人 100%
農業の就業人口 649人 0.30% 平成22年国勢調査（2010年）
他産業の就業人口 217757人 99.70%

本市人口 504911人 平成22.12月末：住民基本台帳、外国人登録
本市平均年齢 43.91歳

2010農業センサスより
販売農家（192戸）の就業人口 328人 本市平均年齢 66.4
男性 175人 府下平均年齢 64
女性 １５３人 68.4

64.8
64.5
63.3

本市男性平均年齢

府下男性平均年齢

本市女性平均年齢

府下女性平均年齢

農業の就

業人口

649人
0.3%

他産業の

就業人口

217757人
99.7%

本市の農業就業者割合
H22国勢調査資料より

15歳以上労働人口
218406人

66.4

64

68.4

64.8

64.5

63.3

本市平均年齢

府下平均年齢

本市男性平均年齢

府下男性平均年齢

本市女性平均年齢

府下女性平均年齢

販売農家の平均年齢
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 大阪エコ農産物認証状況＝安心・安全の農産物

16 年中 6
17 年中 24

1.月
7.月 人

1.月
7.月 人

1.月
7.月 人

1.月
7.月 人

1.月
7.月 人

1.月
7.月 人

1.月
7.月 人

1.月
7.月 人

1.月
7.月

※大阪府の申請様式変更により削除

22 大阪府認定地産地消農業者　　５人 （エコ＋年間販売額50万円以上）
23 大阪府認定地産地消農業者　　６人
24 大阪府認定地産地消農業者 　16人（24年は前後期の延べ人数）
25 大阪府認定地産地消農業者 　 4人（25年1月0人25年7月4人） ＊国認定農業者　1人

貸し農園・福祉農園

①貸し農園　 平成２４年３月末日現在

JA別 経営規模 １区画当たり面積 利用料金
JAグリーン 44 50～40㎡ 4,000～72,000円
JA大阪中河内 1 20㎡ 19,000円

平成２１年８月調べ（23.8時点　変更なし）

JA別 経営規模 １区画当たり面積 利用料金
JAグリーン 42 50～40㎡ 4,000～72,000円
JA大阪中河内 2 20㎡ 19,000円

②福祉農園 平成２４年９月1日現在

備考
１区画は約１０㎡

平成２３年８月1日現在

備考
１区画は約１０㎡

平成２１年８月調べ

前後期 申請者数 栽培面積（ａ） 出荷計画（ｋｇ） 栽培作物数

18.年
前期 34人 190 42,980 16

43
後期 9人 46.3 13,850 11

19.年
前期 36人 217 64,010 17

55
後期 19人 73.3 20,260 18

20.年
前期 34人 208 72,360 22

58
後期 24人 71 23,390 17

21.年
前期 40人 295 98,280 25

80
後期 40人 255 99,030 20

22.年
前期 63人 418 116,035 29

117
後期 54人 501 21

29
23.年

前期 77人 740 37

前期 83人 1159 36

143
後期 66人 805

26.年
前期 96人

158
後期 75人 899 32

24.年

25.年
前期 86人 1225 43

170
後期 84人 1259 33

1366 46
後期

箇所数
23,888㎡
1,190㎡

箇所数
24,761㎡
5,746㎡

地区 農園数 区画数 土地面積㎡

東 4 235 ４１９０．００

中 5 214 ４００３．５３

西 10 472 ９２３４．２５

合計 19 921 １７４２７．７８

地区 農園数 区画数 土地面積㎡

東 4 285 5２６２．００

中 5 214 ４００３．５３

西 7 323 ６６２８．１２

合計 16 822 １５８９３．６５

地区 農園数 区画数 備考
東 4 343

１区画は約１０㎡
中 5 215
西 6 277
合計 15 835
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農政課の主な事業 資料 ２

A 農政課

１ 農業の振興・支援のための補助金交付事業「東大阪市都市農業活性化及び農地活用事

業補助金」

 ２ 農産物品評会事業（展示野菜、立毛野菜、花きの部）

３ 土地改良区、水利組合等の調整に関すること

４ 優良農家・優良団体表彰事業

５ 有害鳥獣捕獲許可事務

６ 有害鳥獣捕獲委託事業（イノシシ） 

B 東大阪市農業振興啓発協議会の取組み

（構成団体）

JA グリーン大阪 JA 大阪中河内 大阪府北部農業共済組合 

大阪府中部農と緑の総合事務所 東大阪市農業委員会 

東大阪市経済部農政課：事務局

・ ファームマイレージ運動

・ 農業体験事業（小学校対象）

・地場野菜を使った料理コンテスト「料理の鉄人コンテスト」

・米の栽培・収穫・料理・販売体験事業

・菊の啓発事業（菊を使ったアレジメント教室の開催）

・農の講習会（貸農園利用者対象） 

 ・担い手、後継農業者の育成・支援 など

C 東大阪市エコ農産物推進協議会の取組み

（構成団体）

JA グリーン大阪 JA 大阪中河内 東大阪市消費者団体協議会 

大阪府中部農と緑の総合事務所 東大阪市農業委員会 

経済部農政課：事務局

・大阪エコ農産物の申請・確認

D 東大阪市地域農業再生協議会

（構成団体）

JA グリーン大阪 JA 大阪中河内 大阪府北部農業共済組合 

東大阪市農業委員会 経済部農政課  事務局：２農協と経済部で構成

 ・経営所得安定対策事業の処理
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東大阪市農業振興啓発協議会の取組み 

（構成団体） JA グリーン大阪 JA 大阪中河内 大阪府北部農業共済組合 

大阪府中部農と緑の総合事務所 東大阪市農業委員会 

東大阪市経済部農政課：事務局

＊ 下線は連携団体等を表示

・ 農業体験事業

（小学校対象）のべ６小学校を対象に実施 

じゃがいも栽培・収穫体験、稲作体験、大根体験事業

営農研究会（農家で組織）が講習

・ 地産地食の収穫体験事業

H25.3 月 第２回目を実施

 市内などでパンの製造販売を行う鳴門屋製パン㈱は JA グリーン大阪直売所を通じて

仕入れたエコほうれん草入り食パン「ポパイラウンド」を H23 から製造販売

このパンにはファームマイレージ運動のタグが付いており、タグを集めた消費者を対象

にイベントを開催

  （畑で生産者・パン生産者の説明、食材のほうれん草の収穫体験・実食など）

・ 地場野菜を使った料理コンテスト

第１回「地産地食の鉄人」料理コンテスト

H25.4 月 市政だより、市内小学校５・６年生に案内書配布

H25.6 月 予選会

H25.7 月 決勝大会 会場：JA グリーン大阪・フレッシュクラブ料理室

優勝メニューはフランス料理店「ふれんちん」メニューとして１ケ月間提供

（ファームマイレージ運動に参加：在花園商店街）

・ 米の栽培・収穫・加工・販売体験事業「THE 米」

H25.5 月 市政だより      H25.6 月 田植え 

H25.10 月 稲刈り・収穫    H25.11 月 加工・販売体験

     加工講師はフランス料理店「ふれんちん」シェフ

     販売体験は JA グリーン大阪・フレッシュクラブ

・ 農の講習会「野菜栽培と病害虫防除」

（貸農園利用者対象）農薬の安全使用と野菜栽培

10 月、3 月に合計４回開催 講師：大阪府中部農と緑の総合事務所技師
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№１

事
業 実　　施　　基　　準 備　　　考
名

１. 事業費が１件１０万円以上であること。 ５０％以内 １件 ・事業実施農地は、生産緑地
農 ３００万 　地区の指定を受けた農地、

２．実行組合・水利組合等団体の申請である 　又は市街化調整区域内の農
業 こと。又は、１０戸以上の農家が協同で実施 　地で、且つ、一定のまとま

し、受益面積が5０㌃以上であること。 　りがあること。
生

　機械の設置・修繕・ ３．上記以外で、用水路が廃止された、もし
産 　維持管理費） くは水道等を利用した畑作から稲作へ転換等 １．農用井戸の掘削は、被

を行う農地で、水を確保するために井戸を掘 　地下水採取許可者に限る。
基 削する必要があり、受益面積が５㌃(500㎡) 　　地下水採取許可証の

以上であること。 　　（写）添付のこと。
盤

１. 事業費が１件１０万円以上であること。 事業費の １件 ２．農用井戸の補助限度額
整 ５０％以内 ２００万 　を事業費の５０％以内

　１件３００万円とする。
備 １. １戸で行う場合は、事業実施面積が１５㌃ ５０％以内

　(1500㎡)以上であること。 ※１㎡当り
（但し、エコ農家は５㌃(500㎡)以上であること）200円以内

１. 新築・新品又は、新設であること。 事業費の １件 ・ 事業は、生産緑地地区の
　　但し、新設にあっては、改築・改修及び修 ４０％以内 ４０万 　指定を受けた農地、又は
　繕を含む。 　市街化調整区内の農地を

但し、エコ 但し、エコ 　主とした取組みに対して
農家は 農家は 　行う事業とする。

２. 事業費が、１件3０万円以上であること。 ５０％以内 ５０万
１. 施設とは、農産物育
　成管理施設のﾋﾞﾆｰﾙﾊｳｽ

３．農機具保管・修理施設については、自宅 　を除き、恒久的建物や
　　より、１００m以上離れた場所に設置する 　付帯設備をいい、ﾃﾝﾄ・
　　こと。   簡易な上屋等は含まれ

　ない。
２. 農産物処理加工施設
　は、市内で生産される
　農作物に付加価値をつ
　けるための施設をいう。
　　従って、精米所・精

（薬剤散布用配管等) 　米機は含まれない。
３. 農産物貯蔵施設は、
　農産物を多量に貯蔵で

・  受益戸数が３戸以上で、共同利用又は、共 　きる施設で、且つ、出
　同管理である場合。 事業費の １件 　荷調整等に有効な施設

４０％以内 ５０万 　であること。
１. 新設・増設及び改修であること。 　  従って、単品での冷

　蔵庫・冷凍庫・保冷庫　
２. １棟１００㎡以上であること。 　・低温ｹｰｽ及びｼｮｰｹｰｽ

　等は含まれない。
４．農産物育成管理施設

・　個人利用の場合。 事業費の １件 　には、農地転用に係る
２０％以内 ４０万 　もの及び建築基準法に

１. 新設・増設及び改修であること。 　係るものは含まない。
但し、エコ 但し、エコ ５．農産物育成管理施設

２. １棟１００㎡以上であること。 農家は 農家は 　には、経年劣化による
３０％以内 ５０万 　取り換えや補修、二重

　張りやカーテン等の増
　設、ビニールの張り替
　えは可とする。

市 1.新設の場合 ※１㎡につき2000円以内
民 　事業面積が、２㌃(200㎡)以上であること。　 事業費の 1件
農   事業費が１件３５万円以上であること。 ５０％以内 ８０万
園
等 ２.既設の場合
の   農園面積が、申請事業分を含めて、２㌃
設 　(200㎡)以上であること。
置 　事業費が１件１５万円以上であること。

有 １. 新設・増設及び改修であること。 事業費の 1件 ・有害鳥獣対策とは、防護フェ
害 ４０％以内 ４０万 　ンスの設置、電柵及び捕獲柵
鳥 ２. 事業費が１件５万円以上であること。 　又は捕獲箱の設置等をいい、
獣 　簡易なわなは、含まれない。
対 ３．猪対策用電柵 事業費の １件
策 ５０％以内 １００万

残留農薬検査 １．農業協同組合が実施する検査であること。 事業費の 1件
５０％以内 ５万

２．本市内の農産物であること。

（温室・ﾋﾞﾆｰﾙﾊｳｽ、
　水耕・れき耕栽培

　東屋、等)

農産物育成管理施設

　施設）

農業生産資材貯蔵施設

農機具保管・修理施設

病害虫防除施設

農産物直売所施設

農産物処理加工施設

　便所・農機具倉庫・

　園、等の給排水・
　客土・　フェンス・

補助率
（％）

　包装、貯蔵、出荷)

　　平成２６年度実施　「補助金交付　実施基準」

（荷受、洗浄・選別

（新設・改良）

（ほ場整備・造成・

事　業　区　分

　用排水桝・ため池・
　ポンプ施設・井戸・

　理に必要な施設及び

補助限度額
（円）

　埋め立て、等）

用排水施設整備
（用排水路・用水管・

農産物集出荷施設

農道整備

農地整備

　散水管・用排水管理
　事務所等,用排水管

農

業

近

代

化

施

設

設

置

　・学童農園・体験農

市民農園等施設
（市民農園・福祉農園

（みそ・漬物等製造)

（肥料・農薬・種苗
　土壌改良剤、等）

農産物貯蔵施設

食
の
安
全

　等の対策）

有害鳥獣防除対策
（猪・カラス・
　ヒヨドリ、
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　　平成２６年度実施　「補助金交付　実施基準」 №２

事
業 実　　施　　基　　準 備　　　考
名

１. 農業協同組合が主催すること。 １開催５万 ・申請は本市内の農協に限る。
２. 一般市民も参加対象とし、１５人以上が受 　（要綱第３条）

市 　講できること。（非組合員が１/３以上参加） ・申請は、日時・場所・内容が
民 ※出席者名簿添付のこと。 　確認できる案内書・レシピ等
と ※材料費・備品購入費に充当することはできない。 　を添付すること。
の ・事業報告写真は、個々と全体が
ふ 　わかるもので、白黒コピーは
れ 　不可。
あ
い イベントの開催 １. 農業協同組合が主催すること。 実支出額の １開催　 ・　ｲﾍﾞﾝﾄの事業報告には、

２. 同一農協への補助は１年度１回限り。 　１００万 　収支決算書を添付のこと。
２０%以内 ・実支出額＝支出額-収入額

エコ農産物啓発事業 １．農業協同組合が主体となること。 事業費の 1件３０万円
５０%以内

予算の範
囲内

（農業用機械整備） 農業協同組合及び３戸以上の農家が実施する農業 事業費の １件 1. 農業用機械には、簡易なもの
用機械整備事業に限る。 ２０％以内 ２０万 　（手動噴霧器等）及び器具類
１. 新品であること。 但し、エコ 但し、エコ 　（一輪車・ｽｺｯﾌﾟ・くわ・ｼﾞｮｳ
２. １品１０万円以上であること。 農家は 農家は 　ｳﾛ等）は含まれない。
※農業機械は、市内農地の耕作放棄地解消に供す ３０％以内 ３０万
　るものであること。 2．農業用機械の申請は、１申請
※農業協同組合等の農業団体が共同購入する場 　１品(本体と付属品)とする。
　合はエコ農家と同等の扱いとする。
異常な天然現象によって被害を被った農地（あぜ ・異常な天然現象とは、気象庁か
は含むが水路は含まない）・農業用施設（パイプ 事業費の １件 ら記録的短時間大雨情報・土砂災
ハウスなど）のうち、復旧工事費が１件５万円以 ５０％以内 ５０万 害警戒情報・竜巻注意情報・暴風
上であること。 警報が発表される状況をさす。
ただし、国等が行う農地・農業用施設災害復旧工 　原則として、異常な天然現象に
事やその他の災害復旧に関する事業に該当しない より災害が発生した時から３日以
もの。 内に当該事業実施の意思を示さな

ければ、当該事業を実施すること
はできない。また、事業実施にあ
たっては農業協同組合職員の実地
検分を必要とする。
　過年災害によるもの、他の事業
と重複するもの、他事業で施工中
のものは当該事業の対象とはなら
ない。

人に危害を及ぼす危険性のないもので、リース料や 　事前相談を要す。
盗難防止及び防犯に係る 維持管理費は除く。 事業費の 1件 *必要に応じ「農地等に設置する
事業 農作物盗難防止の為のフェンス整備も含む。 ４０％以内 １０万 防犯カメラ設置に係る管理事項

１. 新設であること。 届出書」の提出を要する。
２. 事業費が１件２万円以上であること。

その他、市長が必要と 予算の範
認める事業 囲内

　　ついては、市内に住所を有し市内で畜産業を営む者も対象とする）で、原則として申請は農協又は土地改良区を経由することができる。
２. 農業を営む者で大阪エコ農産物認証制度の認証を受けた農産物を生産する農家をエコ農家とする。
　（申請者は栽培責任者名で申請することを基本とし、事業名「農業近代化施設設置（補修、張替えを除く）」については、事業用地が共有名義の場合は
　　全員が大阪エコ農産物栽培者であること。）　

　　但し、土地改良区、水利組合、農業実行組合については事業名「農業生産基盤整備」。農協については事業名「市民とのふれあい」「食の安
　　全」。市が認めた者については事業名「その他、都市農業の活性化及び農地の保全・活用に必要な事業」の内事業区分「耕作放棄地にかかる
　　事業」に限り、適用を除外する。

10. 補助対象農地は、本市内とする。

12.仕入税額控除の適用のない事業者については、事業費に消費税額を含めて申請できる。
　　その場合は「免税事業者等届出書兼誓約書」を提出すること。

草花等の栽培管理
・高丈 １. 景観形成に寄与する作物であること。 １.草花を対象とするもので、

花 コスモス・ひまわり・ ２. 出荷を目的とする作物でないこと。 ㎡限度額　 1件 　樹木等は含まない｡
と なのはな〈ﾊﾅﾅ･ﾅﾊﾞﾅ〉 ３. 公開を原則とし、営利を目的としないこと。 ６０円 ２４万 ２. 営利目的とは、栽培した
み せんにちこう〈ｾﾝﾆﾁｿｳ〉４. 栽培面積が３㌃(300㎡)以上であること。 　草花を金銭徴収して市民に
ど 酔蝶花〈ｸﾚｵﾒ〉 ５. 同一農地の補助は１年度２回限りとする。 　提供すること｡
り やぐるま菊〈ﾔｸﾞﾙﾏｿｳ〉 ６．土壌改良・施肥管理は、大阪府の「景観形 ３．播種を実施した時点で申請
い はなびしそう〈金英花〉　　成をすすめる草花づくり」を基準とする。 　（様式２事業計画書に開花予　　
っ サポナリア〈ﾄﾞｳｶﾝｿｳ〉 ７.環境保全型農業直接支援対策に準じるものは ＊７．につ ＊７．につ 　定日を記載のうえ）し、開花
ぱ ひなげし〈ポピー〉 　　対象とする。　 いては、７．いては、７． 　をもって、事業の完了とする。
い じゃのめ菊〈ｼﾞｬﾉﾒｿｳ〉 の対策に準 の対策に準 ４．事業報告の写真は、日付の
運 ・低丈　　レンゲ ずる ずる 　入った栽培前・栽培後(開花)
動 ・有機JAS規格に準じた 　の２種以上を添付のこと。

５．７についてはエコ農産物の
　生産報告書を提出すること。

料理教室の開催

（農業祭、等）

事業

１. 補助対象者は、市内の農業団体、又は市内に住所を置く者でかつ、当該補助金申請対象農地で現に農業を営む者（事業名「有害鳥獣対策」に
（共通）

実支出額が５
万円未満のと
きは、実支出
額。

８．領収書は、支払内訳がわかること。不明な場合は、請求明細書・レシート等を添付すること。また、領収書が写しの場合は、

９．「市民とのふれあい事業」は、事業完了後に交付申請し、交付決定通知後、交付請求をするものとする。
 原本照合確認をします。

補助率
（％）

補助限度額
（円）

５．交付請求の施行写真は、原則として、施行前・中・後のものを添付すること。
６. 補助金の額に１，０００円未満の端数が生じるときは、切り捨てとする。

４．事業見積は、２業者以上の適正な見積書を提出すること。　

事　業　区　分

エコ農産物

　　花とみどりいっぱい運動　平成２６年度実施　「補助金交付　実施基準」

耕作放棄地の解消にかかる

災害復旧事業

そ
の
他
、

都
市
農
業
の
活
性
化
及
び
農
地
の
保
全
・
活
用
に
必
要
な
事
業

７．同一年度の交付申請は、各事業名区分ごとに１件以内とし、連名申請者は、代表者だけでなく、全員を同様とする。

３. 管理運営費・リ－ス契約物件、事業用地の取得や賃借費用及び補償費は、補助対象外。                                            

11. 申請者または申請代表者は、「本市税に未納がない証明書」を添付すること。
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　ファーム・マイレージ運動について 【資料　３】

課題

今後の
方針

平成２１年５月に「地域の産業を地域に住む人と共に無理なく守っていく」ことを理
念に本格始動。
本事業は、消費者目線を尊重した地産地消の推進により、消費者・生産者・実需者が
一体となって東大阪市内の農業・農地を守ることを目的としており、具体的には消費
者が、市内JAの直売所・朝市で購入したエコ農産物に貼られているラベルを一定数
（JAグリーン大阪は48枚、JA大阪中河内は50枚）集めると、農地を守ったお礼として
エコ農産物と感謝状が贈呈される仕組みとなっている。
この取組みは、農産物を栽培するには一定の広さの農地が必要で、市内で栽培された
エコ農産物を購入すれば「地元の農地が守られる」＝「地元の農産物を買うことがで
きる機会が増える」事を、消費者に意識してもらうことを目指しており、地場農産物
の消費が増えることで農家のエコ農産物への栽培意識がさらに高まり、同時に休耕
地・遊休地の解消に貢献するという相乗効果が期待できる。

現状について
（１）フレッシュクラブ（JAグリーン大阪直売所）地場農産物売上状況
　　　平成２０年度を１００として　平成２３年度１３２
　　　内エコ農産物売上状況
　　　平成２０年度を１００として　平成２３年度３９１
　　　地場農産物に占めるエコ農産物の売上比率
　　　平成２０年度１６％　　　　　　平成２３年度４６％

　　　大阪エコ農産物認証申請農家数（年２回申請　年間延べ農家数）
　　　平成２０年　５８　　　　　　平成２４年　１５８

（２） 農業啓発推進事業補助金（平成２３年度　予算額３，６５０千円
　　　　内、ファームマイレージ２　関係執行額　１９０万円程度　ラベル印刷代等

　　　平成２４年度予算額３，６５０千円

ラベル表示には、生産者名や生産地（吉田や日下等）生産面積表示

販売店には生産者の紹介の顔写真

推進母体　　　東大阪市農業振興啓発協議会（６団体）
ＪＡグリーン大阪　ＪＡ大阪中河内
大阪府中部農と緑総合事務所　大阪府北部農業共済組合
東大阪市経済部　　東大阪市農業委員会       協力　エコ農産物生産者

経過及
び現状

ファームマイレージ２運動を展開している場所は、主に市内にあるＪＡの直売所・朝
市１７箇所であるが、ここを訪れない市民に対しても運動の周知をしていく必要があ
る。しかし、販売箇所を広げる等の取組も有効であろうが、生産量が消費量に対して
圧倒的に少ないため、ファームマイレージ２運動の周知啓発は量ではなく質を重視し
た取組とする必要がある。

朝市（ＪＡグリーン大阪９）　9

直販店（ＪＡグリーン大阪３）（JA大阪中河内２）5  東大阪物産観光まちづくりセン
ター 　　計１５店舗

佐賀県佐賀市（他に交野市、枚方市、三田市、姫路市、千葉県山武郡市（類似形態市
含））などファームマイレージ２運動を行っている地域との連携や、市内飲食店など
の実儒者を介した直売所・朝市と関わりの少ない市民への啓発活動など、新たな取組
も充実させ、ファームマイレージ２運動の浸透度・認知度を高め、事業をより一層推
進していきたい。
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【資料 ４】

「農業振興検討部会の進め方、検討テーマについて」

東大阪市総合計画 後期基本計画における農業政策

（平成２３年～平成３２年）

安全で安心できる農産物の提供や地産地消、食育を通じて、都市農業を身近に感

じ、農業と農空間を大切にするまちをつくります。

 農業の持続と、都市の貴重な緑地である農地空間の保全のため、次世代の担い手

を育成していくとともに、農業と農地空間の持つ公益的な役割をさらに発展、拡大

します。

取り組みの柱

１ 安全で新鮮な農産物を消費者に届けます

・ 安全、安心な農産物、エコ農産物の生産を進める 

・ 流通機構の改善、整備の推進

・ 地産地消の推進

２ 東大阪市の特産物を地域ブランドとして発信します

 ・東大阪市の農産物を地域ブランドとして発信し、本市農業のブランド力を高め

る           

３ 農業と農地空間の担い手を育てます

・ 省力化生産技術の普及に努める

・ 青年農業者や新規就農者の育成支援、ＮＰＯなど多様な担い手の確保に努め

る

・ 遊休農地について、農地の貸借制度などを、行政と地域が共に考えていく

４ 農地空間の持つ価値や機能を生かします

・ 防災農地としての機能

・ 農業体験など学習空間としての活用など、農地空間の持つ価値や機能を生か

す

５ 有害鳥獣被害への対策を進めます

 ・農作物を守るため、関係団体と連携して対応する仕組みをつくる
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後期基本計画（平成２３年～３２年）における農業施策にかかる法令関係　（未定稿）

【施策：５つの柱】 【国】 【大阪府】 【東大阪市】

その他の法令等 その他の規約等

農業と農地空間の担い手を育てます
・ 省力化生産技術の普及に努める
・ 青年農業者や新規就農者の育成支援、ＮＰ
Ｏなど多様な担い手の確保に努める
・ 遊休農地について、農地の貸借制度などを、
行政と地域が共に考えていく

安全で新鮮な農産物を消費者に届けます
・ 安全、安心な農産物、エコ農産物の生産を進
める
・ 流通機構の改善、整備の推進
・ 地産地消の推進

　食料・農業・農村基本法⇒多面的機能の発揮、自然循環機能の維持増進など
　農薬取締法⇒農薬の規格や製造・販売・使用等の規制の定め
　食品衛生法⇒食品中に残留する農薬等の制度（ポジティブリスト制度）など
（難）　持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関する法律⇒エコファーマーなど
（難）　有機農業の推進に関する法律⇒推進に関する基本理念、国及び地方公共団体の責務など
　農業改良助長法⇒農業に関する試験研究及び普及事業助長など
　食育基本法⇒現在及び将来にわたる健康で文化的な国民の生活と豊かで活力ある社会の実現に

寄与する

・農業経営基盤強化促進構
想
・市税条例

・東大阪市有害鳥獣捕獲許
可事務取扱要領

・東大阪市農業振興啓発協
議会規約
・東大阪市エコ農産物推進協
議会規約
・東大阪市都市農業活性化
及び農地活用事業補助金交
付要綱

・大阪エコ農産物認証事業実施要
綱
・大阪エコ農産物認証事業実施要
綱の運用細則
・大阪エコ農産物推進基本方針
・大阪版認定農業者制度実施要綱
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農地空間の持つ価値や機能を生かします
・ 防災農地としての機能
・ 農業体験など学習空間としての活用など、農
地空間の持つ価値や機能を生かす

印は施策の展開に関わるもの
（難）印は実施が困難な部類に入るもの
★印は施策の展開に制限がかかるもの

・農業振興地域の整備に関する法律⇒優良農地を確保するため「農用地として利用すべき区域」を指定
・土地改良法⇒土地改良法人の設立、管理、監督と、土地改良事業の実施手続きについて
・（食糧法）主要食料の需給及び価格の安定に関する法律⇒米穀の販売、輸入等について
・地力増進法
・（担い手経営安定法）農業の担い手に対する経営安定のための交付金の交付に関する法律
・経営所得安定対策実施要綱
・直接支払推進事業実施要綱

有害鳥獣被害への対策を進めます
　・農作物を守るため、関係団体と連携して対
応する仕組みをつくる

　農業協同組合法⇒農業者が相互扶助を目的として設立する協同組合の基盤法
　（６次産業化法）地域資源を活用した農林漁業者等による新事業等の創出等及び地域の農林水産物

の利用促進に関する法律⇒地域資源と産業を結びつけ活用
　（農商工等連携促進法）中小企業者と農林漁業者との連携による事業活動の促進に関する法律⇒

農林漁業と商･工業等の産業間連携

　農業災害補償法⇒不慮の事故によって受ける損失を補填して農業経営の安定、農業生産力の発展
に資することを目的とする

・鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律
・銃砲刀剣類所持等取締法
・動物の愛護及び管理に関する法律
・特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律

・第１１次大阪府鳥獣保護事業計
画
・大阪府イノシシ保護管理計画

東大阪市の特産物を地域ブランドとして発信し
ます
　・東大阪市の農産物を地域ブランドとして発
信し、本市農業のブランド力を高める

　農地法⇒農地の転用等について
　農業委員会等に関する法律⇒農業委員会の組織や活動について
　特定農地貸付法（特定農地の貸付に関する農地法の特例に関する法律）⇒住民等への趣味的な利

用を目的とした農地の貸付について、農地法等に関する特例を措置
　市民農園整備促進法⇒市民農園の整備を適正かつ円滑に推進する為の措置について
★　都市計画法⇒市街化区域と市街化調整区域の区分など、都市計画に関し必要な事項の定め
★　生産緑地法⇒市街化区域内の農地で基準に該当する区域について都市計画に生産緑地地区を

定めることができる
　農業経営基盤強化促進法⇒意欲ある農業者の経営管理の合理化(認定農業者)などの措置
★　相続税法⇒農業相続人が農地等を相続した場合の納税猶予の特例
★　租税特別措置法

★　地方税法（固定資産税）⇒農地などの土地家屋の課税について

・東大阪市地域農業再生協
議会規約
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他の自治体の取組み事例を参考に 

Ａ 貸農園、市民農園型事業 

貸農園 農園整備は推進協議会が発注、市も補助金を交付、農家も自己負担ある模様。 

従来から納税猶予適用農地はない。  

ふれあい農園 ＊H16 年度～農家の指導による畝作り、栽培、収穫までの農作業を農園利

用方式による体験農園（２農家）           【寝屋川市】 

市民農園 特定農地貸付法による農家と市との貸付協定 ６農園 

（利用期間３年 各園の区画面積により利用料は細分化）    【茨木市】

日野市農業体験農園 園主の指導を受けながら農業を体験し農作物を受け取る。利用者は

その対価を農業者に支払う                 【日野市】

＊本市＊ 

○市民農園等施設の新設等に補助金を交付←都市農業活性化農地活用補助事業

Ｂ 地産地消推進型事業 

学校給食（中学校も）に出荷できる農家を募集 箕面市農業公社が業務も取り纏め 

＊学校への搬入は出荷農家で                 【箕面市】

農業ふれあいツアー 農家が育てた野菜を収穫作業、その野菜を入手（安く購入できる） 

 ＊農業ふれあいツアー推進協議会に委託契約 何地区かで実施  

   課題：開催日に照準を合わせて栽培するのがムズカシイ  

大阪エコ農産物収穫体験ツアー  圃場で野菜の試食・収穫体験   

＊エコ農産物推進協議会が年１～２回実施           【枚方市】

地産地消に積極的に取組む飲食店・販売店を募集・支援 

  ＊店舗紹介をHP、マップによりPR              【松原市】
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学校給食の地産地消・利用率25％目標へ向けて 学校と農業者の間に入って調整する「コ

ーディネーター」制度を導入。学校と農業者が利用量で「契約栽培」を結ぶ。「契約栽

培」には納品量に対して市から農業者へ補助金  

「日野グリーンサポーターズ」日野農業応援チーム メンバー登録をしてもらう 

 地元農産物の自給率アップ等により日野の農地を次代に引継ぐための市民運動 

 1作る「農業に触れる」 2買う 3食べる 4守る「農地・農業景観と大事に」 

5学ぶ「地域に根ざした食育」→５項目ごとに具体的目標を設定し実践する【日野市】

＊本市＊ 

○ファームマイレージ運動 

○地産地食の収穫体験事業

畑で生産者・パン生産者の説明、食材のほうれん草の収穫体験・実食など

○地場野菜を使った「地産地食の鉄人」料理コンテスト

市内小学校５・６年生とその保護者を対象に

Ｃ 農地保全型事業、休耕地対策型事業 

農業サポーター制度 

 受入れ希望農家はJAに登録する。農業サポーターは市に登録。 

 サポーターには講習会を開催（府職員が講師）   

課題：登録者（77人）が受入れ農家数（12件）を上回っている  【箕面市】

援農ボランティア登録制度 

 ＊開始は結構前から 受入れ先は現在1箇所（穂谷）場所的には行きづらい所 

登録は１０人前後あるが続かない   ボランティアであり日当は無料 

【枚方市】

レンゲ開放農園   

＊レンゲ種を無料配布 開花・開放すれば1㎡30円上限９万円を補助 

防災協力農地   

＊平時の固定資産税軽減はない 登録期間3年・自動更新    【寝屋川市】

泉原棚田を守る会 

市所有地の棚田の荒廃を防ぐための保全活動（草刈り等）を実施するため、援農ボラ 

ンティアに必要な技術習得のため棚田で講習 個人会員は会費6000円（年）【茨木市】
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「農地保全重点地区制度」～都「農の風景育成地区制度」 

 生産緑地・宅地化農地・屋敷林が一団でまとまった地区、７地区を指定 

 地区毎の特性に応じた農地等の保全策を講じた上で、他の方策によって保全できない農

地について区が用地取得の上、農業振興等の拠点の整備を図る 

 区が農地取得し農業公園として整備が可能（都区財政調整基金：都市計画税が財源） 

【世田谷区】 

日野産大豆プロジェクト 

 遺伝子組み換えでない大豆を栽培するため、種蒔きから収穫までの作業を市民ボランテ

ィアらの協力で栽培。収穫大豆は豆腐・納豆など学校給食に利用 

→ボランティアで成り立つ事業  

水田景観用レンゲ種子配布事業                【日野市】

＊本市＊ 

○花とみどりいっぱい運動

休耕地などの農地に、ゴミ等の不法投棄の抑制を行い、農地の荒廃を軽減するととも

に、草花等の堆肥活用によるエコ米栽培など、環境に配慮した農業を推進、支援する

もの。 

Ｄ 援農型事業 

農業アドバイザー派遣事業 

 「農業技術」「農業経営」に関して相談・指導が受けられる 

希望農家宅へ出向いて、指導・アドバイス           【大阪市】 

農業サポーター制度（再掲） 

ゆず収穫剪定サポーター事業    

サポーターを募り、ゆず収穫、枝木の剪定等を手伝い、農業・地域を知ってもらう 

【箕面市】

農業ふれあいツアー（再掲）  

援農ボランティア登録制度（再掲）               【枚方市】

泉原棚田を守る会 （再掲）                  【茨木市】 
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自然体験農園（公園施設内）で農作業体験 

→区内の農家で農業サポーターとして活動できる方を育成のための講習会 

農作業体験塾 

→区内農家の畑で３ケ月（４～６月、９～１１月：週１回・２～３時間）播種から収 

穫、出荷の一連作業を体験   

 参加費：３ケ月で1000円 18以上の区内在住者  年２回春・秋募集 

  毎回４～８園程度の農家の協力で各園１～５名程度の参加   【世田谷区】

援農市民ボランティア養成講座「農の学校」

 H17開設～１年間農業者などから受講 

援農ボランティア「NPO法人 日野人・援農の会」 

 「農の学校」終了生が会の主体となって援農活動          

H25年度 70名の会員 40戸の農家で活動中           【日野市】

Ｅ 体験農業型事業 

ゆず収穫剪定サポーター事業 （再掲）        【箕面市】

農業ふれあいツアー （再掲）    

食農体験学習支援事業 H20年度試行 H22年度本格実施 

 子供たちが植付け、収穫、調理、加工、試食までを体験 

大阪エコ農産物収穫体験ツアー（再掲）              【枚方市】

泉原棚田を守る会 （再掲）                  【茨木市】

農作業体験塾   （再掲）                  【世田谷区】

援農市民ボランティア養成講座「農の学校」 （再掲） 

日野産大豆プロジェクト  （再掲）             【日野市】

＊本市＊ 

○米の栽培・収穫・加工・販売体験事業「THE 米」

○いもの栽培・収穫・加工 大人のための農業体験事業「いも」
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東大阪市中小企業振興会議  

農業振興検討部会に関する開催経過

平成２５年１１月２８日（木） 

平成２５年度 第 1回 農業振興検討部会    

○議論テーマ  「部会の進め方と検討テーマ」 

○議論内容   各委員の自己紹介と市内農業への関わり、認識など 

○まとめ    部会の位置付けや現状を確認 

平成２６年１月３０日（木） 

平成２５年度 第２回 農業振興検討部会   

○議論テーマ 「東大阪市総合計画 後期基本計画の農業施策について」 

○議論内容  農業振興施策にかかる法令関係の整理と、現状の課題など 

○まとめ   今回のテーマに基づき次回も継続して検討を行う 

平成２６年７月１８日（金） 

 平成２６年度 第１回 農業振興検討部会   

○議論テーマ 「農業振興施策について」 

○議論内容  これまでの議論からテーマを絞り、「遊休化されている農地」「体

験農園、貸農園」を中心に検討を行う 

○まとめ   １）農家サイドの営農支援に関する需要と、市民・消費者サイ

ドの援農や農業に関するニーズは上手くマッチングするの

か 

２）両者のニーズ、接点が上手くマッチしたシステムを探って

いく必要があり、（今回のテーマに基づき）次回も継続し

て検討を行う 
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平成２７年１月３０日（金） 

 平成２６年度 第２回農業振興検討部会   

○議論テーマ 「農業振興施策について」 

○議論内容  前回の議論を受け、他の自治体の農業振興施策をみながら、援

農支援事業（別紙 １）、農業体験事業を中心に、本市における

施策の展望・検討を行う 

本市農業の現状を再確認するため、現地視察を次回に実施する 

○まとめ   都市農業の特質となる、農地に係る制約・制限を乗り越えた施

策の拡充と実践が必要ではないか 

平成２７年３月２３日（月） 

 平成２６年度 第３回農業振興検討部会  H27.3.23（月） 

○議論テーマ 「本市農業・農地の現地視察について」 

○議論内容  前回の議論を受け、実際に市内農業の実態にふれながら、本市

農業の現状を再確認し、本市における施策の展望・検討を行う 

○まとめ   １）生産者と消費者が直接関わる、援農的なシステムは検討で

きないか 

２）ラグビーワールドカップ開催に合わせて、本市の農の魅力

をアピールする取組みはできないか 

平成２７年６月１日（月） 

 平成２７年度 第１回農業振興検討部会  H27.6.1（月） 

○議論テーマ 「中小企業振興会議への、農業振興施策の提言について」 

○議論内容  中小企業振興会議への提言に向け、これまでの議論を踏まえ、

本市における農業振興施策の検討を行う 

○まとめ   （別紙）施策案 
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平成２７年７月現在

役職 委員氏名 役職等

部会長 上田　秀樹 大阪樟蔭女子大学健康栄養学部健康栄養学科 准教授

副部会長 多田　稔 近畿大学農学部水産学科 教授

臨時委員 石井　一夫 ｸﾞﾘｰﾝ大阪農業協同組合　営農経済部次長

臨時委員 坂上　圭三 東大阪市教育委員会学校教育推進室 室長

委員 高田　久司 ｸﾞﾘｰﾝ大阪農業協同組合　常務理事

臨時委員 出口　博晴 大阪中河内農業協同組合　営農経済部常務

臨時委員 福田　哲三 東大阪市農業委員会　会長代理

臨時委員 古川　義彦 東大阪市ＰＴＡ協議会　学校園委員会委員長

臨時委員 松浦　陽子 東大阪市消費者団体協議会　会長

臨時委員 米谷　耕治 東大阪市経済部 次長

　東大阪市中小企業振興会議　農業振興検討部会委員名簿

※順不同、敬称略
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